
主要分野のＫＰＩ

○社会保障分野のＫＰＩ
・ 予防・健康づくりの推進
・ 医療・福祉サービス改革
・ 再生計画の改革工程表の全44項目の着実な推進

○社会資本整備等分野のＫＰＩ
・ 公共投資における効率化・重点化と担い手確保
・ ＰＰＰ／ＰＦＩの推進
・ 人口減少時代に対応したまちづくり

○地方行財政改革・分野横断的な取組のＫＰＩ
・ 持続可能な地方行財政基盤の構築
・ 個性と活力ある地域経済の再生
・ 国民の利便性の向上、行政の効率化、公平・公正な社会の実現

○文教・科学技術分野のＫＰＩ
・ 少子化の進展を踏まえた予算の効率化と教育の質の向上
・ イノベーション創出による歳出効率化等
・ 官民一体となったスポーツ・文化の振興

○歳出改革等に向けた取組の加速・拡大についてのＫＰＩ

（ＫＰＩ：成果指標、Key Performance Indicator)

新経済・財政再生計画改革工程表2018 参考資料



社会保障分野のＫＰＩ
　１．予防・健康づくりの推進
項目
番号

階層 ＫＰＩ ＫＰＩの定義等
進捗管理、評価・点検

の視点
計画開始時の直近
の数値（時点）

目標(値)
（達成時期）

数値の
更新頻度

数値の
更新時期

速報性 主担当府省庁
ＫＰＩの
把握手段

1 1

かかりつけ医等と連携して生活習
慣病の重症化予防に取り組む自
治体、広域連合の数

以下の全ての要件を満たす被用
者保険の保険者の数

①対象者の抽出基準が明確であ
ること
②かかりつけ医と連携した取組で
あること
③保健指導を実施する場合には、
専門職が取組に携わること
④事業の評価を実施すること
⑤取組の実施にあたり、地域の実
情に応じて各都道府県の糖尿病
対策推進会議等との連携(各都道
府県による対応策の議論や取組
内容の共有など）を図ること

予防・健康づくりに係る
国民の行動変容に向け
た自治体、保険者の取
組の進捗状況を評価

1003市町村
(2018年3月)

増加 毎年度 夏頃 前年度の
数値を把
握

厚生労働省 保険者データ
ヘルス全数調
査（厚生労働
省）

1 1

特定健診の実施率 各年度における特定健診対象者
に占める当該年度における特定健
診受診者の割合

各保険者の特定健診の
実施率及び実施率向上
に係る保険者等の取組
を評価

51.4%（2016年度） 70%（2023年度） 毎年度 夏頃 前々年度
の数値を
把握

厚生労働省 特定健診・特
定保健指導の
実施状況（厚
生労働省）

1 1

特定保健指導の実施率 各年度における特定保健指導対
象者に占める当該年度における特
定保健指導終了者の割合

各保険者の特定保健指
導の実施率及び実施率
向上に係る保険者等の
取組を評価

18.8%（2016年度） 45%（2023年度） 毎年度 夏頃 前々年度
の数値を
把握

厚生労働省 特定健診・特
定保健指導の
実施状況（厚
生労働省）

1 1

スマート・ライフ・プロジェクト（SLP)
参画企業数

スマート・ライフ・プロジェクト（SLP)
に登録している企業の数

健康づくりに関する活動
に取り組み、自発的に情
報発信を行う企業の取
組を評価

2,890社 3,000社（2022
年度）

毎年度 夏頃 前年度末
時点の数
値を把握

厚生労働省 厚生労働省が
登録企業の数
を集計

1 1

スマート・ライフ・プロジェクト（SLP)
参画団体数

スマート・ライフ・プロジェクト（SLP)
に登録している団体の数

健康づくりに関する活動
に取り組み、自発的に情
報発信を行う団体の取
組を評価

3,673団体 7,000団体
（2022年度）

毎年度 夏頃 前年度末
時点の数
値を把握

厚生労働省 厚生労働省が
登録団体の数
を集計

1



社会保障分野のＫＰＩ
　１．予防・健康づくりの推進
項目
番号

階層 ＫＰＩ ＫＰＩの定義等
進捗管理、評価・点検

の視点
計画開始時の直近
の数値（時点）

目標(値)
（達成時期）

数値の
更新頻度

数値の
更新時期

速報性 主担当府省庁
ＫＰＩの
把握手段

1 2

年間新規透析患者数 1年間で新規に透析導入された患
者の総数

慢性腎疾患（ＣＫＤ）診療
連携体制の構築及び自
治体等への支援や好事
例の横展開の取組を評
価

39,344人
（2016年）

35,000人
（2028年度）

毎年度 3月頃 前々年の
数値を把
握

厚生労働省 厚生労働省が
一般社団法人
日本透析医学
会に照会

1 2

糖尿病有病者の増加の抑制 国民健康・栄養調査により把握さ
れる各年度の糖尿病有病者の人
数

生活習慣病予防に係る
国民の行動変容に向け
た保険者等の取組の効
果等を評価

1000万人（2016
年）※過去の性・
年齢階級別糖尿
病有病率の傾向
が続くとした場合、
2022年度時点で
1410万人

1000万人（2022
年度）

概ね4年毎 冬頃 前年度の
数値を把
握

厚生労働省 国民健康・栄
養調査（拡大
調査）（厚生労
働省）

1 2

メタボリックシンドロームの該当者
及び予備群の数

「特定健診・特定保健指導の実施
状況」により把握される当該年度
のメタボリックシンドロームの該当
者及び予備群の数の2008年度に
対する減少率

生活習慣病予防に係る
国民の行動変容に向け
た保険者等の取組の効
果等を評価

約1412万人（2015
年度）
（2008年度におけ
るメタボリックシン
ドロームの該当者
及び予備群の数
は約1400万人）

2008年度比
25％減（2022年
度）

毎年度 夏頃 前々年度
の数値を
把握

厚生労働省 特定健診・特
定保健指導の
実施状況（厚
生労働省）

2 1

認知症カフェ等を設置した市町村 都道府県管内において認知症カ
フェの開設を把握している市町村
数

認知症の人やその家族
が、地域の人や専門家
と相互に情報を共有し、
お互いを理解し合う機会
としての場の拡大を評価

1265市町村
（2017年度末）

全市町村
（2020年度末）

毎年度 8月頃 前年度の
数値を把
握

厚生労働省 厚生労働省が
実施する認知
症総合支援事
業等実施状況
調べ

2



社会保障分野のＫＰＩ
　１．予防・健康づくりの推進
項目
番号

階層 ＫＰＩ ＫＰＩの定義等
進捗管理、評価・点検

の視点
計画開始時の直近
の数値（時点）

目標(値)
（達成時期）

数値の
更新頻度

数値の
更新時期

速報性 主担当府省庁
ＫＰＩの
把握手段

2 1

認知症サポーターの数 地域や職域で開催した認知症サ
ポーター養成講座を修了した者の
累計

各自治体や企業から報
告される養成の状況や、
養成された認知症サ
ポーターによる具体的な
活動内容を評価

1,015万人
(2017年度末)

1,200万人
(2020年度末)

毎年度 ４月頃 前年度末
時点の数
値を把握

厚生労働省 全国キャラバ
ン・メイト連絡
協議会事務局
（認知症サ
ポーター養成
講座を実施す
る自治体等の
事務局を統
括）からの報
告

2 1

認知症サポート医の数 認知症サポート医養成研修を修了
し、修了証書を交付された医師の
数

地域の認知症に係る地
域医療体制の中核的な
役割を担う認知症サ
ポート医養成の取組の
進捗状況を評価。

8157人（2017年度
末）

10,000人（2020
年度末）

毎年度 8月頃 前年度の
数値を把
握

厚生労働省 厚生労働省が
実施する認知
症総合支援事
業等実施状況
調べ

2 1

介護予防に資する通いの場への
参加率

介護予防に資する通いの場に参
加する高齢者の割合

介護予防の推進に向け
た市町村等の取組の進
捗状況を評価

4.2％（2016年度） ６％（2020年度
末）

毎年度 介護予防・日
常生活支援総
合事業（地域
支援事業）の
実施状況に関
する調査結果
公表時（公表
時期は未定）

前年度末
時点の数
を把握

厚生労働省 介護予防・日
常生活支援総
合事業（地域
支援事業）の
実施状況に関
する調査（厚
生労働省）

2 2

「日常生活自立度」がⅡ以上に該
当する認知症高齢者の年齢階級
別割合

介護保険制度における要介護・要
支援認定を受けた高齢者のうち
「認知症高齢者の日常生活自立
度」がⅡ以上に該当する者の人数
を高齢者の人数で除した割合を年
齢階級別に推計したもの

高齢者のうち、何らかの
支援や介護が必要な認
知症高齢者の年齢階級
別割合を調査し、認知症
予防に向けた取組の進
捗状況を評価。

－ 算出予定の計
画開始時の直
近の数値より減
少

未定 未定 未定 厚生労働省 厚生労働省が
介護保険総合
データベー
ス、介護保険
事業状況報告
等の各種統計
情報を用いて
推計を行う

3



社会保障分野のＫＰＩ
　１．予防・健康づくりの推進
項目
番号

階層 ＫＰＩ ＫＰＩの定義等
進捗管理、評価・点検

の視点
計画開始時の直近
の数値（時点）

目標(値)
（達成時期）

数値の
更新頻度

数値の
更新時期

速報性 主担当府省庁
ＫＰＩの
把握手段

3 ⅰ 1

対策型検診で行われている全て
のがん種における検診受診率

当該年の40歳から69歳までの者
（子宮頸がん検診は20歳から69歳
までの者）に占めるがん検診受診
者の割合
➢全国値／47都道府県別
➢検診種類別（胃がん、肺がん、
大腸がん、子宮頸がん、乳がん）
➢男女別

効果的な個別勧奨の普
及など受診率向上に向
けた取組等を評価

胃がん（男）：46.4%
胃がん（女）：35.6%
肺がん（男）：51.5%
肺がん（女）：41.7%
大腸がん（男）：
44.5%
大腸がん（女）：
38.5%
子宮頸がん：42.4%
乳がん：44.9%
（2016年）

50%（2022年度） ３年に１回 夏頃 調査時の
直近１年間
（子宮頸が
ん検診と乳
がん検診
は直近２年
間）の受診
率を把握

厚生労働省 国民生活基礎
調査(大規模
調査)（厚生労
働省）

3 ⅰ 1

精密検査受診率 当該年の40歳から69歳（子宮頸が
ん検診は20歳から69歳）までの要
精密検査者に占める精密検査受
診者の割合
➢全国値／47都道府県別
➢検診種類別（胃がん、肺がん、
大腸がん、子宮頸がん、乳がん）
➢男女別

効果的な個別勧奨の普
及など受診率向上に向
けた取組等を評価

胃がん：80.4%
肺がん：83.1%
大腸がん：68.8%
子宮頸がん：74.3%
乳がん：87.2%
（2015年度）

90%（2022年度） 毎年度 年度末 前年度の
数値を把
握

厚生労働省 地域保健・健
康増進事業報
告（厚生労働
省）

3 ⅰ 2

がんの年齢調整死亡率（75歳未
満）

がんの年齢調整死亡率（75歳未
満）
➢全国値／47都道府県別

効果的な個別勧奨の普
及など受診率向上に向
けた取組等を評価

73.6（人口10万対）
（2017年）

低下 毎年度 年末 前年の数
値を把握

厚生労働省 国立がん研究
センターが「人
口動態調査」
（厚生労働省）
に基づき集計

3 ⅱ 1

がん診療連携拠点病院におい
て、 「治療と仕事両立プラン」等を
活用して支援した就労に関する相
談件数

がん診療連携拠点病院のがん相
談支援センターにおいて、就労に
関する相談に対応した件数

がん診療連携拠点病院
における就労支援の取
組の進捗状況を評価

2,251件（2017年６
月～７月の間）

年間20,000件
（2021年度）

毎年度 秋頃 前年の数
値を把握

厚生労働省 がん診療連携
拠点病院等の
現況報告（厚
生労働省）

4



社会保障分野のＫＰＩ
　１．予防・健康づくりの推進
項目
番号

階層 ＫＰＩ ＫＰＩの定義等
進捗管理、評価・点検

の視点
計画開始時の直近
の数値（時点）

目標(値)
（達成時期）

数値の
更新頻度

数値の
更新時期

速報性 主担当府省庁
ＫＰＩの
把握手段

3 ⅱ 2

仕事と治療の両立ができる環境と
思う人の割合

がん対策に関する世論調査にお
いて、「現在の日本の社会では，
がんの治療や検査のために２週間
に一度程度病院に通う必要がある
場合，働きつづけられる環境だと
思いますか。」という質問に対し
て、「そう思う」「どちらかといえばそ
う思う」と回答した人の割合

以下の全体を評価
①がん診療連携拠点病
院における就労支援の
取組の進捗状況
②企業等への相談対
応、個別訪問指導、助
成金による制度導入支
援の取組
③働き方・休み方改善
ポータブルサイト等を通
じ、企業における傷病休
暇等の取組事例の横展
開の取組

27.9％（2016年度） 40％（2025年
度）

未定 次回世論調査
時

世論調査
実施後
数ヶ月後に
把握

厚生労働省 がん対策に関
する世論調査
（内閣府）

4 1

スマート・ライフ・プロジェクト（SLP)
参画企業数

スマート・ライフ・プロジェクト（SLP)
に登録している企業の数

健康づくりに関する活動
に取り組み、自発的に情
報発信を行う企業の取
組を評価

2,890社 3,000社（2022
年度）

毎年度 夏頃 前年度末
時点の数
値を把握

厚生労働省 厚生労働省が
登録企業の数
を集計

4 1

スマート・ライフ・プロジェクト（SLP)
参画団体数

スマート・ライフ・プロジェクト（SLP)
に登録している団体の数

健康づくりに関する活動
に取り組み、自発的に情
報発信を行う団体の取
組を評価

3,673団体 7,000団体
（2022年度）

毎年度 夏頃 前年度末
時点の数
値を把握

厚生労働省 厚生労働省が
登録団体の数
を集計

4 1

特定健診の実施率 各年度における特定健診対象者
に占める当該年度における特定健
診受診者の割合

各保険者の特定健診の
実施率及び実施率向上
に係る保険者等の取組
を評価

51.4%（2016年度） 70%（2023年度） 毎年度 夏頃 前々年度
の数値を
把握

厚生労働省 特定健診・特
定保健指導の
実施状況（厚
生労働省）

5



社会保障分野のＫＰＩ
　１．予防・健康づくりの推進
項目
番号

階層 ＫＰＩ ＫＰＩの定義等
進捗管理、評価・点検

の視点
計画開始時の直近
の数値（時点）

目標(値)
（達成時期）

数値の
更新頻度

数値の
更新時期

速報性 主担当府省庁
ＫＰＩの
把握手段

4 1

特定保健指導の実施率 各年度における特定保健指導対
象者に占める当該年度における特
定保健指導終了者の割合

各保険者の特定保健指
導の実施率及び実施率
向上に係る保険者等の
取組を評価

18.8%（2016年度） 45%（2023年度） 毎年度 夏頃 前々年度
の数値を
把握

厚生労働省 特定健診・特
定保健指導の
実施状況（厚
生労働省）

4 1

対策型検診で行われている全て
のがん種における検診受診率

当該年の40歳から69歳までの者
（子宮頸がん検診は20歳から69歳
までの者）に占めるがん検診受診
者の割合
➢全国値／47都道府県別
➢検診種類別（胃がん、肺がん、
大腸がん、子宮頸がん、乳がん）
➢男女別

効果的な個別勧奨の普
及など受診率向上に向
けた取組等を評価

胃がん（男）：46.4%
胃がん（女）：35.6%
肺がん（男）：51.5%
肺がん（女）：41.7%
大腸がん（男）：
44.5%
大腸がん（女）：
38.5%
子宮頸がん：42.4%
乳がん：44.9%
（2016年）

50%（2022年度） ３年に１回 夏頃 調査時の
直近１年間
（子宮頸が
ん検診と乳
がん検診
は直近２年
間）の受診
率を把握

厚生労働省 国民生活基礎
調査(大規模
調査)（厚生労
働省）

4 1

１日あたりの歩数 国民健康･栄養調査で把握される
当該年度の１日あたりの歩数

生活習慣病予防に向け
た取組等を評価

20 歳～64 歳：男
性7,769 歩、女性
6,770 歩
65 歳以上：男性
5,744 歩、女性
4,856 歩

20 歳～64 歳：
男性9,000 歩、
女性8,500 歩
65 歳以上：男
性7,000 歩、女
性6,000 歩
（2022 年度）

毎年度 冬頃 前年度の
数値を把
握

厚生労働省 国民健康・栄
養調査（厚生
労働省）

5 1

予防・健康づくりについて、一般住
民を対象としたインセンティブを推
進する自治体、被用者保険者等
の数

以下の全ての要件を満たす自治
体、被用者保険者等の数

①加入者等の予防･健康づくりの
取組や成果に対しポイント等を付
与し、そのポイント数に応じて何ら
かの報奨を設けるなど、インセン
ティブの仕組みにより加入者等の
予防・健康づくりを推進する事業を
実施していること
②事業実施の際、インセンティブ
が加入者の行動変容につながっ
たかどうか効果検証を行っている
こと

予防・健康づくりに係る
国民の行動変容に向け
た自治体、保険者の取
組の進捗状況を評価

563市町村
（2018年8月）

165保険者
（2018年8月）

800市町村
600保険者
（2020年度）

毎年度 夏頃 前年度の
数値を把
握

厚生労働省 保険者データ
ヘルス全数調
査（厚生労働
省）

6



社会保障分野のＫＰＩ
　１．予防・健康づくりの推進
項目
番号

階層 ＫＰＩ ＫＰＩの定義等
進捗管理、評価・点検

の視点
計画開始時の直近
の数値（時点）

目標(値)
（達成時期）

数値の
更新頻度

数値の
更新時期

速報性 主担当府省庁
ＫＰＩの
把握手段

4,5 2

適正体重を維持している者の増
加（肥満（BMI25以上）、やせ
（BMI18.5未満）の減少）

国民健康･栄養調査で把握される
当該年度の適正体重（18.5≦
BMI<25）を維持している者

生活習慣病予防に向け
た取組等を評価

20 歳～60 歳代男
性の肥満者の割
合：32.4％
40 歳～60 歳代女
性の肥満者の割
合：21.6％
20 歳代女性のや
せの者の割合：
20.7％ （平成28
年）

20 歳～60 歳代
男性の肥満者
の割合：28％
40 歳～60 歳代
女性の肥満者
の割合：19％
20 歳代女性の
やせの者の割
合：20％ （2022
年度）

毎年度 冬頃 前年度の
数値を把
握

厚生労働省 国民健康・栄
養調査（厚生
労働省）

4,5 2

がんの年齢調整死亡率（75歳未
満）

がんの年齢調整死亡率（75歳未
満）
➢全国値／47都道府県別

効果的な個別勧奨の普
及など受診率向上に向
けた取組等を評価

73.6（人口10万対）
（2017年）

低下 毎年度 年末 前年の数
値を把握

厚生労働省 国立がん研究
センターが「人
口動態調査」
（厚生労働省）
に基づき集計

4,5 2

年間新規透析患者数 1年間で新規に透析導入された患
者の総数

慢性腎疾患（ＣＫＤ）診療
連携体制の構築及び自
治体等への支援や好事
例の横展開の取組を評
価

39,344人
（2016年）

35,000人
（2028年）

毎年度 3月頃 前々年の
数値を把
握

厚生労働省 厚生労働省が
一般社団法人
日本透析医学
会に照会

4,5 2

糖尿病有病者の増加の抑制 国民健康・栄養調査により把握さ
れる各年度の糖尿病有病者の人
数

生活習慣病予防に係る
国民の行動変容に向け
た保険者等の取組の効
果等を評価

1000万人（2016
年）※過去の性・
年齢階級別糖尿
病有病率の傾向
が続くとした場合、
2022年度時点で
1410万人

1000万人（2022
年度）

概ね4年毎 冬頃 前年度の
数値を把
握

厚生労働省 国民健康・栄
養調査（拡大
調査）（厚生労
働省）

7



社会保障分野のＫＰＩ
　１．予防・健康づくりの推進
項目
番号

階層 ＫＰＩ ＫＰＩの定義等
進捗管理、評価・点検

の視点
計画開始時の直近
の数値（時点）

目標(値)
（達成時期）

数値の
更新頻度

数値の
更新時期

速報性 主担当府省庁
ＫＰＩの
把握手段

4,5 2

メタボリックシンドロームの該当者
及び予備群の数

「特定健診・特定保健指導の実施
状況」により把握される当該年度
のメタボリックシンドロームの該当
者及び予備群の数の2008年度に
対する減少率

生活習慣病予防に係る
国民の行動変容に向け
た保険者等の取組の効
果等を評価

約1412万人（2015
年度）
（2008年度におけ
るメタボリックシン
ドロームの該当者
及び予備群の数
は約1400万人）

2008年度比
25％減（2022年
度）

毎年度 夏頃 前々年度
の数値を
把握

厚生労働省 特定健診・特
定保健指導の
実施状況（厚
生労働省）

7 1

フレイル予防の普及啓発ツールを
活用した栄養に係る事業を実施
する市町村

新しい食事摂取基準を活用したフ
レイル予防の普及啓発ツールを、
栄養に係る事業に活用している市
町村の数

フレイル対策に係る市町
村の取組状況を評価

－
※新しい食事摂取
基準については現
在検討中であり,そ
のため普及啓発
ツールについても
今後作成する予定

50％（2022年
度）

毎年度 冬頃 前年度の
数値を把
握

厚生労働省 厚生労働省が
市区町村を対
象に、普及啓
発ツールの活
用の実施の有
無を確認する
調査を実施

7 2

低栄養傾向（BMI20以下）の65歳
以上の者の割合の増加の抑制

国民健康・栄養調査により把握さ
れる当該年度の低栄養傾向
（BMI20 以下）の高齢者の割合

低栄養対策に係る国民
の行動変容に向けた保
険者等の取組の効果等
を評価

17.9% 22%以下（2022年毎年度 冬頃 前年度の
数値を把
握

厚生労働省 国民健康・栄
養調査（厚生
労働省）

8 1

普及啓発等の受動喫煙対策に取
り組んでいる都道府県数

健康的な生活習慣づくり重点化事
業における「受動喫煙対策促進事
業」を実施している都道府県の数

受動喫煙対策の普及啓
発等の事業を行う都道
府県の取組を評価

37都道府県
※2018年度からの
事業であるため、
見込みの数

47都道府県 毎年度 夏頃 前年度の
数値を把
握

厚生労働省 厚生労働省が
「受動喫煙対
策促進事業」
を実施してい
る都道府県数
を集計

8 1

受動喫煙防止対策助成金を利用
した事業者数

受動喫煙防止対策助成金を交付
した事業場の数

改正健康増進法による
受動喫煙対策の推進を
踏まえ、喫煙室等の設
置を行う事業者数を評
価

524事業者（2017
年度）

1000事業者
（2019年度）

毎年度 ６月頃 前年度の
数値を把
握

厚生労働省 実際に助成金
を交付した事
業者数を各都
道府県労働局
より報告

8 1

受動喫煙防止対策に係る相談支
援を受けた事業者数

「職場における受動喫煙防止対策
に係る相談支援・周知啓発業務」
における、電話相談、メール相談
及び実地指導の件数の合計

改正健康増進法による
受動喫煙対策の推進を
踏まえ、事業場における
受動喫煙対策に係る関
心の高まりを相談件数と
して評価

1128事業者（2017
年度）

1000事業者
（2019年度）

毎年度 ６月頃 前年度の
数値を把
握

厚生労働省 事業終了後に
受託者より提
出される事業
実施結果報告
書により把握

8



社会保障分野のＫＰＩ
　１．予防・健康づくりの推進
項目
番号

階層 ＫＰＩ ＫＰＩの定義等
進捗管理、評価・点検

の視点
計画開始時の直近
の数値（時点）

目標(値)
（達成時期）

数値の
更新頻度

数値の
更新時期

速報性 主担当府省庁
ＫＰＩの
把握手段

8 2

望まない受動喫煙のない社会の
実現

望まない受動喫煙のない社会の
実現
※「第３期がん対策基本計画」（平
成30年３月９日閣議決定）や「健康
日本21（第２次）」においても同様
の目標を設定

望まない受動喫煙のな
い社会の実現に向けた
各施設の取組の進捗状
況を評価

受動喫煙（家庭・
職場・飲食店・行
政機関・医療機
関）の機会を有す
る者
（a）行政機関
8.2％
（ｂ）医療機関
6.2％
（ｃ）職場（全面禁
煙又は空間分煙
＊を講じている職
場の割合）65.4％
＊空間分煙：喫煙
室を設けそれ以外
を禁煙
（ｄ）家庭 7.7％
（ｅ）飲食店 42.2％

望まない受動
喫煙のない社
会の実現（2022
年度）

毎年度 冬頃 前年度の
数値を把
握

厚生労働省 国民健康・栄
養調査（厚生
労働省）
※新たな指標
については検
討中

9



社会保障分野のＫＰＩ
　１．予防・健康づくりの推進
項目
番号

階層 ＫＰＩ ＫＰＩの定義等
進捗管理、評価・点検

の視点
計画開始時の直近
の数値（時点）

目標(値)
（達成時期）

数値の
更新頻度

数値の
更新時期

速報性 主担当府省庁
ＫＰＩの
把握手段

9 1

60歳の未処置歯を有する者の割
合の減少

歯科疾患実態調査の80歳以上の
被調査者において、20歯以上自分
の歯を有している者の割合

高齢期における歯科疾
患の予防の取組の進捗
状況を評価

34.4%
(2016年)

10%
(2022年度)

5年に1回 6月頃 前年度の
数値を把
握

厚生労働省 歯科疾患実態
調査（厚生労
働省）

9 1

60歳代における進行した歯周炎を
有する者の割合の減少

歯科疾患実態調査の60～69歳の
被調査者において、4mm以上の歯
周ポケットを有している者の割合

高齢期における歯科疾
患の予防の取組の進捗
状況を評価

62.0%
(2016年)

45%
(2022年度)

5年に1回 6月頃 前年度の
数値を把
握

厚生労働省 歯科疾患実態
調査（厚生労
働省）

9 1

過去1年間に歯科検診を受診した
者の割合

国民健康・栄養調査の生活習慣
調査、「歯科検診の受診状況」に
おいて、「この１年間に歯科検診を
受けた」と答えた者の割合（20歳以
上が対象）

歯科口腔保健を推進す
るために必要な社会環
境の整備の進捗状況を
評価

52.9%
(2016年)

65%
(2022年度)

4年に1回、次
回2020年予定

9～12月頃 前年度の
数値を把
握

厚生労働省 国民・健康栄
養調査（厚生
労働省）

9 2

80歳で20歯以上自分の歯を有す
る者の割合

歯科疾患実態調査の80歳以上の
被調査者において、20歯以上自分
の歯を有している者の割合

高齢期における歯科疾
患の予防の取組の進捗
状況を評価

51.2%
(2016年)

60%
(2022年度)

5年に1回 6月頃 前年度の
数値を把
握

厚生労働省 歯科疾患実態
調査（厚生労
働省）

9 2

60歳代における咀嚼良好者の割
合の増加

国民健康・栄養調査の生活習慣
調査、「咀嚼の状況」において、
「何でもかんで食べることができ
る」と答えた者の割合（20歳以上が
対象）

成人期及び高齢期にお
ける、生活の質の向上
に向けた口腔機能の維
持・向上のための取組
の進捗状況を評価

76.2%
(2017年)

80%
(2022年度)

2年に1回、次
回2019年予定

9～12月頃 前年度の
数値を把
握

厚生労働省 国民・健康栄
養調査（厚生
労働省）

10 1

妊娠届出時にアンケートを実施す
る等して、妊婦の身体的・精神的・
社会的状況について把握している
市区町村の割合

全市町村のうち、妊娠届出時にア
ンケートを実施する等して、妊婦の
身体的・精神的・社会的状況につ
て把握している市町村の割合。
※「把握」しているとは、アンケート
を実施しているだけでなく、その情
報に基づいて全員または必要な妊
婦等に保健師が個別支援する体
制を整えていること。

妊娠期からの切れ目の
ない支援を提供するた
め、市町村の取組の進
捗状況を評価。

97.1%
（2016年度）

100%（2024年
度）

毎年度 8～10月頃 前年度末
の数値を2
～4か月後
に把握

厚生労働省 母子保健課調
査（母子保健
事業の実施状
況調査）

10



社会保障分野のＫＰＩ
　１．予防・健康づくりの推進
項目
番号

階層 ＫＰＩ ＫＰＩの定義等
進捗管理、評価・点検

の視点
計画開始時の直近
の数値（時点）

目標(値)
（達成時期）

数値の
更新頻度

数値の
更新時期

速報性 主担当府省庁
ＫＰＩの
把握手段

10 1

骨粗鬆症検診の受診率 健康増進事業である骨粗鬆症検
診の受診対象者（※）のうち、骨粗
鬆症検診を受診した人数の割合
※当該検診を実施する市町村の
区域内に居住地を有する40歳、45
歳、50歳、55歳、60歳、65歳、70歳
の女性

骨粗鬆症対策に係る事
業を行う市町村の取組
の効果等を評価

－ 上昇 未定 未定 未定 厚生労働省 検討中
※今後受診率
の分析方法も
含め骨粗鬆症
検診に関する
取組を検討し
ていく予定

10 1

子宮頸がん検診、乳がん検診の
受診率

当該年の40歳から69歳までの者
（子宮頸がん検診は20歳から69歳
までの者）に占めるがん検診受診
者の割合
➢全国値／47都道府県別
➢検診種類別（子宮頸がん、乳が
ん）

効果的な個別勧奨の普
及など受診率向上に向
けた取組等を評価

子宮頸がん：42.4%
乳がん：44.9%
（2016年）

50%（2022年） ３年に１回 夏頃 調査時の
直近２年間
の受診率
を把握

厚生労働省 国民生活基礎
調査(大規模
調査)（厚生労
働省）

10 1

相談しやすい環境を整備している
女性健康支援センター数

以下の要件のいずれかを実施して
いる女性健康支援センターの数。

・休日開設しているセンター数
・平日１８時以降に開設しているセ
ンター数
・メール相談を受け付けているセン
ター数

相談しやすい環境整備
の促進に向けて、各自
治体のセンター整備状
況の進捗を評価

31ヵ所（2018年7月
1日）

増加 毎年度 10月頃 年度の7月
1日時点の
数値を把
握

厚生労働省 母子保健課調
査

10 1

子育て世代包括支援センター設
置自治体数

子育て世代包括支援センターを設
置している自治体の数

子育て世代包括支援セ
ンターの全国展開に向
けて、各自治体のセン
ター設置状況の進捗を
評価

761市区町村
（2018年4月1日）

全国展開（2020
年度末）

毎年度 8～10月頃 年度当初
の数値を
数か月後
に把握

厚生労働省 母子保健課調
査（母子保健
事業の実施状
況調査）

10 2

妊娠中の喫煙率・飲酒率 市町村が実施する乳幼児健診（３
～４か月児）の問診において、全
回答者のうち妊娠中喫煙・飲酒を
していたと回答した者の割合

妊娠中の禁煙や禁酒に
向けた市町村、関係者
の取組の効果を評価

喫煙率
2.9％
（2016年度）

飲酒率
1.3％
（2016年度）

喫煙率
0%（2024年度）

飲酒率
0%（2024年度）

毎年度 8～10月頃 前年度の
数値を2～
4か月後に
把握

厚生労働省 母子保健課調
査（乳幼児健
診必須問診項
目調査）

11



社会保障分野のＫＰＩ
　１．予防・健康づくりの推進
項目
番号

階層 ＫＰＩ ＫＰＩの定義等
進捗管理、評価・点検

の視点
計画開始時の直近
の数値（時点）

目標(値)
（達成時期）

数値の
更新頻度

数値の
更新時期

速報性 主担当府省庁
ＫＰＩの
把握手段

10 2

足腰に痛みのある女性高齢者の
割合の減少

国民健康・栄養調査により把握さ
れる当該年度の足腰に痛みのあ
る女性高齢者の割合

骨粗鬆症対策に係る事
業を行う市町村の取組
の効果等を評価

1000人あたり267
人（2016年度）

女性1,000人当
たり260 人
（2022年度）

毎年度 冬頃 前年度の
数値を把
握

厚生労働省 国民健康・栄
養調査（厚生
労働省）

10 2

子宮頸がんや乳がんも含めたが
んの年齢調整死亡率（75歳未満）

がんの年齢調整死亡率（75歳未
満）
➢全国値／47都道府県別

効果的な個別勧奨の普
及など受診率向上に向
けた取組等を評価

76.1（人口10万対）
（2016年）

低下 毎年度 年末 前年の数
値を把握

厚生労働省 国立がん研究
センターが「人
口動態調査」
（厚生労働省）
に基づき集計

10 2

妊娠・出産について満足している
者の割合

市町村が実施する乳幼児健診（３
～４か月児）の問診において、全
回答者のうち、産後、退院してから
の１か月程度、助産師や保健師等
からの指導・ケアを十分に受ける
ことができたと回答した者の割合。

地域における切れ目な
い妊娠・出産支援等の
取組の効果を評価。

81.1%
（2016年度）

増加 毎年度 8～10月頃
前年度末
の数値を2
～4か月後
に把握

厚生労働省 母子保健課調
査（乳幼児健
診必須問診項
目調査）

11 1

乳幼児健診にマイナンバー制度
の情報連携を活用している市町
村数

全市町村（対象乳幼児がいない場
合を除く）のうち、転入時に乳幼児
健診の実施状況を把握し、受診勧
奨や保健指導に活用している市町
村の数。

乳幼児健診未受診者や
要支援者の効率的な把
握に努めるため、市町
村の取組の進捗状況を
評価。

- 2020年6月以降
の市町村の取
組状況を踏ま
えて、設定する
予定

毎年度 8～10月頃
前年度末
の数値を2
～4か月後
に把握

厚生労働省 母子保健課調
査（母子保健
事業の実施状
況調査）

11 1

マイナポータルを通じて乳幼児健
診等の健診情報を住民へ提供し
ている市町村数

全市町村（対象乳幼児がいない場
合を除く）のうち、乳幼児健診の結
果を自治体中間サーバーへ副本
登録している市町村の数

本人又は保護者が、健
康状態や発育発達状況
を正確に知ることができ
る等母子の健康の保持
増進に向けた市町村の
取組の進捗状況を評価

- 2020年6月以降
の市町村の取
組状況を踏ま
えて、設定する
予定

毎年度 8～10月頃
前年度末
の数値を2
～4か月後
に把握

厚生労働省 母子保健課調
査（母子保健
事業の実施状
況調査）

12



社会保障分野のＫＰＩ
　１．予防・健康づくりの推進
項目
番号

階層 ＫＰＩ ＫＰＩの定義等
進捗管理、評価・点検

の視点
計画開始時の直近
の数値（時点）

目標(値)
（達成時期）

数値の
更新頻度

数値の
更新時期

速報性 主担当府省庁
ＫＰＩの
把握手段

11 2

乳幼児健康診査の未受診率 市区町村が実施した乳幼児健康
診査（３～５か月児・１歳６か月児・
３歳児）の対象人員中の受診実人
員の割合を100％から引いた差

健診受診率向上に向け
た市町村のマイナン
バー制度の情報連携を
活用した取組の効果を
評価

・3～5か月児：
4.4％
・1歳6か月児：
3.6％
・3歳児 　：4.9％
（2016年度）

・３～５か月児：
2.0%
・１歳６か月児：
3.0%
・３歳児 ：5.0%
（※）2019年度
に当該目標に
ついて、「健や
か親子21（第２
次）」の中間評
価を踏まえ、目
標を再設定す
る予定。
（2024年度）

毎年度 3月頃
前年度の
数値を把
握

厚生労働省 地域保健・健
康増進事業報
告（厚生労働
省）

11 2

むし歯のない３歳児の割合 市区町村が実施した幼児（３歳児）
の歯科健診の受診実人員のうち、
むし歯のある人員の割合を100％
から引いた差

疾病予防に係る国民の
行動変容に向けた取組
の効果を評価

84.2％
（2016年度）

90%（2024年度） 毎年度 3月頃
前年度の
数値を把
握

厚生労働省 地域保健・健
康増進事業報
告（厚生労働
省）

11 2

全出生数中の低出生体重児の割
合

全出生数のうち、低出生体重児
（2,500g未満）の割合

妊娠中の健やかな生活
習慣や食生活の確立に
向けた市町村等の取組
の効果を評価

・低出生体重児
9.4％
（2017年）

9.4％から減少 毎年度 9月頃
前年の数
値を把握

厚生労働省 人口動態統計
（厚生労働省）

12 1

都道府県アレルギー疾患医療拠
点病院を設置した都道府県数

アレルギー疾患医療拠点病院の
選定を行った都道府県の数

アレルギー疾患医療提
供体制の整備に係る都
道府県の取組の進捗状
況を評価

17府県
（2018年11月時
点）

47都道府県
（2021年度）

毎年度 12月頃 前年度の
数値を把
握

厚生労働省 厚生労働省が
都道府県に対
し調査を実施

12 1

都道府県が実施する患者市民へ
の啓発事業及び医療従事者等へ
の研修事業を実施した都道府県
数

アレルギー疾患に関する普及啓発
事業や医療従事者等への研修を
行った都道府県の数

アレルギー疾患医療提
供体制の整備に係る都
道府県の取組の進捗状
況を評価

- 47都道府県
（2021年度）

毎年度 ７月頃 前年度の
数値を把
握

厚生労働省 厚生労働省が
都道府県に対
し調査を実施

12 1

中心拠点病院での研修に参加し
た累積医師数

中心拠点病院においてアレルギー
疾患に係る研修を受講した医師の
数。

アレルギー疾患医療提
供体制の整備に係る都
道府県の取組の進捗状
況を評価

- 100人
（2021年度）

毎年度 ７月頃 前年度の
数値を把
握

厚生労働省 中心拠点病院
が集計

13



社会保障分野のＫＰＩ
　１．予防・健康づくりの推進
項目
番号

階層 ＫＰＩ ＫＰＩの定義等
進捗管理、評価・点検

の視点
計画開始時の直近
の数値（時点）

目標(値)
（達成時期）

数値の
更新頻度

数値の
更新時期

速報性 主担当府省庁
ＫＰＩの
把握手段

12 2

食物によるアナフィラキシーショッ
ク死亡者数ゼロ

厚生労働省人口動態調査により
把握されるアナフィラキシーショッ
クが原因の死亡者数のうち、食物
によるアナフィラキシーショックが
原因の死亡者の数。

アレルギー疾患医療提
供体制の整備に係る都
道府県の取組の進捗状
況を評価。

４人
（2017年）

０人
（2028年度）

毎年度 １０月頃 前年度の
数値を把
握

厚生労働省 厚生労働省が
人口動態調査
にて把握

13 1

国及び都道府県等による健康サ
ポート薬局の周知活動の実施回
数

国及び都道府県等による健康サ
ポート薬局の周知活動の実施回
数

健康サポート薬局の取
組推進の進捗状況の評
価

- 各実施主体に
おいて年１回以
上

毎年度 10月頃 前年度分
を把握

厚生労働省 厚生労働省が
各都道府県等
に照会

13 1

健康サポート薬局の届出数 健康サポート薬局の届出数 健康サポート薬局の取
組推進の進捗状況の評
価

879件
（2017年度末時
点）

増加 毎年度 ５月頃 前年度末
時点分を
把握

厚生労働省 厚生労働省が
各都道府県等
に照会

15 1

保険者からの推薦等一定の基準
を満たすヘルスケア事業者数

以下の全ての要件を満たすヘルス
ケア事業者の数

①予防・健康づくりの企画・実施に
おいて複数保険者から推薦を受け
ていること
②実施事業に必要な法令遵守を
行っていること

保険者によるデータヘル
スの効果的な実施を支
えるインフラの整備状況
を確認

102社（2018年8
月）

100社（2020年
度）

毎年度 夏頃 前年度の
数値を把
握

厚生労働省 保険者データ
ヘルス全数調
査（厚生労働
省）

14



社会保障分野のＫＰＩ
　１．予防・健康づくりの推進
項目
番号

階層 ＫＰＩ ＫＰＩの定義等
進捗管理、評価・点検

の視点
計画開始時の直近
の数値（時点）

目標(値)
（達成時期）

数値の
更新頻度

数値の
更新時期

速報性 主担当府省庁
ＫＰＩの
把握手段

16 1

健康保険組合等保険者と連携し
て健康経営に取り組む企業数

以下の全ての要件を満たす企業
の数

①健康経営度調査の評価結果に
おいて、以下の全てを満たしてい
ること
・従業員の健康保持・増進につい
て、経営指針等へ明文化している
こと
・従業員の健康保持・増進の考え
方について、情報開示がなされて
いること
・従業員の健康保持・増進の推進
を統括する組織の責任者が役員
以上であること
業員の健康保持・増進施策の立
案検討に、産業医等が関与してい
ること
・健康経営に係る必要な対策を講
じていること
・従業員の健康保持・増進を目的
として導入した施策について、効
果検証を行っていること
②従業員の健康管理に関連する
法令を遵守し違反がないこと

社員の健康維持等に向
けた企業の取組の進捗
状況を評価

539社（2018年8
月）

500社（2020年
度）

毎年度 夏頃 前年度の
数値を把
握

厚生労働省 保険者データ
ヘルス全数調
査（厚生労働
省）

15



社会保障分野のＫＰＩ
　１．予防・健康づくりの推進
項目
番号

階層 ＫＰＩ ＫＰＩの定義等
進捗管理、評価・点検

の視点
計画開始時の直近
の数値（時点）

目標(値)
（達成時期）

数値の
更新頻度

数値の
更新時期

速報性 主担当府省庁
ＫＰＩの
把握手段

16 1

協会けんぽ等保険者や商工会議所
等のサポートを得て健康宣言等に取
り組む企業数

以下の全ての要件を満たす企業の数

①所属する保険者が健康宣言等の取組
を有し、その取組において以下のⅰ～ⅲ
から少なくとも一つの項目とⅳの項目が
含まれていること（ⅴ～ⅶの項目は努力
目標）
②その取組に企業等が参加し、健康宣言
を行っていること
ⅰ（企業等が）従業員の健康課題の把握
と必要な対策（具体策）の検討を行うこと
ⅱ（企業等が）ヘルスリテラシーの向上、
ワークライフバランスの向上、職場の活
性化等のために、健康経営の実践に向
けた基礎的な土台作りとワークエンゲイ
ジメント（具体策）の取組を行うこと
ⅲ（企業等が）健康増進・生活習慣病予
防、感染症予防、過重労働、メンタルヘル
ス等への対策のために、従業員の心と身
体の健康づくりに向けた具体的対策を実
施すること
ⅳ（企業等が）健康宣言の社内外への発
信を実施すること
ⅴ（企業等が）健康づくり担当者を一名以
上設置すること
ⅵ（企業等が保険者の求めに応じて）40
歳以上の従業員の健診データを提供す
ること
ⅶ（企業等が）従業員の健康管理に関連
する法令について重大な違反をしていな
いこと（自己申告）

社員の健康維持等に向
けた企業の取組の進捗
状況を評価

23,074社
（2018年8月）

３万社（2020年
度）

毎年度 夏頃 前年度の
数値を把
握

厚生労働省 保険者データ
ヘルス全数調
査（厚生労働
省）

17 1

かかりつけ医等と連携して生活習
慣病の重症化予防に取り組む自
治体、広域連合の数

以下の全ての要件を満たす被用
者保険の保険者の数

①対象者の抽出基準が明確であ
ること
②かかりつけ医と連携した取組で
あること
③保健指導を実施する場合には、
専門職が取組に携わること
④事業の評価を実施すること
⑤取組の実施にあたり、地域の実
情に応じて各都道府県の糖尿病
対策推進会議等との連携(各都道
府県による対応策の議論や取組
内容の共有など）を図ること

予防・健康づくりに係る
国民の行動変容に向け
た自治体、保険者の取
組の進捗状況を評価

1003市町村
(2018年3月)

増加 毎年度 夏頃 前年度の
数値を把
握

厚生労働省 保険者データ
ヘルス全数調
査（厚生労働
省）

16



社会保障分野のＫＰＩ
　１．予防・健康づくりの推進
項目
番号

階層 ＫＰＩ ＫＰＩの定義等
進捗管理、評価・点検

の視点
計画開始時の直近
の数値（時点）

目標(値)
（達成時期）

数値の
更新頻度

数値の
更新時期

速報性 主担当府省庁
ＫＰＩの
把握手段

13,15,1
6,17

2

糖尿病有病者の増加の抑制 国民健康・栄養調査により把握さ
れる各年度の糖尿病有病者の人
数

生活習慣病予防に係る
国民の行動変容に向け
た保険者等の取組の効
果等を評価

1000万人（2016
年）※過去の性・
年齢階級別糖尿
病有病率の傾向
が続くとした場合、
2022年度時点で
1410万人

1000万人（2022
年度）

概ね4年毎 冬頃 前年度の
数値を把
握

厚生労働省 国民健康・栄
養調査（拡大
調査）（厚生労
働省）

13,15,1
6,17

2

メタボリックシンドロームの該当者
及び予備群の数

「特定健診・特定保健指導の実施
状況」により把握される当該年度
のメタボリックシンドロームの該当
者及び予備群の数の2008年度に
対する減少率

生活習慣病予防に係る
国民の行動変容に向け
た保険者等の取組の効
果等を評価

約1412万人（2015
年度）
（2008年度におけ
るメタボリックシン
ドロームの該当者
及び予備群の数
は約1400万人）

2008年度比
25％減（2022年
度）

毎年度 夏頃 前々年度
の数値を
把握

厚生労働省 特定健診・特
定保健指導の
実施状況（厚
生労働省）

13,15,1
6,17

2

適正体重を維持している者の増
加（肥満（BMI25以上）、やせ
（BMI18.5未満）の減少）

国民健康･栄養調査で把握される
当該年度の適正体重（18.5≦
BMI<25）を維持している者

生活習慣病予防に向け
た取組等を評価

20 歳～60 歳代男
性の肥満者の割
合：32.4％
40 歳～60 歳代女
性の肥満者の割
合：21.6％
20 歳代女性のや
せの者の割合：
20.7％ （2016年）

20 歳～60 歳代
男性の肥満者
の割合：28％
40 歳～60 歳代
女性の肥満者
の割合：19％
20 歳代女性の
やせの者の割
合：20％ （2022
年度）

毎年度 冬頃 前年度の
数値を把
握

厚生労働省 国民健康・栄
養調査（厚生
労働省）
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社会保障分野のＫＰＩ
　１．予防・健康づくりの推進
項目
番号

階層 ＫＰＩ ＫＰＩの定義等
進捗管理、評価・点検

の視点
計画開始時の直近
の数値（時点）

目標(値)
（達成時期）

数値の
更新頻度

数値の
更新時期

速報性 主担当府省庁
ＫＰＩの
把握手段

14 1

都道府県・指定都市における相談
拠点・専門医療機関・治療拠点機
関の設置又は選定数

都道府県・政令指定都市における
アルコール健康障害・薬物依存
症・ギャンブル等依存症の相談拠
点、専門医療機関及び治療拠点
機関の設置又は選定自治体数

都道府県等における医
療・相談体制の整備、連
携体制の構築等に向け
た取組を評価

相談拠点：32
（ア）、27（薬）、27
（ギ）

専門医療機関：18
（ア）、15（薬）、14
（ギ）

治療拠点機関：13
（ア）、10（薬）、11
（ギ）

（2018年10月11日
時点）

67自治体
（2020年度）

年２回程度 ４月、10月頃 更新時期
の月初時
点の数値
を把握

厚生労働省 厚生労働省が
自治体への調
査

14 1

精神保健福祉センター及び保健
所の相談件数

精神保健福祉センター及び保健所
でのアルコール・薬物・ギャンブル
等の相談件数

都道府県等における医
療・相談体制の整備、連
携体制の構築等に向け
た取組を精神保健福祉
センター等の相談の観
点から評価

アルコール：21,777
件
薬物：8,635件
ギャンブル：3,837
件
（2016年度）

増加 毎年度 （精神保健福
祉センター）
毎年11月頃

（保健所）
毎年３月頃

前年度の
数値を把
握

厚生労働省

（精神保健福
祉センター）
衛生行政報告
例（厚生労働
省）

（保健所）
地域保健・健
康増進事業報
告（厚生労働
省）

14 2

１日当たりの純アルコール摂取量
が男性40g以上、女性20g以上の
者の割合

国民健康・栄養調査により把握さ
れる当該年度の生活習慣病のリ
スクを高める量を飲酒している者
（１日当たりの純アルコール摂取
量が男性40g以上、女性20g以上
の者）の割合

生活習慣病のリスクを
高める量を飲酒している
者の割合を減少させる
取組の効果等を評価

男性：14.6％
女性： 9.1％
 （2016年）

男性：13.0％
女性：6.4％
（2020年度）

毎年度 冬頃 前年度の
数値を把
握

厚生労働省 国民健康・栄
養調査（厚生
労働省）
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社会保障分野のＫＰＩ
　１．予防・健康づくりの推進
項目
番号

階層 ＫＰＩ ＫＰＩの定義等
進捗管理、評価・点検

の視点
計画開始時の直近
の数値（時点）

目標(値)
（達成時期）

数値の
更新頻度

数値の
更新時期

速報性 主担当府省庁
ＫＰＩの
把握手段

18 1

全国的な情報登録システム（オレ
ンジレジストリ）への発症前も含め
た認知症進行段階ごとにおける症
例等の登録合計件数

日本医療研究開発機構認知症研
究開発事業「適時適切な医療・ケ
アを目指した、認知症の人等の全
国的な情報登録・追跡を行う研究」
における認知症進行段階（前臨床
期、軽度認知障害期、認知症期）
ごとの情報登録システムへの登録
合計件数

他臨床研究における利
活用が想定されている
認知症症例等情報登録
システムの進捗を調査
し、バイオマーカー検証
研究や認知症疾患修飾
薬の治験実施に向けた
取組の進捗状況を評
価。

軽度認知障害期
登録件数1,276件、
前臨床期4,488件、
合計5,764件（2017
年度末）

合計10,000件
（2020年度）

毎年度 8月頃 前年度の
数値を把
握

厚生労働省 該当研究を実
施している研
究機関からの
報告により把
握

18 1

がんゲノム医療中核拠点病院又
はがんゲノム医療拠点病院のい
ずれかを設置した都道府県数

厚生労働省が指定するがんゲノム
医療中核拠点病院又はがんゲノ
ム医療拠点病院を設置した都道
府県数

がんゲノム医療中核拠
点病院等の整備及び遺
伝子パネル検査の実施
機関の拡大の取組を評
価

9都道府県 30都道府県
（2020年度）

1年に1回程度 年度下半期 1ヶ月前の
数値を把
握

厚生労働省 毎年実施する
現況報告にお
いて把握

18 2

2020年度までに、認知症の診断・
治療効果に資するバイオマーカー
の確立（臨床試験取得１件以
上）、日本初の認知症の疾患修飾
薬候補の治験開始

・認知症の診断・治療効果判定に
有用なバイオマーカーを少数の被
験者による簡易な試行によって実
現可能であることを示す
・日本発の認知症の疾患修飾薬
候補の治験開始

認知症の診断法、適切
な治療法の確立を目指
した研究の進捗状況を
評価

認知症の診断・治
療効果に資するバ
イオマーカー0件
日本発の認知症
の疾患修飾薬候
補の治験未開始

認知症の診断・
治療効果に資
するバイオマー
カーの確立（臨
床試験取得１
件以上）、日本
発の認知症の
疾患修飾薬候
補の治験開始
（2020年度）

毎年度 年度上半期 前年度の
進捗状況
を把握

内閣官房・厚
生労働省

関連研究を実
施している研
究機関からの
報告により把
握

18 2

がんの年齢調整死亡率（75歳未
満）

がんの年齢調整死亡率（75歳未
満）
➢全国値／47都道府県別

がんゲノム医療中核拠
点病院等の整備及び遺
伝子パネル検査の実施
機関の拡大、がんゲノム
情報管理センターの整
備及び産学官の研究社
による革新的医薬品や
診断技術等の開発推進
の取組を評価

73.6（人口10万対）
（2017年）

低下 毎年度 年末 前年の数
値を把握

厚生労働省 国立がん研究
センターが「人
口動態調査」
（厚生労働省）
に基づき集計
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社会保障分野のＫＰＩ
　１．予防・健康づくりの推進
項目
番号

階層 ＫＰＩ ＫＰＩの定義等
進捗管理、評価・点検

の視点
計画開始時の直近
の数値（時点）

目標(値)
（達成時期）

数値の
更新頻度

数値の
更新時期

速報性 主担当府省庁
ＫＰＩの
把握手段

政策
目標

指標①

平均寿命の延伸を上回る健康寿
命の延伸

平均寿命の延伸を上回る健康寿
命の延伸

予防・健康づくりに係る
国民の行動変容に向け
た保険者等の取組の効
果等を評価

健康寿命：男性
72.14年 女性74.79
年
平均寿命：男性
80.98年 女性87.14
年
（2016年）

平均寿命の延
伸を上回る健
康寿命の延伸

３年に１回 夏頃 前々年の
数値を把
握（前回は
2016年の
数値を
2018年3月
公表）

厚生労働省 国民生活基礎
調査（大規模
調査）（厚生労
働省）と生命
表を基礎情報
として算定す
る。
※３年に１回
の調査に加
え、毎年の動
向を把握する
ための補完的
な手法を検討

政策
目標

指標②

高齢者の就業・社会参加率 高齢者の就業率をはじめ指標に
ついて検討中

高齢者をはじめとする多
様な就労・社会参加の
基盤となる健康寿命の
延伸に向けた取組の成
果等を評価

（高齢者の就業
率）
60～64歳：66.2％
65～69歳：44.3％
70～74歳：27.2%
75歳以上：9.0%
（2017年）

2019年夏まで
を目途に検討

2019年夏まで
を目途に検討

2019年夏まで
を目途に検討

2019年夏
までを目途
に検討

厚生労働省 （高齢者の就
業率）
労働力調査
（総務省）
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社会保障分野のＫＰＩ
　３．医療・福祉サービス改革
項目
番号

階層 ＫＰＩ ＫＰＩの定義等
進捗管理、評価・点検

の視点
計画開始時の直近
の数値（時点）

目標(値)
（達成時期）

数値の
更新頻度

数値の
更新時期

速報性 主担当府省庁
ＫＰＩの
把握手段

23 ⅰ,
ⅱ

1

「人生の最終段階における医療に
関する患者の相談に適切に対応
できる医療・介護人材を育成する
研修」の累計実施回数

人生の最終段階における医療に
関する患者の相談に適切に対応
できる医療・介護人材を育成する
研修の回数

人生の最終段階におけ
る医療に関する患者の
相談に適切に対応でき
る医療・介護人材を育成
する研修の回数の増加
を評価

― 12回(2019年度) １回 2019年度末 当該年度
の数値を
把握

厚生労働省 厚生労働省が
算出

23 ⅰ,
ⅱ

1

「在宅医療と救急医療の連携に係
る研修」の累計参加自治体数

在宅医療と救急医療の連携に係
る研修に参加した自治体数

在宅医療と救急医療の
連携に係る研修に参加
した自治体の増加を評
価

― 15自治体(2019
年度)

１回 2019年度末 当該年度
の数値を
把握

厚生労働省 厚生労働省が
算出

24 1

「人生の最終段階における医療に
関する患者の相談に適切に対応
できる医療・介護人材を育成する
研修」の累積参加人数

人生の最終段階における医療に
関する患者の相談に適切に対応
できる医療・介護人材を育成する
研修の参加者数

人生の最終段階におけ
る医療に関する患者の
相談に適切に対応でき
る医療・介護人材を育成
する研修の参加者の増
加を評価

― 960人(2019年
度)

１回 2019年度末 当該年度
の数値を
把握

厚生労働省 厚生労働省が
算出

23,24 2

「人生の最終段階における医療に
関する患者の相談に適切に対応
できる医療・介護人材を育成する
研修」参加者が所属する医療機
関等の実数

人生の最終段階における医療に
関する患者の相談に適切に対応
できる医療・介護人材を育成する
研修の参加者が所属する医療機
関等の数

人生の最終段階におけ
る医療に関する患者の
相談に適切に対応でき
る医療・介護人材を育成
する研修の参加者が所
属する医療機関等の増
加を評価

― 240医療機関等
(2019年度)

１回 2019年度末 当該年度
の数値を
把握

厚生労働省 厚生労働省が
算出

25 1

「精神障害にも対応した地域包括
ケアシステムの構築推進事業」の
実施自治体数

「精神障害にも対応した地域包括
ケアシステムの構築推進事業」を
実施している都道府県・指定都市・
特別区・保健所設置市の合計数

精神障害にも対応した
地域包括ケアシステム
の構築に向けて取り組
んでいる自治体を評価

49自治体
（2018年度）

150自治体
（2021年度）

毎年度 8月頃 当該年度
の数値を
把握

厚生労働省 厚生労働省が
各自治体から
提出された事
業実施計画書
より集計

25 1

「精神障害にも対応した地域包括
ケアシステムの構築推進事業」に
おいて実施している事業総数

「精神障害にも対応した地域包括
ケアシステムの構築推進事業」の
うち、各都道府県・指定都市・特別
区・保健所設置市が行っている事
業数の合計数

精神障害にも対応した
地域包括ケアシステム
の構築に向けて幅広い
事業に取り組んでいる
自治体を評価

204事業
（2018年度）

1500事業
（2021年度）

毎年度 8月頃 当該年度
の数値を
把握

厚生労働省 厚生労働省が
各自治体から
提出された事
業実施計画書
より集計
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社会保障分野のＫＰＩ
　３．医療・福祉サービス改革
項目
番号

階層 ＫＰＩ ＫＰＩの定義等
進捗管理、評価・点検

の視点
計画開始時の直近
の数値（時点）

目標(値)
（達成時期）

数値の
更新頻度

数値の
更新時期

速報性 主担当府省庁
ＫＰＩの
把握手段

25 2

精神障害者が精神科病院から退
院後１年以内の地域での平均生
活日数

３月の精神病床からの退院者のそ
の後1年間の地域生活総日数を同
月の精神病床入院患者実人数で
除したもの

各自治体の地域包括ケ
アシステムの取組の進
捗状況を確認

なし 増加 毎年度 4月頃 当年の
前々年3月
から前年3
月までの1
年間の数
値を当年4
月に把握

厚生労働省 厚生労働行政
推進調査事業
費補助金の研
究より算出

26　ⅰ 1

地域医療構想調整会議において
具体的対応方針について合意に
至った医療施設の病床の割合

地域医療構想調整会議において
具体的対応方針について合意に
至った医療施設の病床の割合

地域医療構想の実現に
向けた都道府県の取組
の進捗状況を評価

19％
（2018年９月時点）

50％
（2019年度末）

毎年度 毎年度春頃 前年度の
数値を把
握

厚生労働省 厚生労働省が
各都道府県に
照会

26　ⅱ 1

公立病院改革プランまたは公的
医療機関等2025プラン対象病院
のうち、地域医療構想調整会議に
おいて具体的方針について合意
に至った医療施設の病床の割合

公立病院改革プランまたは公的医
療機関等2025プラン対象病院のう
ち、地域医療構想調整会議におい
て具体的方針について合意に至っ
た医療施設の病床の割合

地域医療構想の実現に
向けた都道府県の取組
の進捗状況を評価

47％
（2018年９月時点）

100％
（2018年度末）

１回 2019年度春頃 前年度の
数値を把
握

厚生労働省 厚生労働省が
各都道府県に
照会

26　ⅱ 1

地域医療構想調整会議において
公立・公的病院等の非稼働病棟
の対応方針について合意に至っ
た割合

公立病院改革プランまたは公的医
療機関等2025プラン対象病院のう
ち、地域医療構想調整会議におい
て非稼働病棟の対応方針につい
て合意に至った割合

地域医療構想の実現に
向けた都道府県の取組
の進捗状況を評価

（精査中） 100%
（2018年度末）

１回 2019年度春頃 前年度の
数値を把
握

厚生労働省 厚生労働省が
各都道府県に
照会

26　ⅳ 1

地域医療構想調整会議において
具体的対応方針について合意に
至った医療施設の病床の割合

地域医療構想調整会議において
具体的対応方針について合意に
至った医療施設の病床の割合

地域医療構想の実現に
向けた都道府県の取組
の進捗状況を評価

19％
（2018年９月時点）

50％
（2019年度末）

毎年度 毎年度春頃 前年度の
数値を把
握

厚生労働省 厚生労働省が
各都道府県に
照会
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社会保障分野のＫＰＩ
　３．医療・福祉サービス改革
項目
番号

階層 ＫＰＩ ＫＰＩの定義等
進捗管理、評価・点検

の視点
計画開始時の直近
の数値（時点）

目標(値)
（達成時期）

数値の
更新頻度

数値の
更新時期

速報性 主担当府省庁
ＫＰＩの
把握手段

34 1

公立病院改革プランまたは公的
医療機関等2025プラン対象病院
のうち、地域医療構想調整会議に
おいて具体的対応方針について
合意に至った医療施設の病床の
割合

公立病院改革プランまたは公的医
療機関等2025プラン対象病院のう
ち、地域医療構想調整会議におい
て具体的方針について合意に至っ
た医療施設の病床の割合

地域医療構想の実現に
向けた都道府県の取組
の進捗状況を評価

47％
（2018年９月時点）

100％
（2018年度末）

１回 2019年度春頃 前年度の
数値を把
握

厚生労働省 厚生労働省が
各都道府県に
照会

34 1

地域医療構想調整会議において
公立・公的病院等の非稼働病棟
の対応方針について合意に至っ
た割合

公立病院改革プランまたは公的医
療機関等2025プラン対象病院のう
ち、地域医療構想調整会議におい
て非稼働病棟の対応方針につい
て合意に至った割合

地域医療構想の実現に
向けた都道府県の取組
の進捗状況を評価

（精査中） 100%
（2018年度末）

１回 2019年度春頃 前年度の
数値を把
握

厚生労働省 厚生労働省が
各都道府県に
照会

34 1

在宅医療を行う医療機関数 在宅医療サービスを実施する医療
機関の数

都道府県の在宅医療提
供体制の取組の進捗状
況を評価

23289
（2014年９月）

増加 ３年ごと 2021年度内 前年度９月
の数値を
把握

厚生労働省 厚生労働省が
医療施設調査
より算出

26ⅰ,
ⅱ,

ⅳ,34
2

地域医療構想の2025年における
医療機能別（高度急性期、急性
期、回復期、慢性期）の必要病床
数に対する都道府県ごとの進捗
率

病床機能報告による病床数に基
づき進捗率を算出
（① 地域医療構想策定年度の病
床機能報告制度の病床数－②当
該年度の病床機能報告制度の病
床数／（①地域医療構想策定年
度の病床機能報告制度の病床数
－③地域医療構想の2025年にお
ける必要病床数）（％）

地域医療構想の実現に
向けた都道府県の取組
の効果等を評価

各都道府県におい
て進捗中

100％
（2025年度）

毎年度 ３月頃 前年７月時
点の数値
を把握

厚生労働省 厚生労働省が
病床機能報告
等により算出

26ⅰ,
ⅱ,

ⅳ,34
2

介護療養病床の第７期介護保険
事業計画に沿ったサービス量進
捗状況と、第８期計画期初に見込
まれる期末時点でのサービス減
量

・第７期介護保険事業計画に定め
る各年度の介護療養病床のサー
ビス見込量に対する介護保険事
業実績の割合
・第８期計画期初に見込まれる期
末時点でのサービス減量

介護療養病床を2023年
度末までに転換できるよ
う、進捗状況を評価

― 100％（2020年
度末）

・第７期は毎
年度
・第８期は計
画策定時の１
回

・第７期は介
護保険事業状
況報告月報公
表時（公表時
期は未定）
・第８期は、
2020年度中
（集計は2021
年度当初）

第７期につ
いては、前
年度の状
況を把握

厚生労働省 ・第７期は、介
護保険事業状
況報告（厚生
労働省）
・第８期は介
護保険事業計
画の集計値
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社会保障分野のＫＰＩ
　３．医療・福祉サービス改革
項目
番号

階層 ＫＰＩ ＫＰＩの定義等
進捗管理、評価・点検

の視点
計画開始時の直近
の数値（時点）

目標(値)
（達成時期）

数値の
更新頻度

数値の
更新時期

速報性 主担当府省庁
ＫＰＩの
把握手段

27 1

医療機器等の効率的な活用の促
進に関する事項を盛り込んだ医療
計画を作成した都道府県数

医療機器等の効率的な活用の促
進に関する事項を盛り込んだ医療
計画を作成した都道府県数

医療機器等の効率的な
活用の促進に向けた都
道府県の取組の進捗状
況を評価

― 47都道府県
（2020年度）

１回 2020年度夏頃 2019年度
末の数値
を把握

厚生労働省 厚生労働省が
各都道府県に
照会

30 ⅰ 1

後発医薬品の利用勧奨など、使
用割合を高める取組を行う保険者

以下の①及び②の要件を満たす保険者
の割合
（※③～⑤は努力目標）
①自保険者の後発医薬品の数量シェア
及び金額シェアを把握していること
②レセプトデータを活用し、例えば性年齢
階級別や疾患別など加入者の類型化を
行い、その属性ごとの後発医薬品の使用
状況及び使用促進に係るボトルネックを
把握し、事業の優先順位づけをしなが
ら、事業目標を立て、事業を実施し、効果
検証を行っており、その際、差額通知の
取組を実施し、通知前後で後発医薬品へ
の切り替えが行われているかの確認によ
り通知の効果を把握し、その結果を踏ま
え、通知の対象者や発出頻度について検
証を行っている
③差額通知の発出に当たっては、後発医
薬品に切り替えた場合の自己負担軽減
額に加えて、加入者の後発医薬品の使
用促進に向けた付加的な情報を付けて
いること
④必ずしも差額通知に示されている額が
実際に窓口で軽減されるとは限らないこ
とを様式に記載する等、加入者の誤解を
招かないよう配慮していること
⑤上記と併せて、後発医薬品の使用促
進の取組の実施に当たって、保険者協議
会等の活用も含め、医療関係者（医師会
や薬剤師会等）との連携を行っていること

後発医薬品の使用に係
る国民の行動変容に向
けた保険者の取組の進
捗状況を評価

18％（608保険者）
（2018年３月）

100%（2020年
度）

毎年度 夏頃 前年度の
数値を把
握

厚生労働省 保険者データ
ヘルス全数調
査（厚生労働
省）

30　ⅰ 1

重複・頻回受診、重複投薬の防止
等の医療費適正化の取組を実施
する保険者

重複投薬の防止等の医療費適正
化の取組を実施する保険者の割
合

重複投薬の防止等に向
けた保険者の取組の進
捗状況を評価

40.8％（1403保険
者）
（2018年３月）

100%（2023年
度）

毎年度 夏頃 前年度の
数値を把
握

厚生労働省 保険者データ
ヘルス全数調
査（厚生労働
省）

30　ⅰ 1

地域差を分析し、介護給付費の適
正化の方策を策定した保険者

地域包括ケア「見える化」システム
の活用等により地域差を分析し、
それを踏まえ、給付費の適正化等
の方策を策定した保険者の全保
険者に占める割合

介護費の適正化に向け
た保険者（市町村）の取
組の進捗状況を評価

91.7%（2017年度
末）

100％（2020年
度）

毎年度 ４月頃 前年度末
の状況を
把握

厚生労働省 厚生労働省が
各都道府県を
通じて各保険
者（市町村）の
状況を照会
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社会保障分野のＫＰＩ
　３．医療・福祉サービス改革
項目
番号

階層 ＫＰＩ ＫＰＩの定義等
進捗管理、評価・点検

の視点
計画開始時の直近
の数値（時点）

目標(値)
（達成時期）

数値の
更新頻度

数値の
更新時期

速報性 主担当府省庁
ＫＰＩの
把握手段

30　ⅰ 2

第３期医療費適正化計画におけ
る各都道府県の医療費目標及び
適正化指標

各都道府県の毎年度の医療費及
び医療費適正化計画に定める適
正化指標の進捗状況

医療費適正化計画の実
施に係る都道府県、保
険者等の取組の効果等
を評価

－ 2023年度にお
ける各都道府
県での目標達
成

毎年度 冬頃 前々年度
又は前年
度の数値
を把握（指
標によって
異なる）

厚生労働省 厚生労働省が
各都道府県に
照会

30　ⅰ 2

年齢調整後の一人当たり医療費
の地域差

年齢調整後の一人当たり医療費
（入院医療費と外来医療費の合
計）の全国平均との差

※2014年度時点において全国平
均を超えている都道府県の一人当
たり医療費（年齢調整後）の平均と
全国平均との差の全国平均に対
する比率が2023年度に半減してい
ることを目指す

医療費の適正化（地域
差の是正）に向けた都
道府県、保険者等の取
組の効果等を評価

0.073（2016年度）
0.073（比較の対象
となる2014年度）

2023年度時点
での半減を目
指して年々縮
小

毎年度 夏頃 ・前々年度
の数値を
把握
・前年度の
速報値を
参考値とし
て把握

厚生労働省 厚生労働省が
算出

30　ⅰ 2

年齢調整後の要介護度別認定率
の地域差

年齢調整後の要介護度別認定率
について平均値との差を縮減
※平均値を上回る都道府県の
「「平均値との差」の平均」÷「平均
値」が年度ごとに縮減しているか
測定
要介護度別認定率について年齢
調整を行った上で都道府県・市町
村間比較（見える化）

要介護認定率の地域差
の縮減に向けた保険者
等の取組の効果等を評
価

合計：7.8%
要介護５：12.1%
要介護４：9.8%
要介護３：9.2%
要介護２：8.0%
要介護１：7.5%
要支援２：15.1%
要支援１：24.3%
（2016年度確定
値）

縮減（2020年度
末）

毎年度 8月頃 前年度の
数値を把
握

厚生労働省 地域包括ケア
「見える化」シ
ステム公表
データ（出典：
「介護保険事
業状況報告」
年報及び「住
民基本台帳人
口・世帯数」）
の分析により
厚生労働省が
算出

30　ⅱ 1

法定外繰入等の解消に向けた計
画において、解消年度と公費の活
用等解消に向けた実効的・具体
的な手段を明記した市町村の割
合

計画策定対象市町村のうち、法定
外繰入を解消した市町村及び市
町村が策定する計画において、解
消年度と公費の活用等解消に向
けた実効的・具体的な手段を明記
している市町村が占める割合

当該計画の策定状況等
を評価

- 増加 検討中 検討中 検討中 厚生労働省 赤字削減・解
消計画

※詳細については、今後地方団体と協議の上決定する。
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社会保障分野のＫＰＩ
　３．医療・福祉サービス改革
項目
番号

階層 ＫＰＩ ＫＰＩの定義等
進捗管理、評価・点検

の視点
計画開始時の直近
の数値（時点）

目標(値)
（達成時期）

数値の
更新頻度

数値の
更新時期

速報性 主担当府省庁
ＫＰＩの
把握手段

30　ⅱ 2

法定外繰入等の額 決算補填等を目的とした一般会計
繰入金（法定外）

国保財政の健全化に向
けた、法定外繰入等の
削減状況をもとに評価

2526億円
(2016年度）

減少 毎年度 ３月 前々年度
の数値を
把握

厚生労働省 国民健康保険
の実施状況報
告

32 1

地域差を分析し、介護給付費の適
正化の方策を策定した保険者

地域包括ケア「見える化」システム
の活用等により地域差を分析し、
それを踏まえ、給付費の適正化等
の方策を策定した保険者の全保
険者に占める割合

介護費の適正化に向け
た保険者（市町村）の取
組の進捗状況を評価

91.7%（2017年度
末）

100％（2020年
度）

毎年度 ４月頃 前年度末
の状況を
把握

厚生労働省 厚生労働省が
各都道府県を
通じて各保険
者（市町村）の
状況を照会

32 1

認定者数、受給者数、サービスの
種類別の給付実績を定期的にモ
ニタリング（点検）している保険者

地域包括ケア「見える化」システム
の活用等により、認定者数、受給
者数、サービス種類別の給付実績
の見込量に対する推移等をモニタ
リング（点検）し、把握している保険
者の全保険者に占める割合

地域の課題に対応でき
るよう、介護保険給付に
係る各種実績により、地
域の動向を定期的に把
握することを評価

― 100％（2020年
度）

毎年度 ４月頃 前年度の
状況を把
握

厚生労働省 保険者機能強
化推進交付金
における評価
指標により各
保険者（市町
村）の状況を
照会

32 2

年齢調整後の要介護度別認定率
の地域差

年齢調整後の要介護度別認定率
について平均値との差を縮減
※平均値を上回る都道府県の
「「平均値との差」の平均」÷「平均
値」が年度ごとに縮減しているか
測定
要介護度別認定率について年齢
調整を行った上で都道府県・市町
村間比較（見える化）

要介護認定率の地域差
の縮減に向けた保険者
等の取組の効果等を評
価

合計：7.8%
要介護５：12.1%
要介護４：9.8%
要介護３：9.2%
要介護２：8.0%
要介護１：7.5%
要支援２：15.1%
要支援１：24.3%
（2016年度確定
値）

縮減（2020年度
末）

毎年度 8月頃 前年度の
数値を把
握

厚生労働省 地域包括ケア
「見える化」シ
ステム公表
データ（出典：
「介護保険事
業状況報告」
年報及び「住
民基本台帳人
口・世帯数」）
の分析により
厚生労働省が
算出
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社会保障分野のＫＰＩ
　３．医療・福祉サービス改革
項目
番号

階層 ＫＰＩ ＫＰＩの定義等
進捗管理、評価・点検

の視点
計画開始時の直近
の数値（時点）

目標(値)
（達成時期）

数値の
更新頻度

数値の
更新時期

速報性 主担当府省庁
ＫＰＩの
把握手段

32 2

年齢調整後の一人当たり介護費
の地域差（施設/居住系/在宅/合
計）

年齢調整後の一人当たり介護費
（施設／居住系／在宅／合計）に
ついて平均値との差を縮減
※平均値を上回る都道府県の
「「平均値との差」の平均」÷「平均
値」が縮減しているか測定
一人当たり介護費（施設、居住
系、在宅、合計）について年齢調
整を行った上で都道府県・市町村
間比較（見える化）

介護費の地域差の縮減
に向けた都道府県、保
険者の取組の効果等を
評価

合計：5.3%
施設：8.9%
居住系：21.3%
在宅：8.5%
（2016年度確定
値）

縮減（2020年度
末）

毎年度 8月頃 前年度の
数値を把
握

厚生労働省 地域包括ケア
「見える化」シ
ステム公表
データ（出典：
「介護保険事
業状況報告」
年報及び「住
民基本台帳人
口・世帯数」）
の分析により
厚生労働省が
算出

36　ⅱ 1

全国的な保健医療情報ネットワー
クの実証状況

全国的な保健医療情報ネットワー
クは、実証事業を行いながら構築
していくこととしており、その実証事
業がどの程度進んでいるかの状
況

全国的な保健医療情報
ネットワークを2020年度
から本格稼働させるべ
く、実証事業が適切に進
捗しているかどうかを確
認

1/4
（2018年12月1日
時点）

4/4
（2018年度）

１回 2018年度末 当年度末
に当年度
末時点の
状況を把
握

厚生労働省 現在実施して
いる実証事業
が、スケ
ジュール表に
沿って実施出
来ているかを
もって把握

36　ⅱ 1

ＮＤＢ、介護ＤＢの連結解析、提供
に関する基盤の運用開始

NDBと介護DBのデータを連結し、
医療、介護情報の一体的な分析を
可能にするとともに、民間企業を
含む幅広い主体による研究開発
等のためのデータ提供を可能とす
ること

経済財政運営と改革の
基本方針2018等で2020
年度に開始する方針が
示されており、その進捗
を評価

0％（2018年度）
※2020年度開始
予定

100％（2020年
度）

１回 2020年度 運用開始
時点

厚生労働省 実施主体であ
る厚生労働省
が把握

36　ⅱ 2

全国的な保健医療情報ネットワー
クの構築状況

全国的な保健医療情報ネットワー
クが構築されたかどうかの状況

全国的な保健医療情報
ネットワークを2020年度
から本格稼働させるべ
く、実証事業の成果を踏
まえた上で、構築できた
かどうかを確認

0/1
（2018年12月1日
時点）

1/1
（2020年度）

１回 2020年度末 当年度末
に当年度
末時点の
状況を把
握

厚生労働省 全国的な保健
医療情報ネッ
トワークが稼
働したことを
もって把握
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社会保障分野のＫＰＩ
　３．医療・福祉サービス改革
項目
番号

階層 ＫＰＩ ＫＰＩの定義等
進捗管理、評価・点検

の視点
計画開始時の直近
の数値（時点）

目標(値)
（達成時期）

数値の
更新頻度

数値の
更新時期

速報性 主担当府省庁
ＫＰＩの
把握手段

36　ⅱ 2

ＮＤＢ、介護ＤＢの第三者提供の
件数

NDBと介護DBのデータの提供件
数

経済財政運営と改革の
基本方針2018等で2020
年度で、行政、保険者、
研究者、民間等が活用
する方針が示されてお
り、その進捗を評価

ＮＤＢ：64件（2017
年度）
介護ＤＢ：０（※今
年度より実施予
定。）

増加（2020年度
以降）

毎年度 年度末 2021年度
末時点

厚生労働省 実施主体であ
る厚生労働省
が把握

36　ⅱ 2

オープンデータの充実化 ＮＤＢで実施する集計データ公表
の取組（オープンデータ）につい
て、集計内容等を充実化すること

幅広い主体による分析
ニーズに対応する観点
からの内容充実化にか
かる進捗状況を評価

― 更なる充実化
（2019年度）

毎年度 2019年度中 ＮＤＢオー
プンデータ
公表時点

厚生労働省 実施主体であ
る厚生労働省
が把握

36　ⅲ 1

「支払基金業務効率化・高度化計
画・工程表」等に掲げられた改革
項目16項目の進捗状況

「支払基金業務効率化・高度化計
画（平成29年7月4日）」及び「審査
支払機関改革における支払基金
での今後の取組」に掲げられた改
革項目の実施状況

改革項目の実施状況を
評価

－ 改革16項目の
実施

毎年度 夏頃 前年度末
時点

厚生労働省 社会保険診療
報酬支払基金
が実施状況を
厚生労働省と
ともに管理

36　ⅲ 2

コンピュータで審査完結するレセ
プトの割合

コンピュータによるチェックで審査
が完結するレセプトの割合

コンピュータによるチェッ
クで審査が完結するレセ
プトの割合を評価

レセプトの65％程
度が、結果として、
コンピュータによる
チェックで審査が
完結

コンピュータに
よるチェックで
審査が完結す
るレセプトの割
合を９割程度と
する。（新シス
テム稼働後２
年）

新システム稼
働後毎年度

夏頃 前年度末
時点

厚生労働省 社会保険診療
報酬支払基金
が実績を管理

36　ⅲ 2

既存の支部設定コンピュータ
チェックルールの移行・廃止

支部で設定しているコンピュータ
チェックルールの廃止及び本部設
定ルールへの移行状況

現行の支部設定ルール
の廃止及び移行状況を
評価

支部設定のコン
ピュータチェック
ルール約12万件

廃止又は移行
を完了（新シス
テム稼働時）

毎年度 夏頃 前年度末
時点

厚生労働省 社会保険診療
報酬支払基金
が実績を管理
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社会保障分野のＫＰＩ
　３．医療・福祉サービス改革
項目
番号

階層 ＫＰＩ ＫＰＩの定義等
進捗管理、評価・点検

の視点
計画開始時の直近
の数値（時点）

目標(値)
（達成時期）

数値の
更新頻度

数値の
更新時期

速報性 主担当府省庁
ＫＰＩの
把握手段

36　ⅳ 1

６つの重点領域（ゲノム医療、画
像診断支援、診断・治療支援、医
薬品開発、介護・認知症、手術支
援）のうち、ＡＩの構築に必要な
データベースを構築した領域数

保健医療分野において、AIの開発
を進めるべきとされた重点６領域
のうち、研究事業等を活用して、AI
開発を見据えたデータベース構築
に着手した領域数

「保健医療分野における
AI活用推進懇談会」報
告書の中で示している
工程表に沿った取組と
なっているかを確認

4領域（データベー
ス構築に着手して
いる領域数）
(2018年12月）

６領域
（2020年度末）

毎年度 年度末 随時、研究
者に確認
すれば可

厚生労働省 重点６領域に
おける各研究
事業等の進捗
状況を研究者
に確認

36　ⅳ 2

６領域における、ＡＩ技術の製品化
等、現場での実用化に至った領域
数

保健医療分野において、AIの開発
を進めるべきとされた重点６領域
のうち、現場での活用に至った領
域数

「保健医療分野における
AI活用推進懇談会」報
告書の中で示している
工程表に沿った取組と
なっているかを確認

０領域
（2018年12月）

１領域
（2020年度末）

毎年度 年度末 随時、研究
者に確認
すれば可

厚生労働省 重点６領域に
おける各研究
事業等の進捗
状況を研究者
に確認

36　ⅵ 1

地域医療介護総合確保基金等に
よるロボット・センサーの導入支援
件数

地域医療介護総合確保基金等による
ロボット・センサーの導入支援件数

介護ロボットの導入状況
を評価

1,120件（2017年度
末実績（暫定値））

延べ2,000件
（2020年度）

毎年度 ４月頃 毎年度の
数値を把
握

厚生労働省 厚生労働省調
査

36　ⅵ 1

介護ロボット等の活用、ＩＣＴ利活
用等を含めた業務効率化・生産性
向上に係るガイドラインを活用す
る事業所数

介護ロボット等の活用、ＩＣＴ利活
用等を含めた業務効率化・生産性
向上に係るガイドラインを活用する
事業所数

生産性の向上に向けた
取組状況を評価

- 増加 未定 未定 未定 厚生労働省 厚生労働省調
査

36　ⅵ 2

介護労働者の平均労働時間・残
業時間数

介護労働者の１週間の平均労働
時間数及び残業時間数

生産性の向上に向けた
取組状況を評価

・平均労働時間
数：37.9時間（正規
職員：41.1時間、非
正規職員：28.8時
間）
・平均残業時間
数：2.0時間（正規
職員：2.4時間、非
正規職員：0.8時
間）
（平成29年度）

縮減（2020年度
末）

毎年度 ８月頃 前年度10
月時点の
数値を把
握

厚生労働省 「介護労働実
態調査」（公益
財団法人介護
労働安定セン
ター）
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社会保障分野のＫＰＩ
　３．医療・福祉サービス改革
項目
番号

階層 ＫＰＩ ＫＰＩの定義等
進捗管理、評価・点検

の視点
計画開始時の直近
の数値（時点）

目標(値)
（達成時期）

数値の
更新頻度

数値の
更新時期

速報性 主担当府省庁
ＫＰＩの
把握手段

36　ⅵ 2

介護老人福祉施設等における介
護・看護職員等の配置に係る人
員ベースでの効率化

介護老人福祉施設等の常勤換算
看護・介護職員1人当たりの在所
者数。

ロボット・IoT・AI・セン
サー、生産性向上に係
るガイドラインの活用等
による職員配置への影
響を評価。

常勤換算看護・介
護職員１人あたり
在所者数（2017
年）
例：介護老人福祉
施設 2.0

改善（2020年
度）

毎年度 9～10月頃 毎年度の
数値を把
握

厚生労働省 厚生労働省
「介護サービ
ス施設・事業
所調査」

37 1

医療情報の品質管理・標準化に
関するMID-NETの経験による研
修が実施された医療機関数

医療情報の品質管理・標準化に関
し、以下を満たしている医療機関
数
・研修等を通じ、MID-NETの経験
に基づく品質管理・標準化の手法
を学んだ人材が配置されている
・品質管理・標準化を行う人材が
適切に活動できる体制が医療機
関に整備されている

MID-NETの経験に基づ
く品質管理・標準化の手
法を学び、自医療機関
において品質管理・標準
化業務を行うことが出来
る状態となっているかを
評価

0医療機関
（2018年3月）

４医療機関
（2019年度末）

毎年度 毎年度末 年度末に
当年度末
時点の状
況を把握

厚生労働省 厚生労働省が
対象医療機関
を調査

37 2

臨床研究中核病院のうち標準化
された医療情報の研究利用を開
始した医療機関数

医療情報の品質管理・標準化に関
し、以下を満たしている医療機関
数
・MID-NETの経験に基づく品質管
理・標準化活動とその継続的な維
持管理により、研究への利活用が
可能な状態にある

自医療機関における品
質管理・標準化業務を
実施し、その成果を元に
医療情報を研究に利活
用出来る状態になって
いるかを評価

0医療機関
（2018年3月）

４医療機関
（2020年度末）

毎年度 毎年度末 年度末に
当年度末
時点の状
況を把握

厚生労働省 厚生労働省が
対象医療機関
を調査

38 1

見直し後の一貫した到達目標に
基づいた臨床研修プログラム数

見直し後の一貫した到達目標に基
づき、臨床研修募集情報システム
に登録された臨床研修プログラム
数

卒前・卒後の一貫した医
師養成課程の整備に向
けた基幹型臨床研修病
院の取組を評価

― 1,000件（2020
年度）

毎年度 8月頃（臨床研
修募集定員の
確定時期）

当該年度4
月時点

厚生労働省 厚生労働省が
都道府県に照
会

38 1

一貫した評価システムで評価を
行った臨床研修医数

一貫した評価システムで評価を
行った臨床研修医数

卒前・卒後の一貫した医
師養成課程の整備に向
けた基幹型臨床研修病
院の取組を評価

― 800人（2022年
度）

毎年度 8月頃 前年度3月
時点

厚生労働省 厚生労働省が
都道府県に照
会

38 2

見直し後の臨床研修の実施を踏
まえた基本的診療能力について、
自信を持ってできる又はできると
答えた研修医の割合

見直し後の臨床研修の実施を踏
まえた基本的診療能力について、
臨床研修修了者アンケートに自信
を持ってできる又はできると答えた
研修医の割合

卒前・卒後の一貫した医
師養成課程の整備に向
けた基幹型臨床研修病
院の取組を評価

― 研修修了者の
70%（2022年度）

毎年度 12月頃（臨床
研修修了者ア
ンケートのまと
まる時期）

前年度3月
時点

厚生労働省 厚生労働省が
集計
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社会保障分野のＫＰＩ
　３．医療・福祉サービス改革
項目
番号

階層 ＫＰＩ ＫＰＩの定義等
進捗管理、評価・点検

の視点
計画開始時の直近
の数値（時点）

目標(値)
（達成時期）

数値の
更新頻度

数値の
更新時期

速報性 主担当府省庁
ＫＰＩの
把握手段

39 1

総合診療専門研修プログラム数 日本専門医機構に登録された総
合診療専門研修プログラム数

総合診療医の養成促進
に向けた基幹病院の取
組を評価

厚生労働科学研
究において2019年
度中を目途に将来
の各診療科の必
要医師数を算出す
ることとしており、
その後研究結果を
踏まえて指標を設
定

厚生労働科学
研究において
2019年度中を
目途に将来の
各診療科の必
要医師数を算
出することとし
ており、その後
研究結果を踏
まえて指標を設
定

未定 ― ― 厚生労働省 厚生労働省が
日本専門医機
構に照会

39 2

総合診療専門研修を希望する若
手医師数

日本専門医機構に登録された総
合診療専門研修プログラムに応募
した医師数

総合診療医の養成促進
に向けた日本専門医機
構の取組を評価

厚生労働科学研
究において2019年
度中を目途に将来
の各診療科の必
要医師数を算出す
ることとしており、
その後研究結果を
踏まえて指標を設
定

厚生労働科学
研究において
2019年度中を
目途に将来の
各診療科の必
要医師数を算
出することとし
ており、その後
研究結果を踏
まえて指標を設
定

未定 ― ― 厚生労働省 厚生労働省が
日本専門医機
構に照会

39 3

総合診療専門研修を受けた専攻
医数

日本専門医機構に登録された総
合診療専門研修プログラムに採用
された専攻医数

総合診療医の養成促進
に向けた日本専門医機
構の取組を評価

厚生労働科学研
究において2019年
度中を目途に将来
の各診療科の必
要医師数を算出す
ることとしており、
その後研究結果を
踏まえて指標を設
定

厚生労働科学
研究において
2019年度中を
目途に将来の
各診療科の必
要医師数を算
出することとし
ており、その後
研究結果を踏
まえて指標を設
定

未定 ― ― 厚生労働省 厚生労働省が
日本専門医機
構に照会

40　ⅰ 1

看護業務の効率化に資する先進
的取組の事例数

看護業務効率化先進事例収集・
周知事業において、選考委員会で
選定された看護業務の効率化に
資する取組事例の数

看護業務の効率化に資
する取組の実施状況を
収集するとともに、先進
事例の公表により業務
効率化を促進する取組
の進捗状況を評価

－ 10例（2019年
度）

毎年度 年度末 当該年度
分を把握

厚生労働省 「業務効率化
先進事例収
集・周知事業」
実施報告書に
て把握
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社会保障分野のＫＰＩ
　３．医療・福祉サービス改革
項目
番号

階層 ＫＰＩ ＫＰＩの定義等
進捗管理、評価・点検

の視点
計画開始時の直近
の数値（時点）

目標(値)
（達成時期）

数値の
更新頻度

数値の
更新時期

速報性 主担当府省庁
ＫＰＩの
把握手段

40　ⅰ 1

特定行為研修の指定研修機関数 特定行為に係る看護師の研修制
度において、厚生労働大臣が指定
する指定研修機関の数

特定行為研修を実施す
る指定研修機関の整備
状況を評価

87機関（2018年8
月）

150機関（2020
年度）

1年に2回 8月、2月 指定証発
行次第即
日把握

厚生労働省 指定証交付の
数を厚生労働
省において把
握

40　ⅰ 1

介護ロボット等の活用、ＩＣＴ利活
用等を含めた業務効率化・生産性
向上に係るガイドラインを活用す
る事業所数

介護ロボット等の活用、ＩＣＴ利活
用等を含めた業務効率化・生産性
向上に係るガイドラインを活用する
事業所数

生産性の向上に向けた
取組状況を評価

- 増加 未定 未定 未定 厚生労働省 厚生労働省調
査

40　ⅰ 2

看護業務の効率化に資する先進
的事例を元に試行された取組事
例数

看護業務効率化先進事例収集・
周知事業において、選考委員会で
選定された看護業務の効率化に
資する取組をもとに、他の医療機
関等で同様の取組を行い、報告さ
れた実践事例の数

看護業務の効率化に資
する取組の実施状況を
収集するとともに、先進
事例の公表により業務
効率化を促進する取組
の進捗状況を評価

－ 20例（2020年
度）

毎年度 年度末 当該年度
分を把握

厚生労働省 「業務効率化・
先進事例収
集・周知事業」
実施報告書に
て把握

40　ⅰ 2

特定行為研修を修了し、医療機関
で就業している看護師の数

特定行為研修を修了した看護師
で、病院、診療所、訪問看護ス
テーション、介護保険施設、社会
福祉施設等で就業している者の人
数

特定行為研修修了者の
増加状況を評価

1,006人（2018年3
月）
※従事者届の届
出項目に反映前の
ため、厚生労働省
医政局看護課調
べの値

3,000人（2020
年度）

2年に1回 12月頃 前年度の
12月末現
在の数を
把握

厚生労働省 業務従事者届
により把握

40　ⅰ 2

介護分野における書類の削減 介護分野における書類 生産性の向上に向けた
取組状況を評価

- 半減
（2020年代初
頭）

未定 未定 未定 厚生労働省 厚生労働省調
査

40　ⅰ 2

介護労働者の平均労働時間・残
業時間数

介護労働者の１週間の平均労働
時間数及び残業時間数

生産性の向上に向けた
取組状況を評価

・平均労働時間
数：37.9時間（正規
職員：41.1時間、非
正規職員：28.8時
間）
・平均残業時間
数：2.0時間（正規
職員：2.4時間、非
正規職員：0.8時
間）
（平成29年度）

縮減（2020年度
末）

毎年度 ８月頃 前年度10
月時点の
数値を把
握

厚生労働省 「介護労働実
態調査」（公益
財団法人介護
労働安定セン
ター）
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社会保障分野のＫＰＩ
　３．医療・福祉サービス改革
項目
番号

階層 ＫＰＩ ＫＰＩの定義等
進捗管理、評価・点検

の視点
計画開始時の直近
の数値（時点）

目標(値)
（達成時期）

数値の
更新頻度

数値の
更新時期

速報性 主担当府省庁
ＫＰＩの
把握手段

40　ⅰ 2

介護老人福祉施設等における介
護・看護職員等の配置に係る人
員ベースでの効率化

介護老人福祉施設等の常勤換算
看護・介護職員1人当たりの在所
者数。

ロボット・IoT・AI・セン
サー、生産性向上に係
るガイドラインの活用等
による職員配置への影
響を評価。

常勤換算看護・介
護職員１人あたり
在所者数（2017
年）
例：介護老人福祉
施設　2.0

改善（2020年
度）

毎年度 9～10月頃 毎年度の
数値を把
握

厚生労働省 厚生労働省
「介護サービ
ス施設・事業
所調査」

40　ⅱ 1

地域医療介護総合確保基金によ
る介護人材の資質向上のための
都道府県の取組の実施都道府県
数

基金による介護人材の資質の向
上に関する事業を実施する都道府
県の数

介護人材の資質向上に
向けた都道府県等の取
組の進捗状況を評価

47都道府県
（2017年３月）

47都道府県
（毎年度）

毎年度 10月頃 前年度の
数値を把
握

厚生労働省 厚生労働省が
各都道府県に
照会

40　ⅱ 1

「介護に関する入門的研修」の延
べ実施回数

都道府県等における「介護に関す
る入門的研修」の延べ実施回数

介護人材の参入促進に
向けた都道府県等の取
組の進捗状況を評価

― 2018年度と比
べて15％増加
（2021年度）

毎年度 10月頃 前年度の
数値を把
握

厚生労働省 厚生労働省が
各都道府県に
照会

40　ⅱ 1

保育補助者雇上強化事業を利用
した市町村数

保育補助者雇上強化事業を実施
した市町村数

保育補助者を活用する
ことで、多様な人材の活
用につなげるとともに、
保育園等における保育
士の業務負担を軽減す
る取組を行っている市町
村を評価

91市町村
（2017年度交付決
定ベース）

300市町村
（2021年度）

毎年度 冬頃 前年度の
数値を把
握

厚生労働省 厚生労働省に
おいて、市町
村からの事業
実績の報告に
より把握

40　ⅱ 2

「介護に関する入門的研修」の実
施からマッチングまでの一体的支
援事業により介護施設等とマッチ
ングした者の数

「介護に関する入門的研修」の実
施からマッチングまでの一体的支
援事業により介護施設等とマッチ
ングした者の数

介護人材の参入促進に
向けた都道府県等の取
組の進捗状況を評価

ー 2018年度と比
べて15％増加
（2021年度）

毎年度 10月頃 前年度の
数値を把
握

厚生労働省 厚生労働省が
各都道府県に
照会
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社会保障分野のＫＰＩ
　３．医療・福祉サービス改革
項目
番号

階層 ＫＰＩ ＫＰＩの定義等
進捗管理、評価・点検

の視点
計画開始時の直近
の数値（時点）

目標(値)
（達成時期）

数値の
更新頻度

数値の
更新時期

速報性 主担当府省庁
ＫＰＩの
把握手段

40　ⅱ 2

保育補助者雇上強化事業により
雇い上げられた人数

保育補助者雇上強化事業により
雇上げられた保育補助者の数

保育補助者を活用する
ことで、多様な人材の活
用につなげるとともに、
保育園等における保育
士の業務負担を軽減す
る取組を行っている市町
村を評価

1,050人
（2017年度交付決
定ベース）

3000人（2021年
度）

毎年度 冬頃 前年度の
数値を把
握

厚生労働省 厚生労働省に
おいて、市町
村からの事業
実績の報告に
より把握

40　ⅲ 1

病院長に対する労務管理に関す
るマネジメント研修の受講者数

事業報告書に基づいてマネジメン
ト研修の受講者数を把握

勤務環境改善に関する
病院長の意識改革の状
況

- 1000人（2019年
度）

毎年度 年度末 2019年度
における状
況を2020
年度末に
把握

厚生労働省 委託事業のた
め事業報告に
て把握

40　ⅲ 1

職員のキャリアアップや職場環境
等の改善に取り組む介護事業所
の割合

介護職員処遇改善加算（Ⅰ）の取
得率

キャリアアップの仕組み
の構築や職場環境の改
善等の取組の進捗状況
を評価

67.9％（2018年３
月）

75％(2020年度
末）

未定 未定 未定 厚生労働省 介護給付費等
実態統計に基
づき把握（特
別集計）

40　ⅲ 1

介護分野における生産性向上ガ
イドライン活用事業所数

介護分野における生産性向上ガイ
ドラインを活用した事業所数

生産性の向上に向けた
取組状況を評価

- 増加 未定 未定 未定 厚生労働省 厚生労働省調
査
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社会保障分野のＫＰＩ
　３．医療・福祉サービス改革
項目
番号

階層 ＫＰＩ ＫＰＩの定義等
進捗管理、評価・点検

の視点
計画開始時の直近
の数値（時点）

目標(値)
（達成時期）

数値の
更新頻度

数値の
更新時期

速報性 主担当府省庁
ＫＰＩの
把握手段

40　ⅲ 2

アンケート調査において医療従事
者の勤務環境改善に「職種を問
わず」または「一部職種で」取り組
んでいると回答した病院の割合

平成29年度厚生労働省委託　医
療勤務環境改善マネジメントシス
テムに基づく医療機関の取組に対
する支援の充実を図るための調
査・研究事業における医療機関ア
ンケート調査において医療従事者
の勤務環境改善に「職種を問わ
ず」または「一部職種で」取り組ん
でいると回答した病院の割合

医療機関における勤務
環境改善の取組の進捗
状況を評価

72.9％（2017年） 85％（2019年
度）

毎年度 年度末 2019年度
における状
況を2020
年度末に
把握

厚生労働省 委託事業のた
め事業報告に
て把握

40　ⅲ 2

介護分野における書類の削減 介護分野における書類 生産性の向上に向けた
取組状況を評価

- 半減
（2020年代初
頭）

未定 未定 未定 厚生労働省 厚生労働省調
査

40　ⅲ 2

介護労働者の平均労働時間・残
業時間数

介護労働者の１週間の平均労働
時間数及び残業時間数

生産性の向上に向けた
取組状況を評価

・平均労働時間
数：37.9時間（正規
職員：41.1時間、非
正規職員：28.8時
間）
・平均残業時間
数：2.0時間（正規
職員：2.4時間、非
正規職員：0.8時
間）
（2017年度）

縮減（2020年度
末）

毎年度 ８月頃 前年度10
月時点の
数値を把
握

厚生労働省 「介護労働実
態調査」（公益
財団法人介護
労働安定セン
ター）

36　ⅴ 2

介護老人福祉施設等における介
護・看護職員等の配置に係る人
員ベースでの効率化

介護老人福祉施設等の常勤換算
看護・介護職員1人当たりの在所
者数。

ロボット・IoT・AI・セン
サー、生産性向上に係
るガイドラインの活用等
による職員配置への影
響を評価。

常勤換算看護・介
護職員１人あたり
在所者数（2017
年）
例：介護老人福祉
施設　2.0

改善（2020年
度）

改善（2020年
度）

9～10月頃 毎年度の
数値を把
握

厚生労働省 厚生労働省
「介護サービ
ス施設・事業
所調査」
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社会保障分野のＫＰＩ
　３．医療・福祉サービス改革
項目
番号

階層 ＫＰＩ ＫＰＩの定義等
進捗管理、評価・点検

の視点
計画開始時の直近
の数値（時点）

目標(値)
（達成時期）

数値の
更新頻度

数値の
更新時期

速報性 主担当府省庁
ＫＰＩの
把握手段

40　ⅳ 1

効率的な体制構築に関する先進
的取組の事例数

介護の経営の大規模化・協働化に
取り組む法人の先進的な取組の
事例数。

介護の経営の大規模
化・協働化に取り組む法
人の事例を収集し、法人
における効率的な体制
構築を促進。

- 10例
（2019年度）

調査年 調査時点 調査を実
施した時点
の数値を
把握

厚生労働省 厚生労働省調
査

40　ⅳ 2

１社会福祉法人当たりの介護
サービスの事業数

独立行政法人福祉医療機構に対
し現況報告書の届出のあった社会
福祉法人の有する介護サービス
の事業数（１法人当たりの数）。

１法人当たりの介護
サービスの経営の規模
を評価。

平均値6.5（2016年
度）

増加（2020年度
末）

毎年度 1月頃 毎年度の
数値を把
握

厚生労働省 厚生労働省が
独立行政法人
福祉医療機構
から現況報告
書のデータを
入手。

40　ⅳ 2

社会福祉法人数及び１社会福祉
法人当たりの職員数（常勤換算
数）

年度末における社会福祉法人数、
及び独立行政法人福祉医療機構
に提出された現況報告書に基づき
算出した、年度始めにおける1社
会福祉法人あたりの平均職員数
（常勤換算数）

社会福祉法人の大規模
化・協働化に向けた取
組の効果等を評価

（社会福祉法人
数）
20,838法人
（2018年３月末日）

（１社会福祉法人
当たりの職員数
（常勤換算数））
86.68人
（2017年４月１日）

見える化 毎年度 （社会福祉法
人数）
12月頃

（１社会福祉
法人当たりの
職員数（常勤
換算数））
1月頃

毎年度の
数値を把
握

厚生労働省 福祉行政報告
例（厚生労働
省）及び独立
行政法人福祉
医療機構の
データ等に基
づき厚生労働
省が算出

44,45 1

バイオシミラーに関する講習会の
開催数

厚生労働省が主催するバイオシミ
ラーに関する講習会の開催数

医療関係者又は一般市
民に向けのバイオシミ
ラーに関する講習会の
開催により、バイオシミ
ラ－の有効性、品質、費
用等に関する理解を促
進

12回
（2018年度）

年10回 毎年度 9月頃 9月頃に開
催計画数
を把握

厚生労働省 厚生労働省が
把握

44,45 2

バイオシミラーの品目数（成分数
ベース）

薬価収載されたバイオシミラーの
品目数（成分ベース）

薬価収載され上市され
るバイオシミラーの品目
数の増加状況を評価

5品目（成分数ベー
ス）（2017年6月）

10品目（2020年
度末）

年2回 5月、11月 5月、11月
中に把握

厚生労働省 厚生労働省が
把握
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社会保障分野のＫＰＩ
　３．医療・福祉サービス改革
項目
番号

階層 ＫＰＩ ＫＰＩの定義等
進捗管理、評価・点検

の視点
計画開始時の直近
の数値（時点）

目標(値)
（達成時期）

数値の
更新頻度

数値の
更新時期

速報性 主担当府省庁
ＫＰＩの
把握手段

49 1

後発医薬品の品質確認検査の実
施

後発医薬品の品質確認に必要な
溶出試験等の検査の年間実施件
数

※「溶出試験等」：後発医薬品が
先発医薬品と同等に作用すること
を確認するための試験

後発医薬品の信頼性向
上に向けた国の取組の
進捗状況を評価

900品目
（2017年度）

年間約900品目
（毎年度）

毎年度 春頃 前年度の
数値を把
握

厚生労働省 厚生労働省が
各都道府県及
び国衛研・感
染研からの報
告に基づき集
計

49 2

後発医薬品の使用割合 後発医薬品のある先発医薬品及
び後発医薬品を分母とした後発医
薬品の数量シェア

後発医薬品の使用促進
に係る国民の行動変容
に向けた保険者等の取
組の効果等を評価

56.2％（2015年９月
（医薬品価格調査
（薬価本調査））

＜参考値＞63.1％
（2016年３月最近
の調剤医療費（電
算処理分）の動
向）

80%以上（2020
年９月）

医薬品価格調
査：２年に１回
程度

＜参考値＞最
近の調剤医療
費の動向：毎
月

医薬品価格調
査：12月頃

＜参考値＞最
近の調剤医療
費の動向：毎
月

医薬品価
格調査：調
査を実施
する年の
１ヶ月分の
数値を把
握

＜参考値
＞最近の
調剤医療
費の動向：
４～５ヶ月
前の数値
を把握

厚生労働省 医薬品価格調
査（薬価本調
査）（厚生労働
省）

＜参考値＞最
近の調剤医療
費（電算処理
分）の動向（厚
生労働省）
※保険薬局の
調剤レセプト
データのみ
（院内処方、
紙レセプトを
含まない）

51 1

かかりつけ医の普及に取り組む
都道府県割合

かかりつけ医の普及に関する事業
に取り組む都道府県の実施割合

全ての都道府県がかか
りつけ医の普及に関す
る事業に取り組むように
進捗管理を実施

調査中 100％
（2020年度）

毎年度 ４月頃 前年度の
数値を把
握

厚生労働省 厚生労働省が
全都道府県を
対象に、実施
の有無を確認
する調査を実
施
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社会保障分野のＫＰＩ
　３．医療・福祉サービス改革
項目
番号

階層 ＫＰＩ ＫＰＩの定義等
進捗管理、評価・点検

の視点
計画開始時の直近
の数値（時点）

目標(値)
（達成時期）

数値の
更新頻度

数値の
更新時期

速報性 主担当府省庁
ＫＰＩの
把握手段

51 1

「患者のための薬局ビジョン」にお
いて示すかかりつけ薬剤師として
の役割を発揮できる薬剤師を配
置している薬局数

以下のいずれかを満たす薬局数

・患者の服薬情報の一元的・継続
的把握のために、電子版お薬手帳
又は電子薬歴システム等、ICTを
導入している薬局

・在宅業務を過去１年間に平均月
１回以上実施した薬局

・健康サポート薬局研修を修了し
た薬剤師を配置しており、当該薬
剤師が地域ケア会議等、地域の医
療・介護関係の多職種と連携する
会議に過去１年間に１回以上出席
している薬局

・医師に対して、患者の服薬情報
等を示す文書を提供した実績が過
去１年間に平均月１回以上ある薬
局

かかりつけ薬剤師・薬局
の実現に向けた薬局等
の取組の進捗状況を評
価

- 60％（2022年
度）

毎年度 春頃
※初期値の把
握は、2019年
内に都道府県
の受付システ
ムの整備が完
了した後の
2020年春頃予
定。

前年分を
把握

厚生労働省 薬局機能情報
提供制度の届
出情報を元に
厚生労働省が
集計

51 1

各都道府県の、一人の患者が同
一期間に３つ以上の医療機関か
ら同じ成分の処方を受けている件
数

各都道府県の、一人の患者が同
月内に３つ以上の医療機関から同
じ成分の処方を受けている件数の
年間総数

かかりつけ薬剤師・薬局
の実現に向けた薬局等
の取組の進捗状況を評
価

2017年度分を集計
中

見える化 毎年 秋頃 前年度分
を把握

厚生労働省 NDB分析によ
り、厚生労働
省が算出

51 1

調剤報酬における在宅患者訪問
薬剤管理指導料、介護報酬にお
ける居宅療養管理指導費、介護
予防居宅療養管理指導費の算定
件数

調剤報酬における在宅患者訪問
薬剤管理指導料、介護報酬におけ
る居宅療養管理指導費、介護予
防居宅療養管理指導費の算定件
数の年間総数

かかりつけ薬剤師・薬局
の実現に向けた薬局等
の取組の進捗状況を評
価

9,427,974件
（2017年度）

2017年度と比
べて40％増加
（2021年度）

毎年度 秋頃 前年度分
を把握

厚生労働省 調剤医療費の
動向調査及び
介護給付費等
実態調査によ
り厚生労働省
が算出

51 2

大病院受診者のうち紹介状なしで
受診したものの割合

400床以上の病院の受診者数に占
める紹介状なしで受診した者の割
合

保険医療機関の機能分
担に係る国民行動の変
容に向けた国等の取組
の効果等を評価

－ 400床以上の病
院で40％以下
（2020年度）

２年に１度 １１月頃
（次回は2019
年11月を予
定）

前々年、前
年の数値
を把握

厚生労働省 診療報酬改定
結果検証調査
（厚生労働省）
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社会保障分野のＫＰＩ
　３．医療・福祉サービス改革
項目
番号

階層 ＫＰＩ ＫＰＩの定義等
進捗管理、評価・点検

の視点
計画開始時の直近
の数値（時点）

目標(値)
（達成時期）

数値の
更新頻度

数値の
更新時期

速報性 主担当府省庁
ＫＰＩの
把握手段

51 2

重複投薬・相互作用等防止に係
る調剤報酬の算定件数

重複投薬・相互作用等防止加算
の算定件数の年間総数

かかりつけ薬剤師・薬局
の実現に向けた薬局等
の取組の成果を評価

2017年度分を集計
中

2017年度と比
べて20％増加
（2021年度）

毎年度 秋頃 前年度分
を把握

厚生労働省 調剤医療費の
動向調査によ
り厚生労働省
が算出

51 2

地域包括ケアシステムにおいて過
去１年間に平均月１回以上医師
等と連携して在宅業務を実施して
いる薬局数

在宅業務を過去１年間に平均月１
回以上実施した薬局数

かかりつけ薬剤師・薬局
の実現に向けた薬局等
の取組の成果を評価

- 60％（2022年
度）

毎年 春頃
※初期値の把
握は、2019年
内に都道府県
の受付システ
ムの整備が完
了した後の
2020年春頃予
定。

前年分を
把握

厚生労働省 薬局機能情報
提供制度の届
出情報を元に
厚生労働省が
集計

政策
目標

指標

医療費・介護費の適正化 ＜医療費＞
毎年度の医療費

＜介護費＞
年齢調整後の一人当たり介護費
（施設／居住系／在宅／合計）に
ついて平均値との差を縮減
※平均値を上回る都道府県の
「「平均値との差」の平均」÷「平均
値」が縮減しているか測定
一人当たり介護費（施設、居住
系、在宅、合計）について年齢調
整を行った上で都道府県・市町村
間比較（見える化）

＜医療費＞
医療費適正化に係る取
組の効果等を評価

＜介護費＞
介護費の地域差の縮減
に向けた都道府県、保
険者の取組の効果等を
評価

＜医療費＞
－

＜介護費＞
合計：5.3%
施設：8.9%
居住系：21.3%
在宅：8.5%
（2016年度確定
値）

＜医療費＞
2023年度にお
ける目標達成

＜介護費＞
縮減（2020年度
末）

＜医療費＞
毎年度

＜介護費＞
毎年度

＜医療費＞
冬頃

＜介護費＞
8月頃

＜医療費
＞
前々年度
の数値を
把握

＜介護費
＞
前年度の
数値を把
握

厚生労働省 ＜医療費＞
厚生労働省が
算出

＜介護費＞
地域包括ケア
「見える化」シ
ステム公表
データ（出典：
「介護保険事
業状況報告」
年報及び「住
民基本台帳人
口・世帯数」）
の分析により
厚生労働省が
算出

政策
目標

指標

年齢調整後の一人当たり医療費
の地域差半減

年齢調整後の一人当たり医療費
（入院医療費と外来医療費の合
計）の全国平均との差

※2014年度時点において全国平
均を超えている都道府県の一人当
たり医療費（年齢調整後）の平均と
全国平均との差の全国平均に対
する比率が2023年度に半減してい
ることを目指す

医療費の適正化（地域
差の是正）に向けた都
道府県、保険者等の取
組の効果等を評価

0.073（2016年度）
0.073（比較の対象
となる2014年度）

2023年度時点
での半減を目
指して年々縮
小

毎年度 夏頃 ・前々年度
の数値を
把握
・前年度の
速報値を
参考値とし
て把握

厚生労働省 厚生労働省が
算出
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社会保障分野のＫＰＩ
　３．医療・福祉サービス改革
項目
番号

階層 ＫＰＩ ＫＰＩの定義等
進捗管理、評価・点検

の視点
計画開始時の直近
の数値（時点）

目標(値)
（達成時期）

数値の
更新頻度

数値の
更新時期

速報性 主担当府省庁
ＫＰＩの
把握手段

政策
目標

指標

年齢調整後の一人当たり介護費
の地域差縮減

年齢調整後の一人当たり介護費
（施設／居住系／在宅／合計）に
ついて平均値との差を縮減
※平均値を上回る都道府県の
「「平均値との差」の平均」÷「平均
値」が縮減しているか測定
一人当たり介護費（施設、居住
系、在宅、合計）について年齢調
整を行った上で都道府県・市町村
間比較（見える化）

介護費の地域差の縮減
に向けた都道府県、保
険者の取組の効果等を
評価

合計：5.3%
施設：8.9%
居住系：21.3%
在宅：8.5%
（2016年度確定
値）

縮減（2020年度
末）

毎年度 8月頃 前年度の
数値を把
握

厚生労働省 地域包括ケア
「見える化」シ
ステム公表
データ（出典：
「介護保険事
業状況報告」
年報及び「住
民基本台帳人
口・世帯数」）
の分析により
厚生労働省が
算出

政策
目標

指標

医療・福祉サービスの生産性の向
上

サービス産出に要するマンパワー
投入量

労働力の制約が強まる
中での医療・福祉サービ
ス改革による生産性の
向上に向けた取組の成
果等を評価

2019年夏までを目
途に検討

2019年夏まで
を目途に検討

2019年夏まで
を目途に検討

2019年夏まで
を目途に検討

2019年夏
までを目途
に検討

厚生労働省 2019年夏まで
を目途に検討

政策
目標

指標

医療・福祉サービスの質の向上 医師による診療・治療内容を含め
た医療職による対応への満足度

医師による診療・治療内
容を含めた医療職によ
る対応への満足度の状
況を評価

58.3%（調査日に受
診した病院を全体
として「満足」と回
答した外来患者）
67.5%（調査日に入
院している病院を
全体として「満足」
と回答した入院患
者）
※いずれも平成26
年受療行動調査に
おける数値

増加 ３年に１回 ３月頃 前々年の１
0月時点
（確定数）

厚生労働省 受療行動調査
（厚生労働省）
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社会保障分野のＫＰＩ
　（参考）再生計画の改革工程表の全44項目の着実な推進
項目
番号

階層 ＫＰＩ ＫＰＩの定義等
進捗管理、評価・点検

の視点
計画開始時の直近
の数値（時点）

目標(値)
（達成時期）

数値の
更新頻度

数値の
更新時期

速報性 主担当府省庁
ＫＰＩの
把握手段

⑦ 1

地域包括ケアシステム構築のた
めに必要な介護インフラに係る第
7期介護保険事業計画のサービス
の見込み量に対する進捗状況（小
規模多機能型居宅介護、看護小
規模多機能型居宅介護、定期巡
回・随時対応型訪問介護看護）

全国の保険者が作成した第７期介
護保険事業計画の期末における
各サービスの見込み量の合計に
対する各年度のサービス受給者
数の割合

地域包括ケアシステム
の構築に向けた市町村
等の取組の進捗状況を
評価

（小規模多機能型
居宅介護）95％

（看護小規模多機
能型居宅介護）
85％

（定期巡回・随時
対応型訪問介護
看護）88％

（いずれも2017年３
月）

100％（2020年
度）

毎年度 介護保険事業
状況報告公表
時（公表時期
は未定）

前年度３月
時点の数
値を把握

厚生労働省 ・第7期介護保
険事業計画の
サービスの見
込み量
・介護保険事
業状況報告
（厚生労働省）

⑦ 1

在宅医療を行う医療機関の数 在宅医療サービスを実施する医療
機関の数

都道府県の在宅医療提
供体制の取組の進捗状
況を評価

23289
（2014年９月）

増加 ３年ごと 2021年度内 前年度９月
の数値を
把握

厚生労働省 医療施設調査
（厚生労働省）
により算出

⑦ 1

在宅医療・介護連携推進事業、認
知症総合支援事業、生活支援体
制整備事業の実施保険者

各年度における在宅医療・介護連
携推進事業・認知症総合支援事
業（認知症初期集中支援事業、認
知症地域支援・ケア向上事業）・生
活支援体制整備事業の実施保険
者の全保険者に占める割合

地域包括ケアシステム
の構築に向けた保険者
の取組の進捗状況を評
価。

・在宅医療・介護
連携推進事業：
88.3％
・認知症総合支援
事業：
　　（認知症初期集
中支援推進事業：
74.4％
　　認知症地域支
援・ケア向上事業：
84.1％）
・生活支援体制整
備事業：87.6％
（2017年８月）

100％（2018年
度）

毎年度 ９月頃 ７月時点の
数値を把
握

厚生労働省 厚生労働省が
各都道府県を
通じて各保険
者（市町村）の
条例等に基づ
く実施状況を
照会

⑦ 2

在宅サービスのサービス量進捗
状況

全国の保険者が作成した第７期介
護保険事業計画の期末における
在宅サービスの見込み量の合計
（※）に対する各年度の在宅サー
ビスの受給者数の割合
※「在宅サービス」：便宜上、居宅
介護支援・介護予防支援、小規模
多機能型居宅介護及び複合型
サービスの受給者数の合計値とす
る。

地域包括ケアシステム
の構築に向けた市町村
等の取組の進捗状況を
評価

102％

（2017年３月）

100％（2020年
度）

毎年度 介護保険事業
状況報告公表
時（公表時期
は未定）

前年度３月
時点の数
値を把握

厚生労働省 ・第7期介護保
険事業計画の
サービスの見
込み量
・介護保険事
業状況報告
（厚生労働省）
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社会保障分野のＫＰＩ
　（参考）再生計画の改革工程表の全44項目の着実な推進
項目
番号

階層 ＫＰＩ ＫＰＩの定義等
進捗管理、評価・点検

の視点
計画開始時の直近
の数値（時点）

目標(値)
（達成時期）

数値の
更新頻度

数値の
更新時期

速報性 主担当府省庁
ＫＰＩの
把握手段

㉑ 1

好事例（の要素）を反映したデータ
ヘルスの取組を行う保険者数

以下の全ての要件を満たす保険者の数

①データヘルス計画全体の進捗管理を実施し
ていること
②データヘルス計画全体の評価改善を実施し
ていること
③「経済・財政再生計画」に基づき設定された
KPIの内、次に掲げるKPIの定義、測定の考え
方に準ずる取組を2個以上実施していること
(1)予防・健康づくりについて、一般住民を対象
としたインセンティブを推進する自治体の数
(2)予防・健康づくりについて、加入者を対象と
したインセンティブを推進する被用者保険の保
険者の数
(3)かかりつけ医等と連携して生活習慣病の重
症化予防に取り組む自治体の数、広域連合の
数
(4)協会けんぽ等保険者のサポートを得て健康
宣言等に取り組む企業の数
(5)加入者自身の健康・医療情報を、情報通信
技術（ICT）等を活用し、本人に分かりやすく提
供する保険者
(6)保険者からの推薦等一定の基準を満たす
ヘルスケア事業者の数
(7)外来医療費の地域差是正のための取組の
進捗状況を測る指標（後発医薬品の利用勧奨
など、使用割合を高める取組を行う保険者
(8)外来医療費の地域差是正のための取組の
進捗状況を測る指標（重複・頻回受診、重複
投薬の防止等の医療費適 正化の取組を実施
する保険者）

加入者の健康維持等に
向けた保険者の取組の
進捗状況を評価

1116市町村国保
39広域連合
271健保組合
20共済組合
16国保組合
48協会けんぽ支部
（2018年8月）

データヘルス計
画策定の全保
険者で達成

毎年度 夏頃 前年度の
数値を把
握

厚生労働省 保険者データ
ヘルス全数調
査（厚生労働
省）

㉑ 1

データヘルスに対応する健診機関
（民間事業者も含む）を活用する
保険者

以下のいずれかの健診機関を活
用している保険者の数

①健診情報などを個人にわかりや
すく提供する健診機関
②当日中に健診結果をもとにした
保健指導を実施できる体制を整え
ている健診機関
③個人の健康・医療情報を管理・
活用できる仕組みを提供する健診
機関
④要精検対象者への二次検診の
勧奨および管理を実施している健
診機関

加入者の健康維持等に
向けた保険者の取組の
進捗状況を評価

924市町村国保
12広域連合
732健保組合
34共済組合
64国保組合
40協会けんぽ支部
（2018年8月）

データヘルス計
画策定の全保
険者で達成

毎年度 夏頃 前年度の
数値を把
握

厚生労働省 保険者データ
ヘルス全数調
査（厚生労働
省）
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社会保障分野のＫＰＩ
　（参考）再生計画の改革工程表の全44項目の着実な推進
項目
番号

階層 ＫＰＩ ＫＰＩの定義等
進捗管理、評価・点検

の視点
計画開始時の直近
の数値（時点）

目標(値)
（達成時期）

数値の
更新頻度

数値の
更新時期

速報性 主担当府省庁
ＫＰＩの
把握手段

㉑ 1

健康維持率、生活習慣病の重症
疾患の発症率、服薬管理率等の
加入者の特性に応じた指標により
データヘルスの進捗管理を行う保
険者

以下のいずれかを満たす保険者
の数①毎年各指標を算出し、経年
的に管理している②各指標をもと
に課題を抽出し、データヘルス事
業に活用している

加入者の健康維持等に
向けた保険者の取組の
進捗状況を評価

－ データヘルス計
画策定の全保
険者で達成

毎年度 夏頃
＊初期値の把
握は2019年

前年度の
数値を把
握

厚生労働省 保険者データ
ヘルス全数調
査（厚生労働
省）

㉑ 1

健康保険組合等保険者と連携し
て健康経営に取り組む企業の数

以下の全ての要件を満たす企業
の数

①健康経営度調査の評価結果に
おいて、以下の全てを満たしてい
ること
・従業員の健康保持・増進につい
て、経営指針等へ明文化している
こと
・従業員の健康保持・増進の考え
方について、情報開示がなされて
いること
・従業員の健康保持・増進の推進
を統括する組織の責任者が役員
以上であること
業員の健康保持・増進施策の立
案検討に、産業医等が関与してい
ること。
・健康経営に係る必要な対策を講
じていること
・従業員の健康保持・増進を目的
として導入した施策について、効
果検証を行っていること
②従業員の健康管理に関連する
法令を遵守し違反がないこと

社員の健康維持等に向
けた企業の取組の進捗
状況を評価

539社（2018年8
月）

500社（2020年
度）

毎年度 夏頃 前年度の
数値を把
握

厚生労働省 保険者データ
ヘルス全数調
査（厚生労働
省）
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社会保障分野のＫＰＩ
　（参考）再生計画の改革工程表の全44項目の着実な推進
項目
番号

階層 ＫＰＩ ＫＰＩの定義等
進捗管理、評価・点検

の視点
計画開始時の直近
の数値（時点）

目標(値)
（達成時期）

数値の
更新頻度

数値の
更新時期

速報性 主担当府省庁
ＫＰＩの
把握手段

㉑ 1

協会けんぽ等保険者のサポート
を得て健康宣言等に取り組む企
業の数

以下の全ての要件を満たす企業の数

①所属する保険者が健康宣言等の取組
を有し、その取組において以下のⅰ～ⅲ
から少なくとも一つの項目とⅳの項目が
含まれていること。ⅴ～ⅶの項目は努力
目標
②その取組に企業等が参加し、健康宣言
を行っていること
ⅰ（企業等が）従業員の健康課題の把握
と必要な対策（具体策）の検討を行うこと
ⅱ（企業等が）ヘルスリテラシーの向上、
ワークライフバランスの向上、職場の活
性化等のために、健康経営の実践に向
けた基礎的な土台作りとワークエンゲイ
ジメント（具体策）の取組を行うこと
ⅲ（企業等が）健康増進・生活習慣病予
防、感染症予防、過重労働、メンタルヘル
ス等への対策のために、従業員の心と身
体の健康づくりに向けた具体的対策を実
施すること
ⅳ（企業等が）健康宣言の社内外への発
信を実施すること
ⅴ（企業等が）健康づくり担当者を一名以
上設置すること
ⅵ（企業等が保険者の求めに応じて）40
歳以上の従業員の健診データを提供す
ること
ⅶ（企業等が）従業員の健康管理に関連
する法令について重大な違反をしていな
いこと（自己申告）

社員の健康維持等に向
けた企業の取組の進捗
状況を評価

23,074社
（2018年8月）

３万社（2020年
度）

毎年度 夏頃 前年度の
数値を把
握

厚生労働省 保険者データ
ヘルス全数調
査（厚生労働
省）

㉑ 1

保険者からの推薦等一定の基準
を満たすヘルスケア事業者の数

以下の全ての要件を満たすヘルス
ケア事業者の数

①予防・健康づくりの企画・実施に
おいて複数保険者から推薦を受け
ていること
②実施事業に必要な法令遵守を
行っていること

保険者によるデータヘル
スの効果的な実施を支
えるインフラの整備状況
を確認

102社（2018年8
月）

100社（2020年
度）

毎年度 夏頃 前年度の
数値を把
握

厚生労働省 保険者データ
ヘルス全数調
査（厚生労働
省）

㉑ 2

年間新規透析患者数 1年間で新規に透析導入された患
者の総数

慢性腎疾患（ＣＫＤ）診療
連携体制の構築及び自
治体等への支援や好事
例の横展開の取組を評
価

39,344人
（2016年）

35,000人
（2028年度）

毎年度 3月頃 前々年の
数値を把
握

厚生労働省 厚生労働省が
一般社団法人
日本透析医学
会に照会
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社会保障分野のＫＰＩ
　（参考）再生計画の改革工程表の全44項目の着実な推進
項目
番号

階層 ＫＰＩ ＫＰＩの定義等
進捗管理、評価・点検

の視点
計画開始時の直近
の数値（時点）

目標(値)
（達成時期）

数値の
更新頻度

数値の
更新時期

速報性 主担当府省庁
ＫＰＩの
把握手段

㉑ 2

糖尿病有病者の増加の抑制 国民健康・栄養調査により把握さ
れる各年度の糖尿病有病者の人
数

生活習慣病予防に係る
国民の行動変容に向け
た保険者等の取組の効
果等を評価

1000万人（2016
年）※過去の性・
年齢階級別糖尿
病有病率の傾向
が続くとした場合、
2022年度時点で
1410万人

1000万人（2022
年度）

概ね4年毎 冬頃 前年度の
数値を把
握

厚生労働省 国民健康・栄
養調査（拡大
調査）（厚生労
働省）

㉑ 2

メタボリックシンドロームの該当者
及び予備群の数

「特定健診・特定保健指導の実施
状況」により把握される当該年度
の特定保健指導の該当者数の
2008年度に対する減少率

生活習慣病予防に係る
国民の行動変容に向け
た保険者等の取組の効
果等を評価

約1412万人（2015
年度）
（2008年度におけ
るメタボリックシン
ドロームの該当者
及び予備群の数
は約1400万人）

2008年度比
25％減（2022年
度）

毎年度 夏頃 前々年度
の数値を
把握

厚生労働省 特定健診・特
定保健指導の
実施状況（厚
生労働省）

㉓ 1

「事前評価員会」による学術的･行
政的観点に基づく評価･採択と、
「中間・事後評価員会」による研究
成果の検証及び採点に基づく、採
択課題の継続率

事前評価委員会により評価・採択
と判断された研究課題数をもとに、
その継続分について、中間事後評
価委員会の中間評価により継続と
判断された課題の割合

採択された課題の研究
進捗状況を評価

100% 100％(2019年
度）

毎年度 4月頃 前年度の
状況を把
握

厚生労働省 厚生労働省が
集計

㉓ 2

終了した研究に基づき発表された
成果数（論文、学会発表、特許の
件数など）

終了した研究に基づき発表された
研究成果として、論文、学会発表、
特許件数等を算出

研究成果の社会還元を
評価

－ 前年度と同水
準

毎年度 毎年6月頃 前年度の
状況を把
握

厚生労働省 厚生労働省が
集計

㉞ 1

医薬品のバーコード（販売包装単
位及び元梱包装単位の有効期
限、製造番号等）の表示率

内用薬、注射薬、外用薬、特定生
物由来製品、生物由来製品のそ
れぞれについて、販売包装単位・
元梱包装単位別に商品コード、有
効期限、製造番号又は製造記号、
元梱包装単位における数量の
バーコード表示率を算出

医薬品の流通改善に向
けた医薬品関係者等の
取組の進捗状況を評価

100％～3.5％
（薬の種類、表示
単位により異なる）
（2015年９月末時
点）

100%
（2020年度末）

※左記の全分
類において
100％を目標数
値とする

毎年度 ３～４月頃 前年９月末
時点の数
値を把握

厚生労働省 医療用医薬品
における情報
化進捗状況調
査（厚生労働
省）
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社会保障分野のＫＰＩ
　（参考）再生計画の改革工程表の全44項目の着実な推進
項目
番号

階層 ＫＰＩ ＫＰＩの定義等
進捗管理、評価・点検

の視点
計画開始時の直近
の数値（時点）

目標(値)
（達成時期）

数値の
更新頻度

数値の
更新時期

速報性 主担当府省庁
ＫＰＩの
把握手段

㉞ 2

200床以上の病院における単品単
価取引が行われた医薬品のシェ
ア

200床以上の病院における、（単品
単価取引が行われた医薬品の販
売額）／（医薬品の販売総額）
（％）

※「単品単価取引」：卸売業者と医
療機関・薬局の間で複数の品目が
組み合わされている取引におい
て、個々の単価で交渉し、単価を
設定する取引

医薬品の流通改善に向
けた医薬品関係者等の
取組の効果等を評価

52.6%
（2015年度）

65％以上
（2020年度）

年２回 ５月、11月頃 それぞれ３
月、９月時
点の数値
を把握

厚生労働省 厚生労働省が
５卸売業者に
照会して把握

㉞ 2

調剤薬局チェーン（20店舗以上）
における単品単価取引が行われ
た医薬品のシェア

20店舗以上の調剤薬局チェーンに
おける（単品単価取引が行われた
医薬品の販売額）／（医薬品の販
売総額）（％）

※「単品単価取引」：卸売業者と医
療機関・薬局の間で複数の品目が
組み合わされている取引におい
て、個々の単価で交渉し、単価を
設定する取引

医薬品の流通改善に向
けた医薬品関係者等の
取組の効果等を評価

62.8%
（2015年度）

65％以上
（2020年度）

年２回 ５月、11月頃 それぞれ３
月、９月時
点の数値
を把握

厚生労働省 厚生労働省が
５卸売業者に
照会して把握

㉞ 2

妥結率 病院（総計）、チェーン薬局（20店
舗以上）、その他の薬局、保険薬
局計別の
（価格が妥結した医薬品の販売
額）／（医薬品の販売総額）（％）

医薬品の流通改善に向
けた医薬品関係者等の
取組の効果等を評価

病院（総計）：
99.6％チェーン薬
局（20店舗以上）：
100.0％
その他の薬局：
100.0％
保険薬局計：
100.0％
（いずれも2016年３
月）

見える化 年４回 ５月、８月、11
月、２月頃

それぞれ３
月、６月、９
月、前年12
月時点の
数値を把
握

厚生労働省 厚生労働省が
日本医薬品卸
売業連合会加
盟会社約50社
に照会して把
握
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社会保障分野のＫＰＩ
　（参考）再生計画の改革工程表の全44項目の着実な推進
項目
番号

階層 ＫＰＩ ＫＰＩの定義等
進捗管理、評価・点検

の視点
計画開始時の直近
の数値（時点）

目標(値)
（達成時期）

数値の
更新頻度

数値の
更新時期

速報性 主担当府省庁
ＫＰＩの
把握手段

㊱ 1

「患者のための薬局ビジョン」にお
いて示すかかりつけ薬剤師として
の役割を発揮できる薬剤師を配
置している薬局数

以下のいずれかを満たす薬局数

・患者の服薬情報の一元的・継続的
把握のために、電子版お薬手帳又は
電子薬歴システム等、ICTを導入して
いる薬局
・在宅業務を過去１年間に平均月１回
以上実施した薬局
・健康サポート薬局研修を修了した薬
剤師を配置しており、当該薬剤師が
地域ケア会議等、地域の医療・介護
関係の多職種と連携する会議に過去
１年間に１回以上出席している薬局
・医師に対して、患者の服薬情報等を
示す文書を提供した実績が過去１年
間に平均月１回以上ある薬局

かかりつけ薬剤師・薬局
の実現に向けた薬局等
の取組の進捗状況を評
価

- 60％（2022年
度）

毎年度 春頃
※初期値の把
握は、2019年
内に都道府県
の受付システ
ムの整備が完
了した後の
2020年春頃予
定。

前年分を
把握

厚生労働省 薬局機能情報
提供制度の届
出情報を元に
厚生労働省が
集計

㊱ 1

各都道府県の、一人の患者が同
一期間に３つ以上の医療機関か
ら同じ成分の処方を受けている件
数

各都道府県の、一人の患者が同月内
に３つ以上の医療機関から同じ成分
の処方を受けている件数の年間総数

かかりつけ薬剤師・薬局
の実現に向けた薬局等
の取組の進捗状況を評
価

2017年度分を集計
中

見える化 毎年度 秋頃 前年度分
を把握

厚生労働省 NDB分析によ
り、厚生労働
省が算出

㊱ 1

調剤報酬における在宅患者訪問
薬剤管理指導料、介護報酬にお
ける居宅療養管理指導費、介護
予防居宅療養管理指導費の算定
件数

調剤報酬における在宅患者訪問薬
剤管理指導料、介護報酬における居
宅療養管理指導費、介護予防居宅療
養管理指導費の算定件数の年間総
数

かかりつけ薬剤師・薬局
の実現に向けた薬局等
の取組の進捗状況を評
価

9,427,974件
（2017年度）

2017年度と比
べて40％増加
（2021年度）

毎年度 秋頃 前年度分
を把握

厚生労働省 調剤医療費の
動向調査及び
介護給付費等
実態調査によ
り厚生労働省
が算出

㊱ 2

重複投薬・相互作用等防止に係
る調剤報酬の算定件数

重複投薬・相互作用等防止加算の算
定件数の年間総数

かかりつけ薬剤師・薬局
の実現に向けた薬局等
の取組の成果を評価

2017年度分を集計
中

2017年度と比
べて20％増加
（2021年度）

毎年度 秋頃 前年度分
を把握

厚生労働省 調剤医療費の
動向調査によ
り厚生労働省
が算出
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社会保障分野のＫＰＩ
　（参考）再生計画の改革工程表の全44項目の着実な推進
項目
番号

階層 ＫＰＩ ＫＰＩの定義等
進捗管理、評価・点検

の視点
計画開始時の直近
の数値（時点）

目標(値)
（達成時期）

数値の
更新頻度

数値の
更新時期

速報性 主担当府省庁
ＫＰＩの
把握手段

㊱ 2

地域包括ケアシステムにおいて過
去１年間に平均月１回以上医師
等と連携して在宅業務を実施して
いる薬局数

在宅業務を過去１年間に平均月１回
以上実施した薬局数

かかりつけ薬剤師・薬局
の実現に向けた薬局等
の取組の成果を評価

- 60％（2022年
度）

毎年度 春頃
※初期値の把
握は、2019年
内に都道府県
の受付システ
ムの整備が完
了した後の
2020年春頃予
定。

前年分を
把握

厚生労働省 薬局機能情報
提供制度の届
出情報を元に
厚生労働省が
集計

㊵㊶㊷ 1

就労支援事業等に参加可能な者
の事業参加率

保護の実施機関が就労支援事業
等（被保護者就労支援事業、被保
護者就労準備支援事業、生活保
護受給者等就労自立促進事業、
その他の就労支援事業をいう。以
下同じ。）に参加可能と判断する被
保護者のうち、就労支援事業等に
参加した者の割合

被保護者の就労の実現
に向けた自治体の取組
の進捗状況を評価

56.8%
（2016年度）

65％
（2021年度）

毎年度 冬頃 前年度の
数値を把握

厚生労働省 厚生労働省が
各都道府県等
を通して照会

㊵㊶㊷ 1

就労支援事業等に参加可能な者
の事業参加率の自治体ごとの状
況

保護の実施機関が就労支援事業
等に参加可能と判断する被保護
者のうち、就労支援事業等に参加
した者の割合（47都道府県別等）

被保護者の就労の実現
に向けた自治体の取組
の効果等を評価

（全国平均）
56.8%
（2016年度）

見える化 毎年度 冬頃 前年度の
数値を把
握

厚生労働省 厚生労働省が
各都道府県等
を通して照会

㊵㊶㊷ 1

医療扶助の適正化に向けた自治
体における後発医薬品使用促進
計画の策定率

後発医薬品の使用割合が75%に達
していない自治体のうち、計画を
策定した自治体数の割合

医療扶助の適正化に向
けた自治体の取組の進
捗状況を評価

99.9%
（2016年度）

100％
（毎年度）

毎年度 夏頃 当年度の
数値につ
いて、策定
期限である
４月末から
早期に把
握

厚生労働省 厚生労働省が
各都道府県等
を通して照会

㊵㊶㊷ 1

頻回受診対策を実施する自治体 頻回受診にかかる指導対象者（主
治医訪問等の結果、適正受診日
を超える受診日数であることが判
明した者をいう。以下同じ。）がい
る自治体のうち、適正受診指導を
実施している自治体数の割合

医療扶助の適正化に向
けた自治体の取組の進
捗状況を評価

100%
（2016年度）

100％
（毎年度）

毎年度 夏頃 当年度の
数値につ
いて、策定
期限である
４月末から
早期に把
握

厚生労働省 厚生労働省が
各都道府県等
を通して照会
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社会保障分野のＫＰＩ
　（参考）再生計画の改革工程表の全44項目の着実な推進
項目
番号

階層 ＫＰＩ ＫＰＩの定義等
進捗管理、評価・点検

の視点
計画開始時の直近
の数値（時点）

目標(値)
（達成時期）

数値の
更新頻度

数値の
更新時期

速報性 主担当府省庁
ＫＰＩの
把握手段

㊵㊶㊷ 2

就労支援事業等に参加した者の
うち、就労した者及び就労による
収入が増加した者の割合

就労支援事業等に参加した者のう
ち、就労した者及び就労による収
入が増加した者の割合

被保護者の就労の実現
に向けた自治体の取組
の効果等を評価

42.4%
（2016年度）

50％
（2021年度）

毎年度 冬頃 前年度の
数値を把
握

厚生労働省 厚生労働省が
各都道府県等
を通して照会

㊵㊶㊷ 2

「その他の世帯」の就労率（就労
者のいる世帯の割合）

「その他の世帯」（高齢者世帯、母
子世帯、障害者世帯、傷病者世帯
のいずれにも該当しない世帯をい
う。以下同じ。）のうち、就労者のい
る世帯の割合

被保護者の就労の実現
に向けた自治体の取組
の効果等を評価

36.6%
（2016年度）

45％
（2021年度）

毎年度 冬頃 前年７月末
日時点の
数値を把
握

厚生労働省 被保護者調査
（厚生労働省）

㊵㊶㊷ 2

就労支援事業等を通じた脱却率 就労支援事業等に参加した者のう
ち、就労又は収入の増加により、
生活保護が廃止となった者の割合

被保護者の就労の実現
に向けた自治体の取組
の効果等を評価

7.6%
（2016年度）

見える化 毎年度 冬頃 前年度の
数値を把
握

厚生労働省 厚生労働省が
各都道府県等
を通して照会

㊵㊶㊷ 2

就労支援事業等に参加した者の
うち、就労した者及び就労による
収入が増加した者の割合の自治
体ごとの状況

就労支援事業等に参加した者のう
ち、就労した者及び就労による収
入が増加した者の割合（47都道府
県別等）

被保護者の就労の実現
に向けた自治体の取組
の効果等を評価

（全国平均）
42.4%
（2016年度）

見える化 毎年度 冬頃 前年度の
数値を把
握

厚生労働省 厚生労働省が
各都道府県等
を通して照会

㊵㊶㊷ 2

「その他の世帯」の就労率等の自
治体ごとの状況

以下の事項の都道府県別等の状
況

①「その他の世帯」のうち、就労者
のいる世帯の割合

②「その他の世帯」の廃止理由の
うち収入の増加により生活保護が
廃止となった世帯の割合

被保護者の就労の実現
に向けた自治体の取組
の効果等を評価

①「その他の世帯」
のうち、就労者の
いる世帯の割合
（全国平均）
36.6%
（2016年度）

②「その他の世帯」
の廃止理由のうち
収入の増加により
生活保護が廃止と
なった世帯の割合
（全国平均）
36.3%
（2016年度）

見える化 毎年度 冬頃 ①前年７月
末日時点
の数値把
握

②前年度
の数値を
把握

厚生労働省 被保護者調査
（厚生労働省）
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社会保障分野のＫＰＩ
　（参考）再生計画の改革工程表の全44項目の着実な推進
項目
番号

階層 ＫＰＩ ＫＰＩの定義等
進捗管理、評価・点検

の視点
計画開始時の直近
の数値（時点）

目標(値)
（達成時期）

数値の
更新頻度

数値の
更新時期

速報性 主担当府省庁
ＫＰＩの
把握手段

㊵㊶㊷ 2

生活保護受給者の後発医薬品の
使用割合

以下の算定式により測定

後発医薬品の使用割合＝後発医
薬品の数量／（後発医薬品のある
先発医薬品の数量＋後発医薬品
の数量）

医療扶助の適正化に向
けた自治体の取組の効
果等を評価

73.3%
（2017年6月審査
分）

80％
（毎年度）

毎年度 冬頃 当年度６月
審査分の
数値を把
握

厚生労働省 医療扶助実態
調査（厚生労
働省）

㊵㊶㊷ 2

頻回受診者に対する適正受診指
導による改善者数割合

頻回受診にかかる指導対象者の
うち、ケースワーカー等の適正受
診指導により頻回受診が改善した
者の数の割合をもって測定

医療扶助の適正化に向
けた自治体の取組の効
果等を評価

45.2％
（2015年度）

2017年度比２
割以上の改善
（2021年度）

毎年度 秋頃 前年度の
数値を把
握

厚生労働省 厚生労働省が
各都道府県等
を通して照会

㊵㊶㊷ 2

生活保護受給者一人当たり医療
扶助の地域差

生活保護受給者一人当たり医療
扶助の地域差を見える化していく

医療扶助の適正化（地
域差の是正）に向けた
自治体の取組の効果等
を評価

5.9万円/人（一ヶ
月）
（2015年度）

見える化 毎年度 冬頃 前年度の
数値を把
握

厚生労働省 医療扶助実態
調査（厚生労
働省）

㊵㊶㊷ 2

後発医薬品の使用割合の地域差 生活保護受給者の後発医薬品の
使用割合（47都道府県別等）

医療扶助の適正化（地
域差の是正）に向けた
自治体の取組の効果等
を評価

（全国使用割合）
73.3%
（2017年度6月審
査分）

見える化 毎年度 冬頃 当年度６月
審査分の
数値を把
握

厚生労働省 医療扶助実態
調査（厚生労
働省）

㊸ 1

福祉事務所設置自治体による就
労準備支援事業及び家計改善支
援事業の実施率

都道府県における、以下２つの事
業の実施割合
・就労準備支援事業
・家計改善支援事業

生活困窮者自立支援制
度の着実な推進に係る
自治体の取組の進捗状
況を評価

（全国実施割合）
就労準備支援事
業43％
家計改善支援事
業40％
（2017年度）

見える化 毎年度 ５～６月頃 前年度の
数値を把
握

厚生労働省 厚生労働省が
各都道府県等
を通して照会

㊸ 1

自立生活のためのプラン作成件
数

プラン作成を決定した件数 生活困窮者自立支援制
度の着実な推進に係る
自治体の取組の進捗状
況を評価

31.0％（2017年度） 年間新規相談
件数の50％（毎
年度）

毎年度 ５～６月頃 前年度の
数値を把
握

厚生労働省 厚生労働省が
各都道府県等
を通して照会
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社会保障分野のＫＰＩ
　（参考）再生計画の改革工程表の全44項目の着実な推進
項目
番号

階層 ＫＰＩ ＫＰＩの定義等
進捗管理、評価・点検

の視点
計画開始時の直近
の数値（時点）

目標(値)
（達成時期）

数値の
更新頻度

数値の
更新時期

速報性 主担当府省庁
ＫＰＩの
把握手段

㊸ 1

自立生活のためのプランに就労
支援が盛り込まれた対象者数

プラン作成に至った件数のうち、プ
ランに就労支援が盛り込まれた者
の数

生活困窮者自立支援制
度の着実な推進に係る
自治体の取組の進捗状
況を評価

44.8％（2017年度） プラン作成件数
の60％（毎年
度）

毎年度 ５～６月頃 前年度の
数値を把
握

厚生労働省 厚生労働省が
各都道府県等
を通して照会

㊸ 1

自立相談支援事業における生活
困窮者の年間新規相談件数

自立相談支援機関に生活困窮者
からの相談があったことをもって新
規相談件数とし測定

生活困窮者自立支援制
度の着実な推進に係る
自治体の取組の進捗状
況を評価

229,685件（2017年
度）

25万件（2021年
度）

毎年度 ５～６月頃 前年度の
数値を把
握

厚生労働省 厚生労働省が
各都道府県等
を通して照会

㊸ 1

自立相談支援機関が他機関・制
度へつないだ（連絡・調整や同行
等）件数

新規相談者のうち、プランを策定
せずに他機関・制度につないで対
応するケースのつなぎの状況

生活困窮者自立支援制
度の着実な推進に係る
自治体の取組の進捗状
況を評価

5,431件
(2017年５月）

見える化 毎年度 ７～８月頃 ５月の新規
相談者に
おける状
況を把握

厚生労働省 厚生労働省が
各都道府県等
を通して照会

㊸ 1

任意の法定事業及び法定外の任
意事業の自治体ごとの実施率

都道府県における、以下３つの事
業の実施割合
・一時生活支援事業
・子どもの学習支援事業
・生活保護受給者等就労自立促
進事業

生活困窮者自立支援制
度の着実な推進に係る
自治体の取組の進捗状
況を評価

（全国実施割合）
一時生活支援事
業29％
子どもの学習支援
事業56％
（2017年度）
生活保護受給者
等就労自立促進
事業86％（2018年
６月）

見える化 毎年度 ５～６月頃 前年度の
数値を把
握

厚生労働省 厚生労働省が
各都道府県等
を通して照会
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社会保障分野のＫＰＩ
　（参考）再生計画の改革工程表の全44項目の着実な推進
項目
番号

階層 ＫＰＩ ＫＰＩの定義等
進捗管理、評価・点検

の視点
計画開始時の直近
の数値（時点）

目標(値)
（達成時期）

数値の
更新頻度

数値の
更新時期

速報性 主担当府省庁
ＫＰＩの
把握手段

㊸ 2

生活困窮者自立支援制度の利用
による就労者及び増収者数

自立相談支援機関で受け付けた
相談のうち、
①就労支援プラン（プランに就労
支援が盛り込まれたもの）の作成・
支援により就労した者及び増収し
た者の数、
②①以外の者であって、生活困窮
者自立支援制度の利用や他機関
につないだことにより、就労した者
及び増収した者の数

生活困窮者自立支援制
度の着実な推進に係る
自治体の取組の効果等
を評価

①22,372人
②9,350人
（2017年度）

見える化 毎年度 ５～６月頃 前年度の
数値を把
握

厚生労働省 厚生労働省が
各都道府県等
を通して照会

㊸ 2

就労支援プラン対象者のうち、就
労した者及び就労による収入が
増加した者の割合

就労支援プラン対象者（プランに
就労支援が盛り込まれた者）のう
ち、就労した者及び就労により収
入が増加した者の割合

生活困窮者自立支援制
度の着実な推進に係る
自治体の取組の効果等
を評価

70.1%
（2017年度）

75%
（毎年度）

毎年度 ５～６月頃 前年度の
数値を把
握

厚生労働省 厚生労働省が
各都道府県等
を通して照会

㊸ 2

自立生活のためのプラン作成者
のうち、自立に向けての改善が見
られた者の割合

プラン作成者（中断を除く）であっ
て支援効果の評価に至った者のう
ち、自立に向けて、就労開始、家
計の改善、自立意欲の向上・改
善、生活習慣の改善又は住まい
の確保・安定の改善等が見られた
者の割合

生活困窮者自立支援制
度の着実な推進に係る
自治体の取組の効果等
を評価

－ 90%
（2021年度）

毎年度 ５～６月頃 前年度の
数値を把
握

厚生労働省 厚生労働省が
各都道府県等
を通して照会
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社会資本整備等分野のＫＰＩ
　１．公共投資における効率化・重点化と担い手確保
項目
番号

階層 ＫＰＩ ＫＰＩの定義等
進捗管理、評価・点検

の視点
計画開始時の直近
の数値（時点）

目標(値)
（達成時期）

数値の
更新頻度

数値の
更新時期

速報性 主担当府省庁
ＫＰＩの
把握手段

1 1

ＩＣＴの活用対象 基準等を策定・改定し、ICTを活用
した分野

基準等の策定・改定に
よる、ICTの活用拡大状
況を管理

土工、舗装工、浚
渫工
（2017年度末時点）

橋梁・トンネル・
ダム工事や維持
管理を含む全て
のプロセスに拡
大（2019年度ま
で）

毎年度 年度末 その時点
の基準等
の策定・改
定状況を
把握

国土交通省 省内調査

1 2

ICT土工の累積件数(国及び地方
公共団体)

ICT土工の累積件数 ICT土工の普及状況を
管理

1772件
（2017年度末時点）

毎年度増加 毎年度 ５月頃 当該年度
の件数を
把握

国土交通省 省内調査、都
道府県等への
照会

2 1

インフラ・データプラットフォーム インフラ・データプラットフォームの
構築・分析の試行

2019年度までに構築・分
析状況を把握

未構築
（2017年度末時点）

2019年度までに
構築・分析の試
行を実施

随時 随時 その時点
の構築・分
析の試行
状況を把
握

国土交通省 省内調査

2 2

インフラ・データプラットフォームの
活用累積件数

活用累積件数 インフラ・データプラット
フォームの活用状況を
把握

0
（2017年度末時点）

毎年度増加 未定 未定 未定 国土交通省 未定

3 1

地域単位での発注見通しの統合・
公表に参加する団体の割合

発注者見通しの統合・公表の参加
団体数／公共工事の発注団体

発注見通しの統合・公表のに掲載
される又は参加の意思を表明した
場合に参加とする。

発注者見通しの統合・公
表への参加団体を増加
させることで、発注情報
の集約を図る。

国・都道府県：84％
市区町村：51％
（2018年5月時点）

毎年度増加（国・
都道府県）

毎年度増加（市
区町村）

毎年度 ５月頃 当該年度４
月時点

国土交通省 各地方整備局
に参加状況の
聞き取りを実
施

3 2

４～６月期の平均稼働金額・件数
と当該年度の平均稼働金額・件
数の比率

当該年度４～６月期の平均稼働金
額・件数/当該年度の平均稼働金
額・件数

各発注団体の平準化の
取組の達成度を図る一
指標として活用。

H29年度実績
※件数ベース
国土交通省直轄：
0.89
都道府県：0.77
政令指定都市：
0.69
市町村：0.56

目標は設定せず
モニターする

毎年度 ６月頃 前年度の
数値

国土交通省 コリンズデータ
より、各発注
機関別に算出
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社会資本整備等分野のＫＰＩ
　１．公共投資における効率化・重点化と担い手確保
項目
番号

階層 ＫＰＩ ＫＰＩの定義等
進捗管理、評価・点検

の視点
計画開始時の直近
の数値（時点）

目標(値)
（達成時期）

数値の
更新頻度

数値の
更新時期

速報性 主担当府省庁
ＫＰＩの
把握手段

4 1

建設業許可業者の社会保険への
加入率

公共事業労務費調査において有
効標本とされる企業数に占める社
会保険にすべて加入している企業
数の割合

毎年度、建設業許可業
者の社会保険加入率を
調査・公表することで、
技能労働者の処遇改善
を促進

97％
（2017年10月時点）

100％
（2019年度）

毎年度 4月頃 前年10月
時点の数
値を把握

国土交通省 公共事業労務
費調査

4 1

国及び都道府県における週休２
日工事の導入

①国土交通省において発注する
直轄工事
②47都道府県が発注する工事
のそれぞれにおいて、週休２日工
事を含む発注をすること

週休２日工事を通じて働
き方改革を促進

　①1/1
②41/47
（2017年12月時点）

①1/1
②47/47
（2019年度）

毎年度 毎年12月頃 前年度末
の数値を
数ヶ月後に
把握

国土交通省 入札契約適正
化法等に基づ
く実施状況調
査

4 1

建設キャリアアップシステムへの
建設技能者の加入数

建設キャリアアップシステムに登
録している技能者数

システムの加入促進を
図るとともに、建設技能
者の能力評価制度の構
築等を通じて建設技能
者の処遇改善を促進

なし

※システム運用開
始前のため実績値
なし

100％
（2023年度末）

毎年度 第一四半期 前年度末
の数値を
数ヶ月後に
把握

国土交通省 システムの運
営主体から報
告

4 1

女性技術者・技能者数 「労働力調査」から算定する女性
技術者、技能者数

女性技能者・技術者数
の増加基調が維持され
ているかの確認

約10万人
（2014年時点）

2019年を目途に
2014年比で倍増
を目指す

１年に１回程
度

２月末頃 前年１年間
の平均

国土交通省 労働力調査
（総務省）

4 2

建設技能者の処遇改善を図りつ
つ、建設市場の労働需要に応え
られる建設技能者の確保

（「労働力調査」から算定する技能
者数）
（建設キャリアアップシステムに登
録している技能者数）
（「学校基本調査」から算定する入
職数）
（「賃金構造基本統計調査」から算
定する年間賃金支給額）
等

（毎年、左欄の値を集
計）

- - - - - 国土交通省 （労働力調査
（総務省））
（学校基本調
査（文部科学
省））
（賃金構造基
本統計調査」
（厚生労働
省））
（建設キャリア
アップシステ
ムの運営主体
から報告）
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社会資本整備等分野のＫＰＩ
　１．公共投資における効率化・重点化と担い手確保
項目
番号

階層 ＫＰＩ ＫＰＩの定義等
進捗管理、評価・点検

の視点
計画開始時の直近
の数値（時点）

目標(値)
（達成時期）

数値の
更新頻度

数値の
更新時期

速報性 主担当府省庁
ＫＰＩの
把握手段

5 1

「政策評価に関する基本計画」に
定められた評価対象となる個別
公共事業の事前評価・事後評価
の実施率（直轄事業・補助事業）

「政策評価に関する基本計画」に
定められた評価対象となる個別公
共事業の事前評価・事後評価の
実施率（直轄事業・補助事業）

事業評価の適切な実施
状況を把握

100%
（2018年3月時点）

100％
（毎年度）

毎年度 年度末 当該年度
の実施率
を把握

国土交通省 政策評価法に
基づく公共事
業の事業評価
の実施過程

5 2

社会資本整備重点計画において
設定されている重点施策の達成
状況を測定するための指標と同じ

社会資本整備重点計画に記載し
ている重点目標達成のための重
点施策の進捗状況を把握

ストック効果の最大化を
図る社会資本整備の推
進のため、機能の最大
化、高度化、多機能化
（賢く使う）や、経済成
長、生活の質の向上、
国土強靱化等による安
全・安心の確保等の分
野への選択と集中といっ
た、社会資本整備重点
計画に基づく持続的な
整備を図る。

- -
毎年度 毎年度

- 関係省庁 関係省庁調査

6 1

包括的民間委託をテーマにした
勉強会等への参加自治体数

包括的民間委託をテーマにした勉
強会等への参加自治体数

包括的民間委託をテー
マにした勉強会等への
参加自治体数により、そ
の進捗を管理

11者
（2018年3月時点）

2020年度末まで
に20者

１年に１回程
度

未定 １年以内 国土交通省 国土交通省調
査

6 2

包括的民間委託を導入した累積
自治体数

包括的民間委託を導入した累積
自治体数

包括的民間委託を導入
した累積自治体数によ
り、その進捗を管理

- 毎年度増加 １年に１回程
度

未定 １年以内 国土交通省 国土交通省調
査

6 1

新技術の現場試行累積数 インフラメンテナンスに係る新技術
の現場試行累積数

インフラメンテナンスに
係る新技術の現場試行
累積数により、その進捗
を管理

17技術
（2018年12月時点）

毎年度増加 公表の都度 公表の都度 公表の都
度

国土交通省 国土交通省調
査

6 1

インフラメンテナンス国民会議に
参加する会員数

インフラメンテナンス国民会議に参
加する会員数

インフラメンテナンス国
民会議に参加する会員
数により、その進捗を管
理

1596者
（2018年12月時点）

2020年末までに
2000者

公表の都度 公表の都度 公表の都
度

国土交通省 国土交通省調
査
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社会資本整備等分野のＫＰＩ
　１．公共投資における効率化・重点化と担い手確保
項目
番号

階層 ＫＰＩ ＫＰＩの定義等
進捗管理、評価・点検

の視点
計画開始時の直近
の数値（時点）

目標(値)
（達成時期）

数値の
更新頻度

数値の
更新時期

速報性 主担当府省庁
ＫＰＩの
把握手段

6 2

国内の重要インフラ・老朽化イン
フラの点検・診断などの業務にお
いて、一定の技術水準を満たした
ロボットやセンサーなどの新技術
等を導入している施設管理者の
割合

国内の重要インフラ・老朽化インフ
ラの点検・診断などの業務におい
て、一定の技術水準を満たしたロ
ボットやセンサーなどの新技術等
を導入している施設管理者の割合

新技術等を導入してい
る施設管理者の割合に
より、その進捗を管理

- 2020年頃までに
20％

2年に１回程
度

未定 １年以内 関係省庁 関係省庁調査

7 1

インフラ所管省による効率化の効
果を含めたインフラ維持管理・更
新費見通しの公表

効率化の効果を含めたインフラ維
持管理・更新費見通しの公表した
インフラ所管省

効率化の効果を含めた
インフラ維持管理・更新
費見通しの公表状況に
より進捗を管理

国土交通省所管施
設及び学校施設が
公表済（2018年12
月時点）

2020年度末まで
に100％

公表の都度 公表の都度 公表の都
度

関係省庁 関係省庁調査

7 2

総合管理計画において効率化の
効果を含めたインフラ維持管理・
更新費見通しを公表した累積地
方自治体数

総合管理計画において効率化の
効果を含めたインフラ維持管理・
更新費見通しを公表した累積地方
自治体数

効率化の効果を含めた
インフラ維持管理・更新
費見通しの公表状況に
より進捗を管理

- 毎年度増加 毎年１回 毎年10月頃
（予定）

公表年の
前年度末
時点の状
況を調査
し、公表

総務省 総務省調査
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社会資本整備等分野のＫＰＩ
　１．公共投資における効率化・重点化と担い手確保
項目
番号

階層 ＫＰＩ ＫＰＩの定義等
進捗管理、評価・点検

の視点
計画開始時の直近
の数値（時点）

目標(値)
（達成時期）

数値の
更新頻度

数値の
更新時期

速報性 主担当府省庁
ＫＰＩの
把握手段

8
9

1

総合管理計画の見直し策定率 個別施設計画を踏まえて総合管
理計画の見直し・充実を行った団
体数

個別施設計画を踏まえ
て総合管理計画の見直
し・充実を行う取組の進
捗を評価

- 2021年度末まで
に100％

毎年１回 毎年10月頃
（予定）

前年度の
数値を把
握

総務省 総務省調査

関係省庁調査

8
9

1

個別施設計画の策定率 - 公共施設のストック適正
化の基本となる個別施
設計画については、そ
れらを策定した地方公
共団体数等により、その
進捗を管理する。

学校施設：7%、社
会教育施設：11%、
文化施設：13%、ス
ポーツ施設：14%、
水道：75%、福祉施
設：23%、医療施
設：10%、農業水利
施設：69%、農道：
36%、農業集落排
水施設：42%、林道
施設：33%、治山施
設：60%、地すべり
防止施設：21%、漁
港施設：80%、漁場
の施設：75%、漁業
集落環境施設：
18%、道路（橋梁）：
73%、道路（トンネ
ル）：36%、河川：
89%、ダム：79%、砂
防：79%、海岸：
39%、下水道：70%、
港湾：100%、空港：
100%、鉄道：100%、
自動車道：48%、航
路標識：100%、公
園：93%、公営住
宅：89%、官庁施
設：97%、一般廃棄
物処理施設：42%、
（2018年3月末時
点）

2020年度末まで
に100％

毎年度 10月頃 前年度末
の数値を6
か月後に
把握

関係省庁
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社会資本整備等分野のＫＰＩ
　１．公共投資における効率化・重点化と担い手確保
項目
番号

階層 ＫＰＩ ＫＰＩの定義等
進捗管理、評価・点検

の視点
計画開始時の直近
の数値（時点）

目標(値)
（達成時期）

数値の
更新頻度

数値の
更新時期

速報性 主担当府省庁
ＫＰＩの
把握手段

8
9

2

施設の集約化・複合化等の計画
数・実施数

施設の集約化・複合化等の計画
数・実施数

地方公共団体が行う公共
施設の集約化・複合化等
について、その進捗を管
理

- 進捗状況をモニ
ターする

毎年１回 １０月頃 前年度の
数値を把
握

関係省庁 関係庁省調査

政策
目標

指標

　 i-Constructionについて、調査・
測量から設計、施工、検査、維持
管理・更新までの全ての建設生
産プロセスにおける建設現場の
生産性を2025年度までに2割向上
することを目指す

ICT土工等の各施策の効果発現
状況

各施策の推進による生
産性向上の状況を把握

ICT土工：31.2％の
時間短縮効果
（2018年6月）

調査・測量から
設計、施工、検
査、維持管理・
更新までの全て
の建設生産プロ
セスにおける建
設現場の生産性
を2025年度まで
に2割向上するこ
とを目指す

毎年度 毎年度夏頃 前年度の
効果

国土交通省 企業へのアン
ケート

政策
目標

指標

　また、インフラメンテナンスにつ
いて、予防保全型のメンテナンス
の推進等により、中長期のトータ
ルコストの抑制を目指す

「インフラ所管省による効率化の効
果を含めたインフラ維持管理・更
新費見通しの公表」及び「総合管
理計画において効率化の効果を
含めたインフラ維持管理・更新費
見通しを公表した累積地方自治体
数」と同じ

同左 同左 同左 同左 同左 同左 同左 同左
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社会資本整備等分野のＫＰＩ
　２．ＰＰＰ／ＰＦＩの推進
項目
番号

階層 ＫＰＩ ＫＰＩの定義等
進捗管理、評価・点検

の視点
計画開始時の直近
の数値（時点）

目標(値)
（達成時期）

数値の
更新頻度

数値の
更新時期

速報性 主担当府省庁
ＫＰＩの
把握手段

10
11

1

優先的検討規程に基づき新たな
ＰＰＰ/ＰＦＩ事業の検討を実施した
団体数

優先的検討規程の策定後、規程
に基づき新たなPPP/PFI事業の検
討を実施した地方公共団体等の
数（※規程の策定以前に検討を開
始していた事業のみを有する団体
は計上対象外）

PPP/PFIの推進に向け
た優先的検討の取組を
評価

19団体（2017年度
末）

47団体（2019年
度末）

毎年度調査 夏頃予定 前年度末
の数値を
把握

内閣府 アンケート

10
12

1

地域プラットフォーム(ブロックプ
ラットフォームを含む)を活用して
PPP/PFI事業の導入可能性調査
等を実施した地方公共団体数

平成30年度から平成32年度の3年
間で地域プラットフォームに参画し
た地方公共団体等のうち、
PPP/PFI事業の導入可能性調査
等を実施した地方公共団体の数

PPP/PFIの推進に向け
た地域プラットフォーム
の取組を評価

今年度より集計 200団体（2018年
度から2020年
度）

毎年度調査 夏頃予定 前年度末
の数値を
把握

内閣府 アンケート

10
12

1

地域プラットフォーム(ブロックプ
ラットフォームを含む)に参画する
地方公共団体数

平成30年度から平成32年度の3年
間で地域プラットフォームに参画し
た地方公共団体等の数

PPP/PFIの推進に向け
た地域プラットフォーム
の取組を評価

今年度より集計 600団体（2018年
度から2020年
度）

毎年度調査 夏頃予定 前年度末
の数値を
把握

内閣府 アンケート

10
11
12

2

コンセッション事業(ＰＰＰ／ＰＦＩ推
進アクションプランにおける重点
分野)、収益型事業及び公的不動
産利活用事業の導入件数

コンセッション事業(ＰＰＰ／ＰＦＩ推
進アクションプランにおける重点分
野)、収益型事業及び公的不動産
利活用事業の導入件数

PPP/PFI事業の進捗を
モニターするために、
PPP/PFIの導入件数、
事業総額により進捗を
管理する。

- 「ＰＰＰ／ＰＦＩ推
進アクションプラ
ン」に同じ

毎年度調査 12月頃 前年度末
の数値を
把握

内閣府 アンケート等
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社会資本整備等分野のＫＰＩ
　２．ＰＰＰ／ＰＦＩの推進
項目
番号

階層 ＫＰＩ ＫＰＩの定義等
進捗管理、評価・点検

の視点
計画開始時の直近
の数値（時点）

目標(値)
（達成時期）

数値の
更新頻度

数値の
更新時期

速報性 主担当府省庁
ＫＰＩの
把握手段

政策
目標

指標

2013年度～2022年度の10年間で
のPPP／PFIの事業規模（契約期
間中の総収入）21兆円を目指す

PPP／PFIの事業規模（契約期間
中の総収入）

PPP/PFI事業の進捗を
モニターするために、
PPP/PFIの導入件数、
事業総額により進捗を
管理する。

- 21兆円（2022年
度末）

毎年度調査 12月頃 前年度末
の数値を
把握

内閣府 アンケート等
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社会資本整備等分野のＫＰＩ
　３．人口減少時代に適応したまちづくり
項目
番号

階層 ＫＰＩ ＫＰＩの定義等
進捗管理、評価・点検

の視点
計画開始時の直近
の数値（時点）

目標(値)
（達成時期）

数値の
更新頻度

数値の
更新時期

速報性 主担当府省庁
ＫＰＩの
把握手段

14 1

立地適正化計画を作成した市町
村数

立地適正化計画を作成し、公表し
た市町村の数

市町村の取組を支援す
ることにより、立地適正
化計画の作成・実施を
促進する。立地適正化
計画を作成する市町村
により、その進捗を管理
する。

177市町村
（2018年８月末時
点）

300市町村
（2020年末）

随時（パブリッ
クコメントの開
始、計画の公
表など市町村
の計画作成の
進捗状況を常
時把握し、即
時的に国交省
HPにて公表）

随時（パブリッ
クコメントの開
始、計画の公
表など市町村
の計画作成の
進捗状況を常
時把握し、即
時的に国交省
HPにて公表）

随時（パブ
リックコメン
トの開始、
計画の公
表など市
町村の計
画作成の
進捗状況
を常時把
握し、即時
的に国交
省HPにて
公表）

国土交通省 国土交通省調
査

14 2

立地適正化計画に位置付けられ
た誘導施設について、市町村全
域に存する当該施設数に対して、
都市機能誘導区域内に立地する
当該施設数の占める割合が維持
又は増加している市町村数

立地適正化計画において、誘導施
設と位置付けられた施設につい
て、都市機能誘導区域内にある数
を市町村全域に存する数で除して
算出した値が、前年比で維持又は
増加している市町村の数

市町村の取組を支援す
ることにより、立地適正
化計画の作成・実施を
促進する。立地適正化
計画を作成する市町村
数及び施策効果の発現
状況により、その進捗を
管理する。

評価対象100都市
中63都市
（2018年）

評価対象都市の
2/3
（2020年）

1年に1回程度 年度末頃 毎年度初
めを目途
に、前年実
績値を踏ま
えた進捗を
公表

国土交通省 国土交通省調
査

15 1

地域公共交通網形成計画の策定
件数

地域公共交通活性化再生法に基
づく、地域公共交通網形成計画の
策定件数

地方公共団体における
取組の支援を通じて、地
域公共交通網計画の策
定・実施を促進する。

433件
（2018年10月末時
点）

500件
（2020年度末）

毎月 毎月 毎月の数
値を翌月
中に把握

国土交通省 国土交通省が
運輸局等に照
会

15 2

地方部（三大都市圏を除く地域）
における乗合バス及び地域鉄道
の輸送人員

地方部（三大都市圏を除く地域）に
おける乗合バス及び地域鉄道の
輸送人員の減少率を毎年低下

地域公共交通網形成計
画の策定・実施を通じ
て、地方部における公共
交通輸送人員の減少率
を低下させる。

減少率1.0%
（2015年から2016
年）

減少率を毎年低
下

毎年 各統計発表時
期

毎年の数
値を統計
発表時期
に把握

国土交通省 国土交通省
「自動車輸送
統計年報」
国土交通省
「鉄道統計年
報」・鉄道局資
料

16 1

都市計画道路の見直しの検討に
着手した市町村数の割合

未着手都市計画道路（幹線街路）
を有する市町村について、都市計
画道路の見直し（必要性等の検
証）の状況が、
　①検証を完了
　②検証中
　③検証に着手する時期を確定
のいずれかに該当する市町村数

都市計画道路の見直し
の進捗状況を評価

86.4%
（2017年３月末時
点）

100%
（2023年度末）

毎年度 4月頃 前年3月末
時点

国土交通省 国土交通省が
各市町村に照
会
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16 2

都市計画道路の見直しを行った
市町村数の割合

未着手都市計画道路（幹線街路）
を有する市町村について、都市計
画道路の見直し（必要性等の検
証）の状況が、
　①検証を完了
　②検証中
のいずれかに該当する市町村数

都市計画道路の見直し
の進捗状況を評価

80.9%
（2017年３月末時
点）

90%
（2023年度末）

毎年度 4月頃 前年3月末
時点

国土交通省 国土交通省が
各市町村に照
会

17 1

空き家・空き店舗等の再生による
新たな投資

2017年12月の法改正により創設さ
れた小規模不動産特定共同事業
における出資総額

実態調査にて進捗状況
について毎年度調査す
るとともに、好事例の全
国展開により、小規模不
動産特定共同事業によ
る遊休不動産等の再生
を促進。

0円
（2017年度）
※施行直後のため

約500億円
（2017年から
2022年までの
間）

毎年度 5月頃 年度末時
点

国土交通省 不動産証券化
の実態調査

17 1

空家等対策計画を策定した市区
町村数の割合

空家等対策計画を策定した市区
町数の全市区町村数に対する割
合

空家等対策の推進に関
する特別措置法に基づ
いた空き家対策を総合
的・計画的に実施する市
区町村の取組を評価。

3％
（2016年３月末時
点）

おおむね8割
（2025年末）

年2回 ①6月頃
②12月頃

①3月末の
数値を6月
頃把握
②10月1日
時点の数
値を12月
頃把握

国土交通省 国土交通省が
全市区長村を
対象に調査を
実施。

17 1

低未利用土地権利設定等促進計
画の作成件数

低未利用土地権利設定等促進計
画の作成数

市町村の取組を支援す
ることにより、低未利用
土地権利設定等促進計
画の作成を促進し、計画
作成数によって、進捗を
管理する。

０件 約35件
（2023年度末）

随時（市町村
の計画作成の
進捗状況を随
時把握）

随時（市町村
の計画作成の
進捗状況を随
時把握）

随時（市町
村の計画
作成の進
捗状況を
随時把握）

国土交通省 国土交通省調
査

17 1

立地誘導促進施設協定の締結数 立地誘導促進施設協定の締結数 市町村等の取組を支援
することにより、立地誘
導促進施設協定の締結
を促進し、協定締結数に
よって、進捗を管理す
る。

０件 約25件（2023年
度末）

随時（協定締
結の進捗状況
を随時把握）

随時（協定締
結の進捗状況
を随時把握）

随時（協定
締結の進
捗状況を
随時把握）

国土交通省 国土交通省調
査
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17 1

不動産価格指数を掲載するホー
ムページのアクセス件数

不動産価格指数を掲載するホー
ムページのアクセス件数

進捗状況について、適
時調査するとともに、官
民データを活用した賃料
等の不動産情報基盤の
充実により、アクセス件
数の増加を促進する。

106,000件
（2016年度）

125,000件
（2020年度）

毎年度 6月頃 年度末時
点

国土交通省 国交省におい
てアクセス件
数を把握

17 1

インスペクションを受けた既存住
宅売買瑕疵保険の加入割合

分子：既存住宅売買瑕疵保険の
申請戸数
分母：既存住宅の流通戸数（年
間）

中心市街地の土地・資
産の流動性を高めて有
効利用を進め、投資や
円滑な買換を促すため、
不動産情報の充実等に
より既存住宅等の流通
を活性化する。施策効
果の発現状況をKPIによ
り、確認していく。

5％
（2014年時点）

20%
（2025年）

５年に１度 2020年３月頃 2018年の
数値を
2020年３月
頃把握

国土交通省 住宅・土地統
計調査（総務
省）

17 2

賃貸・売却用等以外の「その他空
き家」数

全国の空き家のうち、「賃貸用」
「売却用」「二次的利用（別荘等）」
以外の人が住んでいない住宅の
数

空き家を賃貸、売却、他
用途に活用するととも
に、計画的な空き家の
解体・撤去を推進し、空
き家の増加を抑制する
取組の進捗状況を評価

318万戸
（2013年）

（500万戸に増加
すると予想され
ているところ）400
万戸程度に抑え
る
（2025年）

５年に１度 2020年３月頃 2018年の
数値を
2020年３月
頃把握

国土交通省 住宅・土地統
計調査（総務
省）

17 2

既存住宅流通の市場規模 土地と家屋を含めた消費者の既
存住宅の購入価額と既存住宅の
流通戸数（年間）を掛け合わせた
もの

中心市街地の土地・資
産の流動性を高めて有
効利用を進め、投資や
円滑な買換を促すため、
不動産情報の充実等に
より既存住宅等の流通
を活性化する。施策効
果の発現状況をKPIによ
り、確認していく。

４兆円
（2013年）

８兆円
（2025年）

５年に１度 2020年３月頃 2018年の
数値を
2020年３月
頃把握

国土交通省 住宅・土地統
計調査（総務
省）

17 1

固定資産台帳の更新状況 統一的な基準により整備した固定
資産台帳を更新した地方公共団
体数

毎年度、財務書類の作
成にあたって必要となる
固定資産台帳の更新状
況を評価

－

※2016年３月末時
点では、
95.3％の団体にお
いて整備済み

100％
（毎年度）

毎年度 毎年７月頃 前年度末
時点の数
値を把握

総務省 財務書類の作
成状況等に関
する調査

17 2

国有地の定期借地件数 ― 国有地の定期借地件数
により、国公有財産の有
効活用の進捗を管理す
る。

109件
（2017年度末）

目標は設定せ
ず、モニターする

年に1回程度 4月末頃 1年以内 財務省 財務省調査
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17 1

市区町村等との間で設置した協
議会の数

市区町村等との間で設置している
協議会等の設置件数

市区町村等との間で協
議会等を設置し、地域と
連携した国公有財産の
有効活用を推進する。

75件
（2017年度末）

増加 年に1回程度 4月末頃 1年以内 財務省 財務省調査

17 2

国公有財産の最適利用プランを
策定した数

市区町村等との間で設置している
協議会等において策定した、国公
有財産の最適利用プランの策定
件数

市区町村等との間で設
置している協議会等に
おいて策定した、国公有
財産の最適利用プラン
の策定件数により、国公
有財産の有効活用の進
捗を管理する。

8 件
（2017年年度末）

目標は設定せ
ず、モニターする

年に1回程度 4月末頃 1年以内 財務省 財務省調査

18 1

市町村等の事業実施主体のニー
ズを踏まえて行う、長期相続登記
等未了土地の解消作業に着手し
た数

法務局・地方法務局の相続登記
等未了土地の解消作業の着手予
定の数

法務局・地方法務局の
取組を評価

－ 約140,000筆
（2020年度末）

毎年度 年度上半期 作業を実
施する当
該年度の
数値を把
握

法務省 法務局・地方
法務局からの
報告

18 2

長期相続登記等未了土地が解消
された数

法務局・地方法務局が相続登記
等未了土地の解消作業を実施し
た数

法務局・地方法務局の
取組を評価

0筆
（2018年11月）

毎年度増加 毎年度 年度上半期 前年度の
実績数値
を把握

法務省 法務局・地方
法務局からの
報告

18 1

市町村等の事業実施主体のニー
ズを踏まえて行う、変則的な登記
がされている土地の解消作業に
着手した数

法務局・地方法務局の変則的な登
記がされている土地の解消作業の
着手予定の数

法務局・地方法務局の
取組を評価

0筆
（2018年11月）

約15,000筆
（2020年度末）

毎年度 年度下半期 作業を実
施する当
該年度の
数値を把
握

法務省 法務局・地方
法務局からの
報告

18 2

変則的な登記がされている土地
が解消された数

法務局・地方法務局が変則的な登
記がされている土地の解消作業を
実施した数

法務局・地方法務局の
取組を評価

0筆（2018年11月） 毎年度増加 毎年度 年度上半期 前年度の
実績数値
を把握

法務省 法務局・地方
法務局からの
報告
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18 1

所有者不明土地の収用手続に要
する期間（収用手続きへの移行か
ら取得まで）

土地収用法の規定による事業認
定手続への移行から、所有者不明
土地法の規定による都道府県知
事の裁定までに要する期間

国直轄の事業について
収用手続に要する期間
を調査し、収用手続の円
滑化を推進。

31か月
（2016年度）

21か月
（2019年６月以
降に手続きを開
始したもの）

毎年度
（2024年度以
降）

10月頃（予定） 前年度の
数値を把
握

国土交通省 国土交通省が
起業者を対象
に、調査を実
施

18 2

地域福利増進事業における利用
権の設定数

所有者不明土地法に規定する地
域福利増進事業について、裁定に
より事業者が土地使用権等の取
得に至った件数

所有者不明土地法の規
定に基づく土地使用権
等の設定件数を調査し、
地域福利増進事業の実
施状況を把握することに
より、所有者不明土地の
利用状況を確認。

0件
（2016年度）

累計100件
（2019年６月から
10年間）

毎年度 ７月頃（予定） 前年度ま
での累計
件数を把
握

国土交通省 国土交通省が
都道府県を対
象に、調査を
実施

18 1

新制度による所有者不明農地の
活用面積

平成30年11月16日付けで施行さ
れた農業経営基盤強化促進法等
の一部改正法により新設された手
続で農地中間管理機構に権利が
設定された面積

進捗状況について毎年
度調査を実施。さらに、
優良事例を横展開する
ことにより、更なる活用
を促進する。

－
（新制度のため、
数値なし）

毎年度増加
（2021年度まで）

毎年度 ６月頃 前年度の
数値を把
握

農林水産省 農林水産省
経営局農地政
策課調べ

18 2

全農地面積に占める担い手の利
用面積のシェア

全耕地面積に占める担い手によっ
て利用される農地面積の割合

担い手によって利用される農地面
積の集計対象は、認定農業者、認
定新規就農者、集落営農経営、市
町村基本構想の水準到達者

進捗状況について毎年
度調査・公表するととも
に、実績を踏まえた改善
方策、優良事例の全国
展開等を実施。

55.2％
（2017年度）

８割
（2023年度末）


毎年度 ６月頃 前年度の
数値を把
握

農林水産省 農林水産省
「耕地及び作
付面積統
計」、農林水
産省　経営局
農地政策課調
べ

18 1

新たな制度の下で林地の集積・
集約化に取り組んだ市町村の割
合

市町村森林整備計画策定市町村
のうち、新たな制度の下で意向調
査等に取り組んだ市町村の割合

集積・集約化に関する市
町村の取組の状況を評
価

－
（2019年度からの
新制度のため）

５割
（2019年度）

毎年度 ８月頃（速報
値）
３月頃（確定
値）
※予定

前年度の
数値を把
握

林野庁 林野庁調査

18 2

私有人工林のうち林業経営を実
施する森林として集積・集約化さ
れた面積の割合

私有人工林のうち、森林経営計画
の作成や経営管理権の設定等が
なされた森林等割合

私有林人工林の集積・
集約化の進捗状況を評
価

３割
（2015年度）

５割
（2028年度末）

毎年度 ８月頃（速報
値）
３月頃（確定
値）
※予定

前年度の
数値を把
握

林野庁 林野庁調査
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社会資本整備等分野のＫＰＩ
　３．人口減少時代に適応したまちづくり
項目
番号

階層 ＫＰＩ ＫＰＩの定義等
進捗管理、評価・点検

の視点
計画開始時の直近
の数値（時点）

目標(値)
（達成時期）

数値の
更新頻度

数値の
更新時期

速報性 主担当府省庁
ＫＰＩの
把握手段

政策
目標

指標

市町村の全人口に対して、居住
誘導区域内に居住している人口
の占める割合が増加している市
町村数を、2020年までに評価対
象都市の2/3とすることを目指す

居住誘導区域内に居住する人口を市
町村の全人口で除して算出した値
が、前年比で増加している市町村の
数

市町村の取組を支援す
ることにより、立地適正
化計画の作成・実施を
促進する。立地適正化
計画を作成する市町村
数及び施策効果の発現
状況により、その進捗を
管理する。

評価対象63都市中
44都市
（2018年）

評価対象都市の
2/3
（2020年）

1年に1回程度 年度末頃 毎年度初
めを目途
に、前年実
績値を踏ま
えた進捗を
公表

国土交通省 国土交通省調
査
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地方行財政改革・分野横断的な取組のＫＰＩ
　１．持続可能な地方行財政基盤の構築
項目
番号

階層 ＫＰＩ ＫＰＩの定義等
進捗管理、評価・点検

の視点
計画開始時の直近
の数値（時点）

目標(値)
（達成時期）

数値の
更新頻度

数値の
更新時期

速報性 主担当府省庁
ＫＰＩの
把握手段

以下の汎用性のある先進的な改
革に取り組む市町村数

- - － － － － －

　・窓口業務のアウトソーシング 1-1：335団体
（2017.4現在）

1-1：416団体以
上
（2020年度）

毎年１回程度 当該年度内 当該年度4
月1日時点

総務省 総務省調査

　・総合窓口の導入 1-2：214団体
（2017.4現在）

1-2：370団体以
上
（2020年度）

毎年１回程度 当該年度内 当該年度4
月1日時点

総務省 総務省調査

　・庶務業務の集約化 2   ：421団体
（2017.4現在）

2：471団体以上
（2020年度）

毎年１回程度 当該年度内 当該年度4
月1日時点

総務省 総務省調査

1 1

標準委託仕様書等を参考にする
自治体数

窓口業務等の標準委託仕様書等
に基づく民間委託検討状況

窓口業務の民間委託導
入を検討する際、又は、
契約更新の際に標準委
託仕様書等を参考にす
る自治体数を用いて検
証

69（2018年10月時点） 100（2019年度末
時点）

毎年度 当該年度末 前年度末の
数値を把握

総務省 総務省調査

1 1

モデル自治体等において標準委
託仕様書等を参考に窓口業務の
委託を実施した自治体数、窓口業
務の委託により業務の効率化が
図られたとする自治体数

窓口業務等の民間委託が適切に
実施されているか、標準委託仕様
書等を参考に窓口業務の民間委
託を実施したことにより業務の効
率化が図られているか

モデル自治体及び標準
委託仕様書等を参考に
する自治体をフォロー
アップし、民間委託を実
施した自治体数を用い
て検証、窓口業務の民
間委託により業務の効
率化が図られたと評価し
ている自治体数を用い
て検証

1（2018年9月時
点）
（委託により業務
の効率化が図られ
たとする自治体数
については今後把
握していく）

2019年度末ま
でに設定

毎年度 当該年度末 前年度末
の数値を
把握

総務省 総務省調査

1 2

各団体のBPRによる業務改革の
効果把握を図るための指標
※全国一律の効果指標設定は困
難であり、団体毎に手法に応じた
歳出効率化効果等（業務コスト
（金額）、処理手続時間等）を把握
し、公表

業務改革による歳出効率化の成
果

どの程度の地方自治体
がどのような改革に取
組み、どのような成果を
挙げたかについて、業
務改革実施後の実績
ベースで把握できる歳
出効率化効果等を公表

－ － 毎年１回程度 当該年度内 当該年度4
月1日時点 総務省 総務省調査

1 2

基準財政需要額の算定への反映
を開始した対象業務

トップランナー方式の取組の進捗
状況

基準財政需要額への反
映を開始した対象業務
数により、取組の進捗を
検証

18業務について導
入（2018年度）

検討対象とされ
た23業務のう
ち,窓口業務へ
の導入につい
て、検討。

毎年1回 毎年8月末ま
で

直近の数
値を把握

総務省 －

1 2

歳出効率化の成果
※どの程度の地方自治体がどの
ような改革に取り組み、どのような
成果をあげたか

どの程度の地方自治体がどのよう
な改革に取組み、どのような成果
を挙げたか

事後的に検証
（トップランナー方式の
対象業務について、業
務改革を行っている地
方自治体数など　※自
治体の成果の測定方法
については、今後検
討。）

－ － 今後検討 今後検討 今後検討 総務省 総務省調査

1 1

窓口業務のアウトソーシングなど汎用
性のある先進的な改革に取り組む自
治体の取組状況

窓口業務のアウトソーシ
ング、総合窓口の導入、
庶務業務の集約化に取
り組む市町村数を用い
てフォローアップ
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地方行財政改革・分野横断的な取組のＫＰＩ
　１．持続可能な地方行財政基盤の構築
項目
番号

階層 ＫＰＩ ＫＰＩの定義等
進捗管理、評価・点検

の視点
計画開始時の直近
の数値（時点）

目標(値)
（達成時期）

数値の
更新頻度

数値の
更新時期

速報性 主担当府省庁
ＫＰＩの
把握手段

2 1

経営戦略の策定率 公営企業のうち、中長期的な経営
の基本計画である経営戦略を策
定済の事業の割合

経営戦略（※）の策定率
で検証
（※）「公営企業の経営
に当たっての留意事項
について」（平成26年8月
総務省通知）による

47.9％
（2018年3月末時
点）

2020年度まで
に対象団体の
100％

毎年1回 毎年8月頃 前年度末
時点の数
値を把握

総務省 総務省調査

2 1

収支赤字事業数 公営企業のうち、各年度の決算に
おいて収支が赤字となっている事
業数

各年度の決算における
収支赤字事業の減少数
で検証

938事業
（2017年度決算）

2017年度決算
（938事業）より
減少

毎年1回 毎年9月頃 前年度の
数値を把
握

総務省 総務省調査

2 2

公営企業が必要なサービス水準
の確保を前提として取り組む経営
健全化の成果を測る指標（収支
（改善の方向）、繰出金（抑制の方
向））

各年度の決算における収支・繰出
金の状況

収支・繰出金の状況に
より、公営企業会計の経
営効率化の取組状況を
検証

収支：9,028億円
繰出金：2.9兆円
（2017年度決算）

－ 毎年1回 毎年9月頃 前年度の
数値を把
握

総務省 総務省調査

3 1

現行ロードマップの重点事業にお
ける公営企業会計の適用自治体
数（人口３万人以上）
※　2018年内に策定する新たな
ロードマップを踏まえ、適切な指標
を設定

重点事業である下水道事業及び
簡易水道事業における自治体ごと
の公営企業会計の適用状況

下水道事業・簡易水道
事業における公営企業
会計の適用自治体の割
合で検証

下水道（※）
適用済 　 45.5%
適用予定 53.9%
計　　　　　99.4%
簡易水道
適用済　  64.6%
適用予定 31.2%
計　　　　　95.8%
（2018年4月時点）
※ 公共下水道及
び流域下水道に限
る

（人口３万人以
上の自治体）
2020年度予算
から対象自治
体の100％
人口３万人未
満の自治体に
ついては進捗
検証

毎年1回 毎年8月頃 各年度の4
月1日時点
の数値を
把握

総務省 総務省調査

3 2

公営企業が必要なサービス水準
の確保を前提として取り組む経営
健全化の成果を測る指標（収支
（改善の方向）、繰出金（抑制の方
向））【再掲】

各年度の決算における収支・繰出
金の状況

収支・繰出金の状況に
より、公営企業会計の経
営効率化の取組状況を
検証

収支：9,028億円
繰出金：2.9兆円
（2017年度決算）

－ 毎年1回 毎年9月頃 前年度の
数値を把
握

総務省 総務省調査

4 1

水道：広域連携に取り組むこととし
た市町村数

公営企業の抜本的な改革（広域化
等）の進捗状況

広域連携に取り組むこと
とした市町村数で検証

174市町村
（2016年度末時
点）

増加,進捗検証 毎年1回 毎年9月頃 前年度末
時点の数
値を把握

厚生労働省、
総務省

厚生労働省調
査

4 1

下水道：広域化に取り組むこととし
た地区数（着手または完了した地
区数）

公営企業の抜本的な改革（広域化
等）の進捗状況

広域化に取り組むことと
した地区数で検証

740箇所
（2016年度末時
点）

増加,進捗検証 毎年１回 毎年10月頃 前年度末
時点の数
値を把握

国土交通省、
農林水産省、
環境省、総務
省

国土交通省、
農林水産省、
環境省調査
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地方行財政改革・分野横断的な取組のＫＰＩ
　１．持続可能な地方行財政基盤の構築
項目
番号

階層 ＫＰＩ ＫＰＩの定義等
進捗管理、評価・点検

の視点
計画開始時の直近
の数値（時点）

目標(値)
（達成時期）

数値の
更新頻度

数値の
更新時期

速報性 主担当府省庁
ＫＰＩの
把握手段

4 2

公営企業が必要なサービス水準
の確保を前提として取り組む経営
健全化の成果を測る指標（収支
（改善の方向）、繰出金（抑制の方
向））【再掲】

各年度の決算における収支・繰出
金の状況

収支・繰出金の状況に
より、公営企業会計の経
営効率化の取組状況を
検証

収支：9,028億円
繰出金：2.9兆円
（2017年度決算）

－ 毎年1回 毎年9月頃 前年度の
数値を把
握

総務省 総務省調査

5 1

再編・ネットワーク化や地方独立
行政法人化、指定管理者制度の
導入等に係る新公立病院改革プ
ランを策定した病院数及びそれら
の取組を実施した病院数

各地方自治体が策定した新公立
病院改革プランにおける、再編・
ネットワーク化、経営形態の見直し
等の進捗状況

新公立病院改革プラン
への記載及び実施病院
数で検証

再編・ネットワーク
化　記載91病院、
実施36病院
地方独立行政法
人化　記載15病
院、実施9病院
指定管理　記載9
病院、実施7病院
（2018年3月末時
点）

増加、進捗検
証

毎年1回 毎年8月頃 前年度末
時点の数
値を把握

総務省 総務省調査

5 2

公営企業が必要なサービス水準
の確保を前提として取り組む経営
健全化の成果を測る指標（収支
（改善の方向）、繰出金（抑制の方
向））【再掲】

各年度の決算における収支・繰出
金の状況

収支・繰出金の状況に
より、公営企業会計の経
営効率化の取組状況を
検証

収支：9,028億円
繰出金：2.9兆円
（2017年度決算） －

毎年1回 毎年9月頃 前年度の
数値を把
握

総務省 総務省調査

6 1

経営健全化のための方針の策
定・公表率

第三セクター等の経営健全化のた
めの方針を策定済の自治体の割
合

第三セクター等の経営
健全化のための方針を
策定済の自治体の割合
で検証

－ 2018年度まで
に100%

毎年１回 毎年6月頃 前年度末
時点の数
値を把握

総務省 総務省調査

6 2

第三セクター等に対する財政支援
額（補助金、損失補償、債務保
証）

第三セクター改革の成果 前年度決算における第
三セクター等に対する財
政支援額（補助金、損失
補償、債務保証）で検証

補助金：2,792億円
損失補償、債務保
証：3.2兆円
（2016年度決算）

減少 毎年1回 毎年12月頃 前年度の
数値を把
握

総務省 総務省調査

7 1

地方財政計画上の各歳入・歳出
項目と決算の差額及び対応関係
について見える化

地方財政計画上の各歳入・歳出
項目と決算の差額及び対応関係
について見える化

見える化の実施 － 地方財政計画
上の各歳入・歳
出項目と決算
の差額及び対
応関係につい
て見える化

毎年１回 今後検討 直近の状
況を把握

総務省 －
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地方行財政改革・分野横断的な取組のＫＰＩ
　１．持続可能な地方行財政基盤の構築
項目
番号

階層 ＫＰＩ ＫＰＩの定義等
進捗管理、評価・点検

の視点
計画開始時の直近
の数値（時点）

目標(値)
（達成時期）

数値の
更新頻度

数値の
更新時期

速報性 主担当府省庁
ＫＰＩの
把握手段

8 1

地方単独事業（ソフト）の決算情報
の全国の状況を「見える化」

地方単独事業（ソフト）の決算情報
の全国の状況を「見える化」

各団体の決算情報をも
とに地方単独事業（ソフ
ト）の決算情報の全国の
状況を総務省において
「見える化」

－ 決算情報の全
国の状況を把
握し、公表

毎年１回 今後検討 直近の状
況を把握

総務省 －

8 2

「見える化」された情報を財政運
営の参考とした地方公共団体数

「見える化」された全国の地方単独
事業（ソフト）の決算情報を自団体
の財政運営の参考とした地方公共
団体の数

財政運営の参考とした
地方公共団体の数で検
証

－ 増加,進捗検証 毎年１回 今後検討
前年度の
数値を把
握

総務省 総務省調査

9 1

統一的な様式で公表した地方公
共団体数

地方公共団体の基金の状況につ
いて統一的な様式で公表する取組
の進捗状況

基金の考え方・増減の
理由・今後の方針に関
し、総務省が示す統一
的な様式によって公表し
た地方公共団体数

－ 増加、進捗検
証

毎年１回 毎年３月頃
（予定）

前年度末
の数値を
把握

総務省 総務省調査

9 2

一覧化された情報を財政運営の
参考とした地方公共団体数

地方公共団体の基金の状況につ
いて一覧化した情報を財政運営の
参考とした取組の進捗状況

基金の状況について一
覧化した情報を財政運
営の参考とした地方公
共団体数

－ 増加、進捗検
証

毎年１回 今後検討
前年度の
数値を把
握

総務省 総務省調査

10 1

統一的な基準による地方公会計
の情報について、比較可能な形で
分析・公表した地方公共団体数

統一的な基準による財務書類等
の情報について、総務省が照会
し、とりまとめる様式により、比較
可能な形で分析・公表した地方公
共団体数

総務省が示す比較可能
な様式により、分析・公
表した地方公共団体数
で検証

－ 増加、進捗検
証

毎年1回 今後検討 前年度末
の数値を
把握

総務省 総務省調査

10 2

統一的な基準による地方公会計
を資産管理向上に活用した地方
公共団体数

地方公会計の活用への取組の進
捗状況

統一的な基準による地
方公会計を活用した地
方自治体数で検証

649団体
（2018年3月時点）

増加、進捗検
証

毎年1回 毎年6月頃 前年度末
の数値を
把握

総務省 総務省調査
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地方行財政改革・分野横断的な取組のＫＰＩ
　１．持続可能な地方行財政基盤の構築
項目
番号

階層 ＫＰＩ ＫＰＩの定義等
進捗管理、評価・点検

の視点
計画開始時の直近
の数値（時点）

目標(値)
（達成時期）

数値の
更新頻度

数値の
更新時期

速報性 主担当府省庁
ＫＰＩの
把握手段

11 1

住民一人当たり行政コスト等を
「見える化」した地方公共団体数

住民一人当たり行政コスト等の財
政情報について、「見える化」を
行った地方公共団体の数

住民一人当たり行政コ
スト等の財政情報につ
いて、「見える化」を行っ
た地方公共団体数で検
証

【住民一人当たり
行政コスト】全地方
公共団体（H28年
度決算）
【ストック情報の
「見える化」】８都
道府県11政令市
342市区町村（H28
年度決算）
【e-statの機能向
上】－
【予算・決算の対
比】全都道府県・
全政令市（H28年
度決算）
【基準財政需要額
等の内訳等の公
開】総務省におい
て公表済（H30年
度）

増加、進捗検
証

毎年１回 毎年３月頃 前年度の
数値を把
握

総務省 総務省調査

11 2

「見える化」された情報を財政運
営の参考とした地方公共団体数

「見える化」された財政情報を財政
運営の参考とした取組の進捗状況

「見える化」した住民一
人当たり行政コスト等の
財政情報を財政運営の
参考とした地方公共団
体の数で検証

－ 増加、進捗検
証

毎年１回 今後検討
前年度の
数値を把
握

総務省 総務省調査

12 1

国庫支出金の設定済みパフォー
マンス指標の見える化実施割合

パフォーマンス指標を設定してい
る国庫支出金ごとに、地方自治体
への交付状況や達成状況等につ
いて「見える化」しているものの割
合

進捗状況について毎年
度制度所管府省庁に調
査

93%
（2018年３月時点）

100% 毎年度 毎年度末 調査を実
施する年
度の数値
を把握

内閣府 毎年度制度所
管府省庁に調
査

12 2

パフォーマンス指標を活用し、事
業の点検・改善を行った国庫支出
金の割合

パフォーマンス指標を活用（「見え
る化」・優良事例の横展開、予算
のメリハリ付け等）し、事業の点
検・改善を行ったものの割合

進捗状況について毎年
度制度所管府省庁に調
査

－ 100% 毎年度 毎年度末 調査を実
施する年
度の数値
を把握

内閣府 毎年度制度所
管府省庁に調
査
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地方行財政改革・分野横断的な取組のＫＰＩ
　１．持続可能な地方行財政基盤の構築
項目
番号

階層 ＫＰＩ ＫＰＩの定義等
進捗管理、評価・点検

の視点
計画開始時の直近
の数値（時点）

目標(値)
（達成時期）

数値の
更新頻度

数値の
更新時期

速報性 主担当府省庁
ＫＰＩの
把握手段

13 1

「経済・財政と暮らしの指標『見え
る化』データベース」における、
・月平均アクセス回数
・月平均データダウンロード回数

①月平均アクセス数
　データベースのシステムにおい
て集計されるアクセスログにより把
握される、一か月間のアクセス件
数の、データベース開設当初から
直近までの平均値。

②月平均データダウンロード回数
　　データベースのシステムにおい
て集計されるアクセスログにより把
握される、一か月間にデータダウ
ンロード操作が行われた回数の、
データベース開設当初から直近ま
での平均値。

データベースの利活用
の状況、利活用促進に
向けた取組の成果を評
価。
特に②ダウンロード回数
では、利用者による分析
への集録データの利活
用の状況を評価。

①292件
（2018年8月）

②集計中

増加 毎月 毎月 前月分の
数値を把
握

内閣府 内閣府HPの
システムより
集計。

13 2

「経済・財政と暮らしの指標『見え
る化』データベース」を活用した、
類似団体間の比較等の分析事例
の件数

・データベースを用いた分析事例
についての内閣府HP上での募集
に対して応募のあった分析事例の
件数
・「経済・財政と暮らしの指標『見え
る化』データベース」の名称を出典
や引用元として記載している公表
資料・論文等の件数

データベースの利活用
の状況、利活用促進に
向けた取組の成果につ
いて、データの閲覧やダ
ウンロードに留まらず、
より実際的な調査研究、
情報発信、政策立案等
への活用状況を評価。

0
（2019年3月）

※2019年4月より
事例の募集及び
集計を開始予定

増加 随時 随時 随時、それ
までの累
計事例数
を把握

内閣府 ・内閣府HP上
に設置した投
稿フォームに
より分析事例
の件数を集
計。
・内閣府にお
いて引用例に
関する情報を
随時収集。

14 1

インフラ所管省による効率化の効
果を含めたインフラ維持管理・更
新費見通しの公表

効率化の効果を含めたインフラ維
持管理・更新費見通しの公表した
インフラ所管省

効率化の効果を含めた
インフラ維持管理・更新
費見通しの公表状況に
より進捗を管理

国土交通省所管
施設及び学校施
設が公表済（2018
年12月時点）

2020年度末ま
でに100％

公表の都度 公表の都度 公表の都
度

関係省庁 関係省庁調査

15 1

連携中枢都市圏等の形成数 連携中枢都市圏（※１）や定住自
立圏（※２）の取組の進展状況

（※１）連携協約を締結し、ビジョン
を策定した団体数
（※２）議決を経た協定等の締結数

形成された圏域の数で
検証

連携中枢都市圏：
23圏域
　（2017年10月1日
時点）

定住自立圏：119
圏域
　（2017年10月1日
時点）

連携中枢都市
圏：2020年まで
に30圏域

定住自立圏：
2020年までに
140圏域

毎年１回程度 毎年10月頃 10月時点
の数値を２
週間程度
後に把握

総務省 総務省調査

15 2

人口の社会減の緩和・社会増など
（事後的に検証）

連携中枢都市圏や定住自立圏の
形成の効果

人口の社会減の緩和・
社会増などの指標を用
いて事後的に検証

今後数値を把握 各圏域におい
て設定

今後検討 今後検討 今後検討 総務省 各種調査（国
勢調査など）
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地方行財政改革・分野横断的な取組のＫＰＩ
　１．持続可能な地方行財政基盤の構築
項目
番号

階層 ＫＰＩ ＫＰＩの定義等
進捗管理、評価・点検

の視点
計画開始時の直近
の数値（時点）

目標(値)
（達成時期）

数値の
更新頻度

数値の
更新時期

速報性 主担当府省庁
ＫＰＩの
把握手段

17 1

法定外税や超過課税の導入団体
及び件数

法定外税や超過課税の導入団体
数及び件数

各年度の法定外税や超
過課税の導入団体数及
び件数により、これらの
活用状況を把握

【法定外税】
51団体
60件
（平成30年度）
【超過課税】
1,075団体
1,704件

－ 毎年1回 年度末 前年度決
算の数値
を把握

総務省 総務省調査

17 2

法定外税や超過課税による税収 法定外税や超過課税の税収 各年度の決算における
法定外税や超過課税の
税収により、これらの活
用状況を把握

【法定外税】
517億円
【超過課税】
6,515億円
（いずれも平成28
年度決算）

－ 毎年1回 年度末 前年度決
算の数値
を把握

総務省 総務省調査

18 2

地方税（地方譲与税を含む）の人
口一人当たり税収額の都道府県
間格差（最大／最小）

各都道府県における「人口一人当
たり税収額」について、最大の都
道府県の値を最小の都道府県の
値で割った数値

（※）「人口一人当たり税収額」は、
各年度の決算における都道府県
税、市町村税及び地方譲与税の
各都道府県計を、各都道府県の
人口で割った数値
（※）税収額は法定外税及び超過
課税等を含まない
（※）地方消費税の税収額は、平
成30年度に適用される清算基準
に基づき清算を行った場合の理論
値

各年度の決算における
地方税（地方譲与税を
含む）の人口一人当たり
税収額の都道府県間格
差（最大／最小）により、
偏在性の状況を把握

2.3倍
（平成28年度決
算）

－ 毎年1回 年度末 前年度決
算の数値
を把握

総務省 総務省調査

政策
目標

指標

安定的な財政運営に必要な一般
財源総額を適切に確保した上で、
臨時財政対策債の発行額（減少
の方向）、地方公共団体財政健全
化法に基づく健全化判断比率・資
金不足比率（改善の方向）

臨時財政対策債の発行額：
地方財政計画における臨時財政
対策債の額

経営判断化比率・資金不足比率：
健全化判断比率（実質赤字比率、
連結実質赤字比率、実質公債費
比率、将来負担比率）及び資金不
足比率の状況

臨時財政対策債の発行
額：
地方財政計画における
臨時財政対策債の額の
推移で検証

健全化判断比率・資金
不足比率：
①実質赤字比率・連結
実質赤字比率：赤字団
体数の推移
②実質公債費比率：早
期健全化基準以上団体
数の推移
③将来負担比率：早期
健全化基準以上団体数
の推移
④資金不足比率：経営
健全化基準以上の会計
数の推移

臨時財政対策債：
-
（2019年度地方財
政計画における数
値を今後把握）

健全化判断比率・
資金不足比率：
①３団体
②１団体
③１団体
④11会計
（2017年度決算）

臨時財政対策
債の発行額：
減少の方向

健全化判断比
率・資金不足比
率：
改善の方向

毎年１回 臨時財政対策
債の発行額：
毎年２月頃

健全化判断比
率・資金不足
比率：
毎年９月末頃
（速報値）
毎年11月末頃
（確報値）

臨時財政
対策債の
発行額：直
近の数値
を把握

健全化判
断費率・資
金不足比
率：
前年度の
数値を把
握

総務省 臨時財政対策
債の発行額：
地方財政計画

健全化判断比
率・資金不足
比率：総務省
調査
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地方行財政改革・分野横断的な取組のＫＰＩ
　２．個性と活力ある地域経済の再生

項目
番号

階層 ＫＰＩ ＫＰＩの定義等
進捗管理、評価・点検

の視点
計画開始時の直近

の数値（時点）
目標(値)

（達成時期）
数値の

更新頻度
数値の

更新時期
速報性 主担当府省庁

ＫＰＩの
把握手段

19 1

まち・ひと・しごと創生事業費のう
ち、「人口減少等対策事業費」に
占める成果反映配分の割合

「まち・ひと・しごと」創生事業費
（※）の算定における地域の活性
化等の取組の成果の反映状況

（※）人口減少等特別対策事業費

「人口減少等対策事業
費」に占める成果反映
配分の割合で検証

必要度：4,340億円
程度（2018年度）
成　 果：1,660億円
程度（2018年度）

2020年度以
降、「人口減少
等対策事業費」
に占める成果
反映配分の割
合を５割以上と
することを目指
す

毎年1回 毎年8月末ま
で

直近の数
値を把握

総務省 －

19 2

まち・ひと・しごと創生事業費の算
定に使用している指標（若年者就
業率、女性就業率、転入出者人
口比率等）

各自治体における「人口減少等特
別対策事業費」の算定に使用して
いる指標

地方交付税の算定に使
用している指標によっ
て、事後的に検証

①人口増減率：-
0.3%（H29）
②年少者人口比
率：12.6%（H30.1）
③若年者就業率：
55.1%（H27）
⑤女性就業率：
65.9%（H27）

－ 毎年1回 毎年８月末ま
で

直近の数
値を把握

総務省 各種統計調査

19 2

地方の自主的な取組を前提としつ
つ、経済再生と合わせた地方財
政分野全体における改革の成果
を事後的に検証する指標（地方税
収入額、地方債依存度）

経済再生と合わせた地方財政分
野全体における改革の成果

地方税の収入額、地方
債依存度を確認すること
により事後的に検証

・地方税収入額：
39.4兆円
・地方債依存度：
10.2％
（2016年度）

－ 毎年1回 毎年11月頃 前年度の
数値を把
握

総務省 総務省調査

20 1

地域運営組織の形成数 高齢者の生活支援等の地域の暮
らしを支える地域づくり（地域運営
組織）の推進

地域運営組織の形成数
で検証

4,177団体（2017年
度）

2020年までに
5,000団体

毎年1回 概ね毎年度末 前年度末
の数値を
把握

内閣官房ま
ち・ひと・しご
と創生本部
事務局

総務省調査

20 2

地域運営組織の形成による集落
生活圏の維持

2020年度以降の次期「まち・ひと・
しごと創生総合戦略」策定の検討
に合わせて、定量的なKPIの設定
を検討

今後検討 今後検討 今後検討 今後検討 今後検討 今後検討 内閣官房ま
ち・ひと・しご
と創生本部
事務局

今後検討

21 1

地方創生推進交付金対象事業に
ついて、地方公共団体における
KPIの設定（ＫＰＩを設定した事業数
／交付金対象事業数）

地方創生推進交付金事業の実施
状況

各事業実施主体による
KPIの設定状況を把握

全事業 全事業 毎年1回 毎年度末 当該年度
の採択実
績から把
握

内閣府地方
創生推進事
務局

内閣府地方創
生推進事務局

21 1

地方創生推進交付金を活用した
先駆的な事業の数（「先駆タイプ」
で採択された事業数）

地方創生推進交付金事業の実施
状況

各事業実施主体による
先駆タイプの事業実施
状況を把握

357事業
（現時点までの先
駆タイプで採択さ
れた累計事業数）

執行状況等を
踏まえつつ検
討

毎年1回 毎年度末 当該年度
までの採
択実績か
ら把握

内閣府地方
創生推進事
務局

内閣府地方創
生推進事務局
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地方行財政改革・分野横断的な取組のＫＰＩ
　２．個性と活力ある地域経済の再生

項目
番号

階層 ＫＰＩ ＫＰＩの定義等
進捗管理、評価・点検

の視点
計画開始時の直近

の数値（時点）
目標(値)

（達成時期）
数値の

更新頻度
数値の

更新時期
速報性 主担当府省庁

ＫＰＩの
把握手段

21 2

地方創生推進交付金対象事業に
ついて、地方公共団体において設
定したKPIの達成（事前に設定し
たＫＰＩを達成した事業数／交付金
対象事業数）

地方創生推進交付金事業の進捗
状況

「平成29年度地方創生
推進交付金」の効果検
証を委託調査により実
施中

84.3％
（平成29年度の委
託調査結果）

調査結果等を
踏まえつつ、検
討

毎年1回 毎年度末 前年度の
交付金事
業に対す
る調査結
果から把
握

内閣府地方
創生推進事
務局

内閣府地方創
生推進事務局

21 2

地方創生推進交付金事業全体の
効果（経済波及効果等）

地方創生交付金事業全体の効果 「平成29年度地方創生
推進交付金」の効果検
証を委託調査により実
施中

686億円
（平成29年度の委
託調査結果（交付
金支出額：419億
円））

調査結果等を
踏まえつつ、検
討

毎年1回 毎年度末 前年度の
交付金事
業に対す
る調査結
果から把
握

内閣府地方
創生推進事
務局

内閣府地方創
生推進事務局

政策
目標

指標

「まち・ひと・しごと創生総合戦略」
に示された各種KPI（若い世代の
正規雇用労働者等の割合、若者
の就業率、女性の就業率等）

地方創生分野全体に関する進捗
状況

各種施策が国の「総合
戦略」の各種ＫＰＩの達成
に寄与しているかを検証

2017年度等 KPI毎に設定
（2020年末）

毎年1回 「総合戦略」改
訂時

「総合戦
略」の改訂
の際、数値
を把握

内閣官房ま
ち・ひと・しご
と創生本部
事務局

内閣官房ま
ち・ひと・しごと
創生本部事務
局調査
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地方行財政改革・分野横断的な取組のＫＰＩ
　３．国民の利便性の向上、行政の効率化、公平・公正な社会の実現
項目
番号

階層 ＫＰＩ ＫＰＩの定義等
進捗管理、評価・点検

の視点
計画開始時の直近
の数値（時点）

目標(値)
（達成時期）

数値の
更新頻度

数値の
更新時期

速報性 主担当府省庁
ＫＰＩの
把握手段

以下の汎用性のある先進的な改
革に取り組む市町村数

－ － － － － － －

　・窓口業務のアウトソーシング 1-1：335団体
（2017.4現在）

1-1：416団体以
上
（2020年度）

毎年１回程度 当該年度内 当該年度4
月1日時点

総務省 総務省調査

　・総合窓口の導入 1-2：214団体
（2017.4現在）

1-2：370団体以
上
（2020年度）

毎年１回程度 当該年度内 当該年度4
月1日時点

総務省 総務省調査

　・庶務業務の集約化 2   ：421団体
（2017.4現在）

2：471団体以上
（2020年度）

毎年１回程度 当該年度内 当該年度4
月1日時点

総務省 総務省調査

22 1

標準委託仕様書等を参考にする
自治体数

窓口業務等の標準委託仕様書等
に基づく民間委託検討状況

窓口業務の民間委託導
入を検討する際、又は、
契約更新の際に標準委
託仕様書等を参考にす
る自治体数を用いて検
証

69（2018年10月時
点）

100（2019年度
末時点）

毎年度 当該年度末 前年度末
の数値を
把握

総務省 総務省調査

22 1

モデル自治体等において標準委
託仕様書等を参考に窓口業務の
委託を実施した自治体数、窓口業
務の委託により業務の効率化が
図られたとする自治体数

窓口業務等の民間委託が適切に
実施されているか、標準委託仕様
書等を参考に窓口業務の民間委
託を実施したことにより業務の効
率化が図られているか

モデル自治体及び標準
委託仕様書等を参考に
する自治体をフォロー
アップし、民間委託を実
施した自治体数を用い
て検証、窓口業務の民
間委託により業務の効
率化が図られたと評価し
ている自治体数を用い
て検証

1（2018年9月時
点）
（委託により業務
の効率化が図られ
たとする自治体数
については今後把
握していく）

2019年度末ま
でに設定

毎年度 当該年度末 前年度末
の数値を
把握

総務省 総務省調査

22 2

各団体のBPRによる業務改革の
効果把握を図るための指標
※全国一律の効果指標設定は困
難であり、団体毎に手法に応じた
歳出効率化効果等（業務コスト
（金額）、処理手続時間等）を把握
し、公表

業務改革による歳出効率化の成
果

どの程度の地方自治体
がどのような改革に取
組み、どのような成果を
挙げたかについて、業
務改革実施後の実績
ベースで把握できる歳
出効率化効果等を公表

－ － 毎年１回程度 当該年度内 当該年度4
月1日時点 総務省

総務省調査

22 2

基準財政需要額の算定への反映
を開始した対象業務

トップランナー方式の取組の進捗
状況

基準財政需要額への反
映を開始した対象業務
数により、取組の進捗を
検証

18業務について導
入（2018年度）

検討対象とされ
た23業務のう
ち,窓口業務へ
の導入につい
て、検討。

毎年1回 毎年8月末ま
で

直近の数
値を把握

総務省

－

22 1

窓口業務のアウトソーシングなど
汎用性のある先進的な改革に取り
組む自治体の取組状況

窓口業務のアウトソーシ
ング、総合窓口の導入、
庶務業務の集約化に取
り組む市町村数を用い
てフォローアップ
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地方行財政改革・分野横断的な取組のＫＰＩ
　３．国民の利便性の向上、行政の効率化、公平・公正な社会の実現
項目
番号

階層 ＫＰＩ ＫＰＩの定義等
進捗管理、評価・点検

の視点
計画開始時の直近
の数値（時点）

目標(値)
（達成時期）

数値の
更新頻度

数値の
更新時期

速報性 主担当府省庁
ＫＰＩの
把握手段

22 2

歳出効率化の成果
※どの程度の地方自治体がどの
ような改革に取り組み、どのような
成果をあげたか

どの程度の地方自治体がどのよう
な改革に取組み、どのような成果
を挙げたか

事後的に検証
（トップランナー方式の
対象業務について、業
務改革を行っている地
方自治体数など　※自
治体の成果の測定方法
については、今後検
討。）

－ － 今後検討 今後検討 今後検討 総務省 総務省調査

23 1

AI・RPAなどの革新的ビッグデータ
処理技術を活用する地域数

地域課題の解決や住民サービス
向上に向けて、AI・RPAなどの革
新的ビッグデータ処理技術を活用
する地域数

導入を図った市区町村
数を用いて調査

79団体
（2017年度末時
点）

300団体
（2020年度末）

毎年１回程度 毎年６月頃 前年度末
の数値を
把握

総務省 総務省調査

23 2

ＡＩ・ＲＰＡの活用による歳出効率
化効果等も含め、各団体のBPRに
よる業務改革の効果把握を図る
ための指標
※全国一律の効果指標設定は困
難であり、団体毎に手法に応じた
歳出効率化効果等（業務コスト
（金額）、処理手続時間等）を把握
し、公表

業務改革による歳出効率化の成
果

どの程度の地方自治体
がどのような改革に取
組み、どのような成果を
挙げたかについて、業
務改革実施後の実績
ベースで把握できる歳
出効率化効果等を公表

－ －

毎年１回程度 当該年度内 当該年度4
月1日時点 総務省 総務省調査

24 1

クラウド導入市区町村数 市区町村におけるクラウド導入の
取組の進捗状況

導入を図った市区町村
数を用いて検証

クラウド導入団体
数
1,067団体
（2018.4.1）

約1,600団体
（2023年度末）

毎年１回程度 当該年度内 各年度の
取組状況
を把握

総務省 総務省調査

24 1

自治体クラウド導入市区町村数 市区町村における自治体クラウド
導入の取組の進捗状況

導入を図った市区町村
数を用いて検証

自治体クラウド導
入団体数
407団体
（2018.4.1）

約1,100団体
（2023年度末）

毎年１回程度 当該年度内 各年度の
取組状況
を把握

総務省 総務省調査

24 1

自治体CIO育成研修の実施回数、
受講生数

自治体CIO育成研修の実施回数
及び、修了した受講生数

自治体CIO育成研修の
実施状況の検証

2回（10日間）、69
名
（2018年度）

2回（10日間）、
70名
（2019年度）

毎年度１回 毎年11月頃 各年度の
研修の実
施状況を
把握

総務省 総務省調査
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地方行財政改革・分野横断的な取組のＫＰＩ
　３．国民の利便性の向上、行政の効率化、公平・公正な社会の実現
項目
番号

階層 ＫＰＩ ＫＰＩの定義等
進捗管理、評価・点検

の視点
計画開始時の直近
の数値（時点）

目標(値)
（達成時期）

数値の
更新頻度

数値の
更新時期

速報性 主担当府省庁
ＫＰＩの
把握手段

24 1

オープンデータの取組を推進する
地方公共団体職員向けの研修へ
の参加地方公共団体数

「地域オープンデータ推進事業」に
おいて実施するオープンデータ
リーダ研修及びオープンデータ化
支援研修に参加する地方公共団
体の数

地方公共団体における
オープンデータの取組
の進捗状況を評価

2018年度末から計
測を開始（2018年
度から研修開始の
ため。）。

約500団体
（2019年度末）

毎年度一回程
度

毎年度末を予
定

各年度の
取組状況
を把握

総務省 総務省調査

24 2

地方公共団体の情報システム運
用コスト

地方公共団体の情報システム運
用コスト削減の状況

地方公共団体情報シス
テム運用コストを調査
し、検証

市区町村の情報シ
ステム経費
4,786億円
（2017年度当初予
算計上額）

３割圧縮
（目標期限を集
中改革期間中
に設定）

毎年１回程度 当該年度内 各年度の
取組状況
を把握

総務省 総務省調査

24 2

（クラウド導入に伴う）歳出効率化
等の成果（事後的に検証する指
標）
※全国一律の効果指標設定は困
難であり、団体毎に実情に応じた
歳出効率化効果等（効率的なシス
テム調達等）を把握

クラウド導入に伴う歳出効率化等
の成果

どの程度の地方自治体
がどのような改革に取
組み、どのような成果を
挙げたかを検証

－ － 今後検討 今後検討 今後検討 総務省 総務省調査

24 2

生活に身近な分野でのIoTを活用
した取組を創出した地方公共団体
数

ICT/ＩｏＴを活用した地域活性化・
地域課題の解決への取組の進捗
状況

ICT/ＩｏＴを活用した地域
活性化・地域課題の解
決への取組状況を検証

272団体
（2017年度末）

800団体
（2020年度末）

毎年度１回 毎年11月頃 前年度末
の数値を
把握

総務省 総務省調査

24 2

地方公共団体のオープンデータ
取組率

自らのホームページにおいて、以
下のいずれかを実施している地方
公共団体の割合
・オープンデータとしての利用規約
を適用し、データを公開
・オープンデータの説明を掲載し、
データの公開先を提示

地方公共団体における
オープンデータの取組
の進捗状況を評価

2019年３月に計測
予定

100％
（2020年度末）

毎年４回程度 ３月・６月・９
月・12月予定

直近の数
値を把握

内閣官房情
報通信技術
（IT）総合戦
略室、総務省

内閣官房情報
通信技術（IT）
総合戦略室調
査

25 1

クラウド導入市区町村数【再掲】 市区町村におけるクラウド導入の
取組の進捗状況

導入を図った市区町村
数を用いて検証

クラウド導入団体
数
1,067団体
（2018.4.1）

約1,600団体
（2023年度末）

毎年１回程度 当該年度内 各年度の
取組状況
を把握

総務省 総務省調査

25 1

自治体クラウド導入市区町村数
【再掲】

市区町村における自治体クラウド
導入の取組の進捗状況

導入を図った市区町村
数を用いて検証

自治体クラウド導
入団体数
407団体
（2018.4.1）

約1,100団体
（2023年度末）

毎年１回程度 当該年度内 各年度の
取組状況
を把握

総務省 総務省調査
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地方行財政改革・分野横断的な取組のＫＰＩ
　３．国民の利便性の向上、行政の効率化、公平・公正な社会の実現
項目
番号

階層 ＫＰＩ ＫＰＩの定義等
進捗管理、評価・点検

の視点
計画開始時の直近
の数値（時点）

目標(値)
（達成時期）

数値の
更新頻度

数値の
更新時期

速報性 主担当府省庁
ＫＰＩの
把握手段

25 2

地方公共団体の情報システム運
用コスト【再掲】

地方公共団体の情報システム運
用コスト削減の状況

地方公共団体情報シス
テム運用コストを調査
し、検証

市区町村の情報シ
ステム経費
4,786億円
（2017年度当初予
算計上額）

３割圧縮
（目標期限を集
中改革期間中
に設定）

毎年１回程度 当該年度内 各年度の
取組状況
を把握

総務省 総務省調査

25 2

（クラウド導入に伴う）歳出効率化
等の成果（事後的に検証する指
標）【再掲】
※全国一律の効果指標設定は困
難であり、団体毎に実情に応じた
歳出効率化効果等（効率的なシス
テム調達等）を把握

クラウド導入に伴う歳出効率化等
の成果

どの程度の地方自治体
がどのような改革に取
組み、どのような成果を
挙げたかを検証

－ － 今後検討 今後検討 今後検討 総務省 総務省調査

26 1

各省が策定した重点９分野（※）
についての行政手続の簡素化計
画において、行政手続コストの
20％以上の削減に向けた進捗
管理・フォローアップ（削減率）
※営業の許可・認可に係る手続、
社会保険に関する手続、国税、地
方税、補助金の手続、調査・統計
に対する協力、従業員の労務管
理に関する手続、商業登記等、従
業員からの請求に基づく各種証
明書類の発行

事業者の負担が大きい重点分野
における主要手続１件当たりの作
業時間に年間手続件数を乗じた総
時間(2017年度）からの削減率（進
捗）

行政手続の簡素化のた
めの基本計画に基づく
各省の取組の進捗を評
価。

（参考）重点分野
における事業者の
行政手続コスト
（2017年度）
3億4727万時間

20%以上
(2020年3月)

年１回程度 年度末（予定） 調査を実
施した年度
分の行政
手続コスト
の計測結
果を把握

内閣府 事業者アン
ケート・ヒアリ
ングによる作
業時間の計測
及び行政手続
部会における
各省ヒアリン
グ

26 1

地方公共団体における手続上の
書式・様式について、事業者の負
担が大きいもの46件の統一に向
けた各省の取組の進捗管理・フォ
ローアップ

各省において、規制改革実施計画
（平成30年6月15日閣議決定）に基
づき、地方公共団体における手続
上の書式・様式の統一に向けた措
置が講ぜられた件数（進捗）

地方公共団体における
手続上の書式・様式の
統一に向けた各省の取
組の進捗を評価。

0件
（2018年6月）

規制改革実施
計画（平成30年
6月15日閣議決
定）に基づき実
施

随時 随時 随時 内閣府 各省への照会

26 1

各種添付書類の省略について検
討に着手した手続数 各種添付書類の提出を求めてい

る行政手続のうち、添付書類の省
略について検討に着手した手続数

－ 2018年度から把握 今後検討 毎年１回程度 毎年度末を予
定

前年度末
の取組状
況を把握

内閣官房情
報通信技術
（IT）総合戦
略室

内閣官房情報
通信技術（IT）
総合戦略室調
査

26 1

都道府県の官民データ活用推進
計画策定団体数

都道府県の官民データ活用推進
計画の策定有無

都道府県の官民データ
活用推進計画の策定有
無

2018年10月時点
4団体

47都道府県
（2020年度）

毎年１回程度 毎年１回程度 毎年１回程
度

内閣官房情
報通信技術
（IT）総合戦
略室

各都道府県か
らの連絡とIT
室調査
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地方行財政改革・分野横断的な取組のＫＰＩ
　３．国民の利便性の向上、行政の効率化、公平・公正な社会の実現
項目
番号

階層 ＫＰＩ ＫＰＩの定義等
進捗管理、評価・点検

の視点
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ＫＰＩの
把握手段

26 2

2020年3月までの国における事業
者の行政手続コストの20％以上
の削減

事業者の負担が大きい重点分野
における主要手続１件当たりの作
業時間に年間手続件数を乗じた総
時間(2017年度)からの削減率

事業者から各項目ごと
にアンケート・ヒアリング
して作業時間を計測。行
政手続の簡素化に向け
た各省の取組を評価。

（参考）重点分野
における事業者の
行政手続コスト
（2017年度）
3億4727万時間

20%以上
(2020年3月)

年１回程度 2019年度末
（予定）

調査を実
施した年度
分の行政
手続コスト
の計測結
果を把握

内閣府 事業者アン
ケート・ヒアリ
ングによる作
業時間の計測

26 2

地方公共団体における手続上の
書式・様式について、国と歩調を
合わせ、統一化の推進

各省において、規制改革実施計画
（平成30年6月15日閣議決定）に基
づき、地方公共団体における手続
上の書式・様式の統一に向けた措
置が講ぜられた件数

地方公共団体における
手続上の書式・様式の
統一に向けた各省の取
組を評価。

0件
（2018年6月）

規制改革実施
計画（平成30年
6月15日閣議決
定）に基づき実
施

随時 随時 随時 内閣府 各省への照会

26 2

登記事項証明書（商業法人）の省
略が可能な手続数

登記事項証明書（商業法人）の提
出を求めている行政手続のうち、
登記事項証明書（商業法人）の省
略が可能な手続の数

－ 2018年度から把握 今後検討 毎年１回程度 毎年度末を予
定

前年度末
の取組状
況を把握

内閣官房情
報通信技術
（IT）総合戦
略室

内閣官房情報
通信技術（IT）
総合戦略室調
査

26 2

各種添付書類の省略が可能な手
続数 各種添付書類の提出を求めてい

る行政手続のうち、各種添付書類
の省略が可能な行政手続の数

－ 2018年度から把握 今後検討 毎年１回程度 毎年度末を予
定

前年度末
の取組状
況を把握

内閣官房情
報通信技術
（IT）総合戦
略室

内閣官房情報
通信技術（IT）
総合戦略室調
査

26 2

都道府県の官民データ活用推進
計画に記載された施策の目標達
成率

各都道府県の官民データ活用推
進計画で定めた施策の進捗状況

各都道府県の官民デー
タ活用推進計画で定め
た施策の進捗状況をヒ
アリング等で評価

－ 全都道府県の
計画策定後に
施策調査を行
い設定

目標値設定時
に検討

目標値設定時
に検討

目標値設
定時に検
討

内閣官房情
報通信技術
（IT）総合戦
略室

目標値設定時
に検討

27 1

マイナンバー制度の情報連携の
本格運用の対象事務手続数

マイナンバー制度の情報連携の本
格運用の対象事務手続数の状況

マイナンバー制度の情
報連携の本格運用の対
象事務手続数を用いて
評価

約1,200件
（2018年10月時
点）

2,000件以上
（2019年度以
降）

毎年１回程度 該当年度内 各年度の
取組状況
を把握

内閣官房番
号制度推進
室

番号室調査

27 1

情報連携の活用数 情報連携の活用数の状況 情報連携の活用数を用
いて評価

約637万件
（2018年11月）

計１億件
（2019年度以
降）

毎年１回程度 該当年度内 各年度の
取組状況
を把握

内閣官房番
号制度推進
室

番号室による
総務省への照
会
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地方行財政改革・分野横断的な取組のＫＰＩ
　３．国民の利便性の向上、行政の効率化、公平・公正な社会の実現
項目
番号

階層 ＫＰＩ ＫＰＩの定義等
進捗管理、評価・点検

の視点
計画開始時の直近
の数値（時点）

目標(値)
（達成時期）

数値の
更新頻度

数値の
更新時期

速報性 主担当府省庁
ＫＰＩの
把握手段

27 1

各種証明書のコンビニ交付の実
施団体の人口

自治体におけるマイナンバーカー
ド活用によるオンラインサービス改
革の進捗状況

コンビニ交付サービスの
利用件数を測定すること
で評価

2015年度末時点：
185団体
（実施団体の人口
4,143万人）

各種証明書の
コンビニ交付の
実施団体の人
口計１億人（２０
１９年度末）

毎年1回 毎年４月頃 前年度末
の数値を
翌月に把
握

総務省 総務省調査

27 1

子育てワンストップサービス（ぴっ
たりサービス）の対応状況

子育てワンストップサービス（ぴっ
たりサービス）の対応状況

子育てワンストップサー
ビス（ぴったりサービス）
について、取扱機関数
（地方公共団体等）及び
ワンストップサービスに
より電子申請可能な手
続数を用いて評価

【取扱機関数】
・サービス検索：
1,545団体
・電子申請：883団
体
【ワンストップサー
ビスにより電子申
請可能な手続数】
・電子申請可能な
手続数：8,660手続
数

－ 四半期に１回
程度

四半期に１回
程度

各時期の
取組み情
報を把握

内閣官房　番
号制度推進
室

番号室による
市町村への照
会

27 2

マイナンバー制度の情報連携対
象事務及び対象情報の範囲拡大
によるデジタルファーストの推進

マイナンバー制度の情報連携対象
事務及び対象情報の範囲の拡大
状況

「世界最先端デジタル国
家創造宣言・官民データ
活用推進基本計画」（平
成30年６月15日閣議決
定）等に掲げられてい
る、マイナンバー制度の
情報連携対象事務及び
対象情報の範囲拡大に
資する施策の実施状況
で評価

－ ＫＰＩ毎に設定 － － － 内閣官房番
号制度推進
室

計画等の改訂
の際、進捗を
把握

27 2

コンビニ交付サービス（マイナン
バーカードの利活用）の拡大によ
る住民の利便性向上及び地方公
共団体の窓口負荷軽減

コンビニ交付サービスを導入する
ことで、住民がコンビニ等で証明書
を取得するなど、窓口業務が効率
化。

コンビニ交付サービスの
利用件数を測定すること
で評価

2015年度末時点：
185団体
（実施団体の人口
4,143万人）

各種証明書の
コンビニ交付の
実施団体の人
口計１億人（２０
１９年度末）

毎年1回 毎年４月頃 前年度末
の数値を
翌月に把
握

総務省 総務省調査

27 2

マイナポータルを活用したデジタ
ル３原則（デジタルファースト、ワ
ンスオンリー、コネクテッドワンス
トップ）の推進

マイナポータルを活用したデジタ
ル３原則（デジタルファースト、ワン
スオンリー、コネクテッドワンストッ
プ）の推進状況

「世界最先端デジタル国
家創造宣言・官民データ
活用推進基本計画」（平
成30年６月15日閣議決
定）に掲げられている、
マイナポータルを活用し
たデジタル３原則の推進
に資する施策の実施状
況で評価

－ ＫＰＩ毎に設定 － － － 内閣官房番
号制度推進
室

計画の改訂の
際、進捗を把
握
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地方行財政改革・分野横断的な取組のＫＰＩ
　３．国民の利便性の向上、行政の効率化、公平・公正な社会の実現
項目
番号

階層 ＫＰＩ ＫＰＩの定義等
進捗管理、評価・点検

の視点
計画開始時の直近
の数値（時点）

目標(値)
（達成時期）

数値の
更新頻度

数値の
更新時期

速報性 主担当府省庁
ＫＰＩの
把握手段

27 2

マイナポータルAPIの提供件数 マイナポータルＡＰＩを提供した件
数を把握する

マイナポータルＡＰＩの提
供件数を用いて評価

４機能
（2018年11月）

10機能
（2021年度末）

毎年１回程度 該当年度内 各年度の
取組状況
を把握

内閣官房　番
号制度推進
室

番号室調査

政策
目標

指標

マイナンバー制度の推進による国
民の利便性の向上、行政の効率
化、公平・公正な社会の実現

マイナンバー制度の推進による国
民の利便性の向上、行政の効率
化、公平・公正な社会の実現

「世界最先端デジタル国
家創造宣言・官民データ
活用推進基本計画」（平
成30年６月15日閣議決
定）等に掲げられてい
る、マイナンバー制度の
推進に関する各種施策
の実施状況で評価

－ － － － － 内閣官房　番
号制度推進
室

－

政策
目標

指標

業務改革による国民の利便性の
向上、行政の効率化

今後検討 今後検討 今後検討 今後検討 今後検討 今後検討 今後検討 今後検討 今後検討
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文教・科学技術分野のＫＰＩ
　１．少子化の進展を踏まえた予算の効率化と教育の質の向上
項目
番号

階層 ＫＰＩ ＫＰＩの定義等
進捗管理、評価・点検

の視点
計画開始時の直近
の数値（時点）

目標(値)
（達成時期）

数値の
更新頻度

数値の
更新時期

速報性 主担当府省庁
ＫＰＩの
把握手段

1 1

少子化の進展（児童生徒数、学級
数の減少等）及び小規模化した学
校の規模適正化の動向、学校の
課題（いじめ・不登校、校内暴力、
外国人児童生徒、障害のある児
童生徒、子供の貧困等）に関する
客観的なデータ、教育政策に関す
る実証研究等の結果等を踏まえ
た予算の裏付けのある公立小中
学校の教職員定数の中期見通し
の策定状況を踏まえた都道府県・
政令市の方針策定計画割合

全都道府県・政令市のうち、国が
策定する教職員定数の中期見通
しの策定状況を踏まえ、方針策定
を計画している都道府県・政令市
の割合

国が策定する教職員定
数の中期見通しの策定
状況を踏まえ、方針策
定を計画している都道
府県・政令市の割合を
公表することで、教職員
について安定的・計画的
な採用等を促進

2019年度の改革
工程表の改定まで
に現状値を調査

2019年度の改
革工程表の改
定までに、現状
値を調査の上、
2021年度の目
標値を設定

毎年度の予定 秋頃 毎年度末
の数値を
秋頃に把
握

文部科学省 文部科学省調
べ

2-1 1

特別免許状授与件数 各都道府県教育委員会が授与する
特別免許状の授与件数の合算

外部人材の活用等によ
るチームとしての学校の
推進

2016年度：延べ
1,101件

2021年度：延べ
1,600件

毎年度 3月頃 前年度実
績

文部科学省 教員免許状授
与件数等調査

2-1 1

外国語指導助手（ALT)等の配置
状況

文部科学省「英語教育実施状況
調査」の小学校におけるＡＬＴ活用
人数

進捗状況について毎年
各自治体に調査し、公
表するとともにＡＬＴの活
用を促進

12,912人（2017年
度）

15,000人（2021
年度）

毎年度 毎年度末 調査を実
施する年の
12月1日時
点の数値
を把握

文部科学省 文部科学省
「英語教育実
施状況調査」

2-1 1

学校事務の共同実施を実施して
いる市町村の割合

全市区町村のうち、学校事務の
共同実施を実施している市区町
村の割合

学校事務の共同実施の
実施状況について、市
区町村ごとに毎年度調
査・公表し、教員の業務
効率化・負担軽減、学校
現場の業務改善を促進

市区町村
63.8％
（2018年度）

市区町村
75％
（2021年度）

毎年度 夏頃 前年度末
の数値を
調査実施
年の夏頃
に把握

文部科学省 文部科学省
「教育委員会
における学校
の業務改善の
ための取組状
況調査」

2-1 1

部活動について、部活動指導員を
はじめとした外部人材の参画を
測っている市町村の割合

全市区町村のうち、部活動指導
員をはじめとした外部人材の参画
を図っている市区町村の割合

部活動指導員をはじめ
とした外部人材の参画
状況について、市区町
村ごとに毎年度調査・公
表し、教員の業務効率
化・負担軽減、学校現場
の業務改善を促進

市区町村
59.7％
（2018年度）

市区町村
70％
（2021年度）

毎年度 夏頃 前年度末
の数値を
調査実施
年の夏頃
に把握

文部科学省 文部科学省
「教育委員会
における学校
の業務改善の
ための取組状
況調査」

2-1 1

「運動部活動の在り方に関する方
針」等に中学校について週２日以
上の休養日を設定している都道
府県の割合

「運動部活動の在り方に関する総
合的なガイドライン」に則り、「運動
部活動の在り方に関する方針」を
策定し、その中で、中学校の運動
部活動について週2日以上の休
養日を設定している都道府県の
割合

　中学校の運動部活動
について週2日以上の休
養日の設定状況を都道
府県ごとに毎年度調査・
公表し、成長期にある生
徒がバランスのとれた生
活を送れるよう運動部
活動改革を促進。

2018年８月：60％ 2021年度：
100％

毎年度 年度下半期 調査実施
時点の状
況を把握

スポーツ庁 「運動部活動
の在り方に関
する総合的な
ガイドライン」
のフォローアッ
プ調査
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文教・科学技術分野のＫＰＩ
　１．少子化の進展を踏まえた予算の効率化と教育の質の向上
項目
番号

階層 ＫＰＩ ＫＰＩの定義等
進捗管理、評価・点検

の視点
計画開始時の直近
の数値（時点）

目標(値)
（達成時期）

数値の
更新頻度

数値の
更新時期

速報性 主担当府省庁
ＫＰＩの
把握手段

2-2 1

学習者用コンピュータの整備状況 児童生徒の総数をコンピュータの
総数で除して算出した値

学習者用コンピュータの
導入状況を自治体ごと
に毎年度調査・公表し、
学校における教育の情
報化を推進

5.6人/台
（2018年3月現在）

3.0人/台
（2021年度）

毎年度 8～10月頃 前年度末
の数値を5
～7か月後
に把握

文部科学省 文部科学省
「学校におけ
る教育の情報
化の実態等に
関する調査」

2-2 1

高等学校における規制改革特例
措置活用による遠隔授業の実施
校数

学校教育法施行規則第88条の３
等に基づき実施される遠隔授業を
実施している学校数

進捗状況について調査・
公表を行うことで、高等
学校における規制改革
特例措置活用による遠
隔授業の実施を促進

35校
（2017年度）

5年以内のでき
るだけ早期に
遠隔教育を希
望する全ての
学校で活用で
きるよう、工程
表を含む中間
取りまとめを今
年度末までに
策定した上で決
定。※情外課と
の並びを見て
文言要修正

毎年度 年度当初 前年度の
実績につ
いて年度
当初に調
査し、１ヶ
月程度で
把握

文部科学省 文部科学省調
べ

2-2 1

小中高等学校における遠隔授業
の実施自治体割合

小中高等学校における遠隔授業
を実施した自治体の割合

遠隔授業の実施状況を
調査・公表することによ
り遠隔教育の普及を促
進

-

2019年度の改
革工程表改訂
までに、現状値
を調査の上、
2021年度の目
標値を設定

毎年度 検討中 検討中 文部科学省 文部科学省調
べ

2-2 1

統合型校務支援システムの導入
率

統合型校務支援システム（教務
系、保健系、学籍系、学校事務系
などを統合した機能を有している
システム）を整備している学校の
総数を全学校数で除して算出した
値

統合型校務支援システ
ムの導入状況を自治体
ごとに毎年度調査・公表
し、教員の業務効率化・
負担軽減、学校現場の
業務改善を促進

52.5%
（2018年3月現在）

91％
（2021年度）毎年度 8～10月頃 前年度末
の数値を5
～7か月後
に把握

文部科学省 文部科学省
「学校におけ
る教育の情報
化の実態等に
関する調査」

3 1

学校の小規模化について対策の
検討に着手している自治体の割
合

　学校規模について課題を認識し
ている市区町村のうち、課題解消
に向けた検討に着手しているもの
と、既に検討が終了しているもの
の合計が占める割合

学校の小規模化につい
て対策の検討に着手ま
たは検討済の自治体の
割合について、調査・公
表するとともに、好事例
の全国展開、時限的な
教員加配等により、学校
の小規模化への対策を
促進。

58％（学校規模適
正化の課題解消
への検討状況：何
等か対策・検討）
（2016年5月時点）

2/3
（2018年度）

100％
（2021年度）

2年に1回
年度後半 年度中期

の数値を
数か月後
に把握

文部科学省
文部科学省
「学校規模の
適正化及び少
子化に対応し
た学校教育の
充実等に関す
る実態調査」
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項目
番号

階層 ＫＰＩ ＫＰＩの定義等
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速報性 主担当府省庁
ＫＰＩの
把握手段

3 1

学校施設の長寿命化計画（個別
施設計画）を策定している自治体
の割合

全公立小中学校施設の管理者数
のうち、学校施設の長寿命化計
画を策定済の公立学校施設の管
理者数の割合

学校施設の長寿命化計
画の策定状況につい
て、学校施設の管理者
ごとに毎年度調査・公表
し、効率的・効果的な公
立学校施設整備を促進

4%
（2017年度）

100％
（2020年度）

毎年度 12月頃 当該年度４
月１日時点
の数値を
把握

文部科学省 文部科学省調
べ

3 1

廃校施設のうち、活用の用途が決
まっていないものの割合

廃校となった全公立小中学校等
施設のうち、活用の用途が決まっ
ていないものの割合

廃校となった公立小中
学校等施設の活用状況
等について、都道府県
ごとに２年毎に調査・公
表し、廃校の活用を促進

21.1％
（2016年度）

18％
（2020年度）

2年毎 年度末 調査実施
年度５月1
日時点の
数値を把
握

文部科学省 文部科学省調
べ

4 1

高等学校のコミュニティ・スクール
を導入している都道府県の割合
（具体的な導入計画がある都道府
県も含む）

全都道府県のうち、高等学校のコ
ミュニティ・スクールを導入してい
る、あるいは、具体的な導入計画
がある都道府県の割合

高等学校のコミュニティ・
スクールについて、導入
しているかどうか、ある
いは、具体的な導入計
画があるかどうか、都道
府県ごとに毎年度調査・
公表し、コミュニティ・ス
クールの導入を促進す
る

44.7%
（2018年度）

100％
（2020年度）
※2017年度中
に調査を行い、
初期値を把握
し、2018年度目
標を設定。導入
校数について
は、増加・進捗
検証

毎年度 夏頃 当該年度
の4月1日
時点の数
値を同年
の夏頃に
把握

文部科学省 文部科学省
「コミュニティ・
スクール導
入・推進状況
調査」

4 1

地域課題に係る学習を単位認定
している学校数

具体的内容については、現場の
実態や調査にかかる負担も考慮
しつつ、今後決定。

地域課題に係る学習を
単位認定している学校
数について調査・公表す
ることで、地域振興の核
としての高等学校の機
能強化を推進

- 2019年度の改
革工程表改訂
までに、現状値
を調査の上、
2021年度の目
標を設定

毎年度 年度当初 前年度の
実績につ
いて年度
当初に調
査し、１ヶ
月程度で
把握

文部科学省 文部科学省調
べ

1,2,3,4 2

業務改善の方針等を策定してい
る都道府県の割合

全都道府県のうち、業務改善の
方針等を策定している都道府県
の割合

業務改善の方針等の策
定状況について、都道
府県ごとに毎年度調査・
公表し、教員の業務効
率化・負担軽減、学校現
場の業務改善を促進

91.5％
（2018年度）

100％
（2021年度）

毎年度 夏頃 前年度末
の数値を
調査実施
年の夏頃
に把握

文部科学省 文部科学省
「教育委員会
における学校
の業務改善の
ための取組状
況調査」
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文教・科学技術分野のＫＰＩ
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項目
番号

階層 ＫＰＩ ＫＰＩの定義等
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ＫＰＩの
把握手段

1,2,3,4 2

業務改善状況を定量的に把握し
ている都道府県の割合

全都道府県のうち、業務改善状
況を定量的に把握している都道
府県の割合

業務改善状況の定量的
な把握状況について、
都道府県ごとに毎年度
調査・公表し、教員の業
務効率化・負担軽減、学
校現場の業務改善を促
進

87.2％
（2018年度）

100％
（2021年度）

毎年度 夏頃 前年度末
の数値を
調査実施
年の夏頃
に把握

文部科学省 文部科学省
「教育委員会
における学校
の業務改善の
ための取組状
況調査」

1,2,3,4 2

業務改善の方針等を策定してい
る政令市・市区町村の割合

全政令市・市区町村のうち、業務
改善の方針等を策定している政
令市・市区町村の割合

業務改善の方針等の策
定状況について、政令
市・市区町村ごとに毎年
度調査・公表し、教員の
業務効率化・負担軽減、
学校現場の業務改善を
促進

政令市
85％
市区町村
21％
（2018年度）

政令市
100％
市区町村
50％
（2021年度）

毎年度 夏頃 前年度末
の数値を
調査実施
年の夏頃
に把握

文部科学省 文部科学省
「教育委員会
における学校
の業務改善の
ための取組状
況調査」

1,2,3,4 2

業務改善状況を定量的に把握し
ている政令市・市区町村の割合

全政令市・市区町村のうち、業務
改善状況を定量的に把握してい
る政令市・市区町村の割合

業務改善状況の定量的
な把握状況について、
政令市・市区町村ごとに
毎年度調査・公表し、教
員の業務効率化・負担
軽減、学校現場の業務
改善を促進

政令市
55％
市区町村
47％
（2018年度）

政令市
80％
市区町村
70％
（2021年度）

毎年度 夏頃 前年度末
の数値を
調査実施
年の夏頃
に把握

文部科学省 文部科学省
「教育委員会
における学校
の業務改善の
ための取組状
況調査」

5 1

「評価による無用な負担が軽減さ
れた」と回答した大学の割合

認証評価を受審した大学に対す
るアンケートにおいて、前回評価
と比較して無用な負担が軽減され
たと回答した大学の割合

制度改正を受け、大学
の負担軽減に向けた認
証評価機関の取組を評
価

データ無し 80％
（2022年度）

毎年度 ８月頃（P) 前年度に
実施した認
証評価に
対する調査

文部科学省 大学に対する
アンケート調
査

5 1

運営費交付金のうち、外部資金の
獲得状況や質の高い論文数な
ど、教育・研究の成果にかかる客
観・共通指標による相対評価に基
づく配分対象額及び当該部分の
割合の増加と影響の把握・評価

国立大学法人運営費交付金に占
める客観・共通指標による相対評
価に基づく配分対象額及び当該
部分の占める割合

各大学の改革インセン
ティブのさらなる向上を
目指して、客観・共通指
標による相対評価に基
づく配分対象額と当該
部分の割合の増加させ
るとともに、その影響を
把握・評価する。

0円
（2018年度）

成果に係る指
標による配分
対象額及び割
合を順次拡大
（2020年度以
降）

毎年度 予算成立時 予算成立
時に把握

文部科学省 文部科学省調
べ

5 1

学部・研究科別のセグメント毎の
予算管理を実施している大学数、
これに基づき、教育・研究成果を
評価した上で学内予算配分を行う
大学数

学部・研究科等の各大学のマネジ
メント単位（意思決定単位）に応じ
て予算管理を実施している大学数
及びその単位に基づき教育・研究
成果を評価した上で学内予算配
分を行う大学数

学内での戦略的な予算
配分の実施を促し、各大
学におけるPDCAサイク
ルの確立を促進

すべての国立大学
法人（2018年度）

すべての国立
大学法人（2021
年度）

毎年度 翌年度内 前年度の
状況を翌
年度に把
握

文部科学省 文部科学省調
べ
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5 1

研究大学における外部理事を複
数登用する国立大学法人数の増
加

研究大学のうち、学外者を理事と
して複数登用している法人の数の
増加
※「研究大学」とは、国立大学法
人の第三期中期目標期間におけ
る国立大学法人運営費交付金の
重点支援において、重点支援③
（卓越した教育研究型）にあたる
16 の国立大学（北海道大学、東
北大学、筑波大学、千葉大学、東
京大学、東京農工大学、東京工
業大学、一橋大学、金沢大学、名
古屋大学、京都大学、大阪大学、
神戸大学、岡山大学、広島大学、
九州大学）

外部理事の複数登用を
進め、国立大学法人の
経営力の強化を促進。

３１％（５法人）
（2017年度時点）

2017年度の水
準から倍増
（2023年度）

毎年度 １１月～２月頃 ９月の数値
を同年度
内に把握

文部科学省 文部科学省調
べ

5 2

国立大学法人における寄附金受
入額の増加

寄附者が国立大学法人の業務の
実施を財産的に支援する目的で
出捐する寄附金の受入額を測
定。

各大学の寄附金獲得に
向けた努力を促し、大学
等への民間資金導入を
促進。2020年度に2014
年度比3割増を目標

約729億円（2014
年度）

2014年度比1.3
倍
（2020年度）

毎年度 6月末 前年度末
の数値を、
2～3ヶ月後
に把握

文部科学省 各大学が文部
科学省に提出

5 2

若手研究者比率の増加 研究大学（重点支援③にあたる16
の国立大学）の４０歳未満の本務
教員割合を測定

人事給与マネジメント改
革を通じて、若手教員が
安定して活躍できる環境
を整備

約27%（約8,900人）
（2017年）

・2023年度まで
に3割以上

毎年度 7月頃 当該年度
の5月1日
現在の数
値を把握

文部科学省 文部科学省調
べ

5 2

我が国の大学の研究生産性（イン
プットに対する論文数等）の向上

文部科学省

6 1

一般補助における教育の質に応
じたメリハリの強化の状況

私立大学等経常費補助金の一般
補助において、「教育の質に係る
客観的指標」の状況に応じて適用
する増減率

私立大学等経常費補助
金配分基準に定める
「教育の質に係る客観
的指標」の状況に応じて
適用する増減率により
進捗管理

▲2％～＋2％
（2018年度予算）

倍増（2020年度
予算）

毎年度 年度末 当該年度
の配分に
係る状況を
年度末に
把握

文部科学省 文部科学省調
べ

2019年度の改革工程表改訂までに、具体的な指標（現状値や目標値を含む）を設定
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6 1

赤字経営、定員割れ大学への減
額ルールの設定・実施の効果

私立大学等経常費補助金におい
て、一般補助における収容定員
未充足による減額の強化及び特
別補助における経営状況や定員
未充足による減額を実施すること
による効果

入学定員充足率90％未
満の私立大学の割合及
び情報の公表状況によ
り減額となる私立大学数
により進捗管理

入学定員充足率
90％未満の私立
大学の割合 26.3%
（2017年度）

情報の公表状況に
より私学助成の減
額となる大学数 36
校（2017年度）

入学定員充足
率90％未満の
私立大学の割
合：半減（2020
年度）

情報の公表状
況により私学助
成の減額となる
大学数：半減
（2020年度）

毎年度 年度末 当該年度
の配分に
係る状況を
年度末に
把握

文部科学省 文部科学省調
べ

6 2

定員充足率８０％未満で赤字経営
となっている大学について
①学生一人当たり経常費補助と
全大学平均（全大学平均を下回る
水準へと引下げ等）
②学生一人当たり経常費補助額
が全大学平均を上回る大学数の
減少

収容定員充足率８０％未満で赤
字経営となっている大学に対して
交付された私立大学等経常費補
助金について、
①学生一人当たりの金額の全大
学平均との比較
②学生一人当たりの金額が全大
学平均を上回る大学数

収容定員充足率８０％
未満で赤字経営となって
いる大学に対する私立
大学等経常費補助金の
交付額により進捗管理

①173千円／全学
平均157千円
（2017年度）

②56校（2017年
度）

①2021年度末
までに全大学
平均を下回る
水準へ引き下
げ等

②2021年度末
までに減少

毎年度 年度末 当該年度
の配分に
係る状況を
年度末に
把握

文部科学省 文部科学省調
べ

7 1

教育の質を担保するための、高等
教育無償化の支援対象機関に係
る具体的・統一的要件（シラバス、
ＧＰＡ（平均成績）等）の設定・適用
状況

経済財政運営と改革の基本方針
2018（H30.6.15閣議決定）を踏ま
え、支援対象機関に係る機関要
件を設定し、適用すること

支援対象機関として相
応しいかを確認すべき
機関要件が適切に設定
され、適用されたかを評
価

2019年度中に
機関要件を設
定

文部科学省 文部科学省調
べ

7 1

経営困難な大学等及び専門学校
についての高等教育無償化の支
援対象機関としない条件の設定・
適用状況

経済財政運営と改革の基本方針
2018（H30.6.15閣議決定）を踏ま
え、支援対象機関としない条件を
設定し、適用すること

高等教育無償化の支援
対象機関としない条件
が適切に設定され、適
用されたかを評価

2019年度中に
支援対象機関
としない条件を
設定

文部科学省 文部科学省調
べ

7 2

高等教育無償化の支援対象学生
のGPA（平均成績）、就職・進学率
の状況

高等教育無償化の支援対象学生
に係る平均成績（GPA制度を導入
していない場合は素点の平均を
含む）、卒業者のうち、就職や進
学した者の割合

支援措置の目的を踏ま
え、支援対象学生の勉
学の状況、就職や進学
の状況を評価

－ 制度実施後に
現状値を調査
の上、目標値を
設定

5年に1回程度 翌年度内 前年度末
の数値を
翌年度に
把握

文部科学省 文部科学省調
べ
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8 1

今後私立大学から公立化する大
学について、見込まれる経営見通
しや設立団体の財政負担を見え
る化

今後の公立化に際し、当該大学
の経営の現状（定員充足状況、財
政収支状況等）及び公立化に見
込まれる当該大学の経営見通し
や設立団体の財政負担の見通し
を見える化

2018年中に見える化の
具体的方策を検討し、
2019年以降見える化を
推進

－ － － － 最新の数
値を毎年7
月～8月頃
に把握
（設立団体
の財政状
況について
は、前年度
の決算に
係る情報を
11月頃に
把握）

総務省
文部科学省

総務省及び文
部科学省調べ

8 2

公立化された大学の地域貢献の
実現

上記大学の卒業生の地域内就職
率や地域内入学者等の変化を把
握して評価

公立化された大学の地
域貢献を促進

－ － － － 事業年度
の翌年度
の7月～9
月頃に把
握

総務省
文部科学省

文部科学省調
べ及び設立団
体が設置する
法人評価委員
会が実施する
評価結果等

9 1

全国学力・学習状況調査に関する
データの研究者等への貸与件数

全国学力・学習状況調査の個票
データ及び匿名データの研究者
等への年間貸与件数（委託研究
等による貸与を含む）

当該データの研究者等
による利活用の状況を
評価し、学術研究の発
展と教育施策の改善・充
実を促進する。

７件（委託研究等
による貸与件数）

（2017年度）

2017年度比３
倍増（2021年
度）

毎年度 ４月頃 前年度の
数値を把
握

文部科学省 文部科学省に
おいて貸与実
績を集計

9 1

調査データの二次利用件数 統計法第32条から第36条の規定
に基づき、文部科学省が実施する
統計調査に係る二次利用に対応
した件数

件数を毎年度把握しつ
つ当該データを提供す
ることにより、地方自治
体におけるＰＤＣＡサイク
ルの確立に資する。

260件
（2017年度）

340件
（2021年度）

毎年度 ４月頃 前年度の
数値を把
握

文部科学省 文部科学省に
おいて二次利
用件数を集計

9 2

地方自治体の教育振興基本計画
（教育基本法第17条第2項に基づ
き地方自治体が定める計画）にお
ける、エビデンスに基づくPDCAサ
イクルに関する取組を盛り込んで
いる割合

　地方自治体の教育振興基本計
画（教育基本法第17条第2項に基
づき地方自治体が定める計画）に
おいて、エビデンスに基づくPDCA
サイクル確立の必要性や、その実
施体制を構築する方策などにつ
いて、明記している地方自治体
（都道府県、市区町村）の割合

　地方自治体の教育振
興基本計画においてエ
ビデンスに基づくPDCA
サイクルに関する取組を
盛り込んでいる状況に
ついて毎年度調査・公
表するとともに、好事例
を全国に普及・展開し、
地方自治体における
PDCAサイクルの確立を
促進する。

― １００％
（2021年度）
※2019年度に
2018年度中の
取組状況を調
査し、初期値を
把握

毎年度 ３月頃 前年度の
数値を把
握

文部科学省 文部科学省に
おいて、教育
委員会に対し
て調査を実施
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文教・科学技術分野のＫＰＩ
　１．少子化の進展を踏まえた予算の効率化と教育の質の向上
項目
番号

階層 ＫＰＩ ＫＰＩの定義等
進捗管理、評価・点検

の視点
計画開始時の直近
の数値（時点）

目標(値)
（達成時期）

数値の
更新頻度

数値の
更新時期

速報性 主担当府省庁
ＫＰＩの
把握手段

政策
目標

指標

OECD・PISA調査等の各種調査に
おける水準の維持・向上

文部科学省

政策
目標

指標

教育の質の向上 文部科学省

政策
目標

指標

（インプットに対する）被引用回数
トップ10%論文数の増加

文部科学省

政策
目標

指標

企業等からの大学・公的研究機
関への投資額

大学等、非営利団体・公的機関の
支出別内部使用研究費
（外部資金（民間から）のうち「会
社」）

今後10年間で大学、国
立研究開発法人等への
民間研究開発投資の3
倍増を目指す

約1151億円（2014
年）

2014比1.3倍
（2018年度）
2014比1.5倍
（2020年度）

毎年度 例年、12月に
前年度の数値
が公表され
る。

総務省の
発表時期
による。

内閣府科学
技術担当

総務省「科学
技術研究調
査」

政策
目標

指標

地方自治体の教育振興基本計画
（教育基本法第17条第2項に基づ
き地方自治体が定める計画）に基
づき、エビデンスに基づくPDCAサ
イクルに関する具体的な取組を実
施している割合

　地方自治体の教育振興基本計
画（教育基本法第17条第2項に基
づき地方自治体が定める計画）に
基づき、エビデンスに基づくPDCA
サイクル確立のために、施策の実
施、体制整備など具体的な取組を
実施している地方自治体（都道府
県、市区町村）の割合

地方自治体の教育振興
基本計画に基づく、エビ
デンスに基づくPDCAサ
イクルに関する具体的
な取組の実施状況につ
いて毎年度調査・公表
するとともに、好事例を
全国に普及・展開するな
ど必要に応じた支援を
行い、地方自治体にお
けるPDCAサイクルの確
立を促進する。

― ５０％
（2021年度）
※2019年度に
2018年度中の
取組状況を調
査し、初期値を
把握

毎年度 ３月頃 前年度の
数値を把
握

文部科学省 文部科学省に
おいて、教育
委員会に対し
て調査を実施

2019年度の改革工程表改訂までに、卒業後の状況など学修成果等に関する具体的な指標（現状値や目標値を含む）を設定

2019年の改革工程表改定までに、CSTI等での議論を踏まえ、目標値を設定

調整中（Ｐ）
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文教・科学技術分野のＫＰＩ
　２．イノベーション創出による歳出効率化効果等
項目
番号

階層 ＫＰＩ ＫＰＩの定義等
進捗管理、評価・点検

の視点
計画開始時の直近
の数値（時点）

目標(値)
（達成時期）

数値の
更新頻度

数値の
更新時期

速報性 主担当府省庁
ＫＰＩの
把握手段

10,11 1

大学等と民間企業との共同研究
件数・受入金額

文部科学省「大学等における産学
連携等実施状況調査」における大
学等と民間企業との共同研究件
数・受入金額。

戦略的イノベーション創
造プログラム（SIP）、官
民研究開発投資拡大プ
ログラム（PRISM）によ
り、官民を挙げて社会的
課題解決に資する研究
開発を推進。

21,000件、467億円
（2015年度）

2015年度比2倍
（2021年度）

毎年度 翌年度内 前年度末
の数値を
翌年度に
把握

内閣府（科技
担当）

文部科学省
「大学等にお
ける産学連携
等実施状況に
ついて」

12 1

大型研究施設の産学官共用が推
進されるよう、毎年度安定的に利
用時間を確保

※共用システムを構築した研究組
織数

・大型研究施設の代表例である大
型放射光施設SPring-8における
施設の年間運転時間数。

・研究組織単位で一元的にマネジ
メントする新たな共用システムを構
築した研究組織について審議会等
において進捗状況を確認。

・大型研究施設の利用
時間が安定的に確保さ
れるよう、毎年度、必要
な年間運転時間数を確
保。

・研究設備・機器を研究
組織単位で一元的にマ
ネジメントする共用シス
テムの導入等を推進。
2020年度に100組織を
目標。

・SPring-8年間運
転時間数：5,282時
間（2017年度）
・SPring-8年間運
転時間数：4,952時
間（2016年度）

・0（2015年度）

・毎年度、必要
な年間運転時
間数を確保。

・70（2018年
度）、100（2020
年度）

・毎年度

・毎年度

・翌年度内

・随時

・前年度実
績値を翌
年度に把
握

・直近の実
績

文部科学省 文部科学省調
べ

13 1

EBPM化を実現するツールとして
の、エビデンスシステムの構築・活
用

予算のエビデンス構築、ＥＢＰＭ化
を進めるため、科学技術分野にお
けるエビデンスシステムを構築。

エビデンスシステムの構
築・活用により、EBPMを
的確に実施し、イノベー
ションや経済成長に貢
献。

－ 第５期科学技
術基本計画レ
ビュー（2019年
度）
第６期科学技
術基本計画を
策定（2020年
度）

－ － － 内閣府（科技
担当）

－

13 1

2020年度までに国立大学・研究開
発法人内利用の開始を実現

エビデンスシステムの国立大学・
研究開発法人内での利用を開始。

国立大学・研究開発法
人が、他法人と比較した
自法人の立ち位置を把
握し、エビデンスに基づ
くマネジメントを通じて経
営を改善。

－ エビデンスシス
テムの国立大
学・研究開発法
人内での利用
を開始（2020年
度）

毎年度 翌年度内 前年度末
の達成状
況を把握

内閣府（科技
担当）

－
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文教・科学技術分野のＫＰＩ
　２．イノベーション創出による歳出効率化効果等
項目
番号

階層 ＫＰＩ ＫＰＩの定義等
進捗管理、評価・点検

の視点
計画開始時の直近
の数値（時点）

目標(値)
（達成時期）

数値の
更新頻度

数値の
更新時期

速報性 主担当府省庁
ＫＰＩの
把握手段

14,15 1

「第５期科学技術基本計画」「統合
イノベーション戦略」に沿った科学
技術イノベーション政策の着実な
実施

経済財政諮問会議とＣＳＴＩ等の関
係司令塔の連携による基本計画
等の着実な推進。

Society 5.0の実現に向
け統合イノベーション戦
略推進会議等を通じ、関
係省庁・司令塔組織の
横断的かつ実質的な調
整を推進。

－ 統合イノベー
ション戦略を策
定
（毎年度）
第６期科学技
術基本計画を
策定（2020年
度）

- - - 内閣府（科技
担当）

－

14,15 1

大学等と民間企業との共同研究
件数・受入金額

文部科学省「大学等における産学
連携等実施状況調査」における大
学等と民間企業との共同研究件
数・受入金額。

大学等と民間企業の間
の本格的な産学連携を
促進。

21,000件、467億円
（2015年度）

2015年度比2倍
（2021年度）

毎年度 翌年度内 前年度末
の数値を
翌年度に
把握

内閣府（科技
担当）

文部科学省
「大学等にお
ける産学連携
等実施状況に
ついて」

14,15 1

2020年度までに40歳未満の大学
本務教員の数を2013年度から1割
増加

2020年度までに40歳未満の大学
（国・公・私立を含み、短期大学は
含まない。）本務教員（当該学校に
籍のある常勤教員）の数を2013年
度から1割増加。

統合イノベーション戦略
に盛り込まれた、若手研
究者の活躍できる年齢
構成の実現を図る。

43,763人
（2013年度）

2013年度から1
割増（2020年
度）

3年に1回 調査年の翌年
7月頃に中間
報告

調査年の翌々
年3月頃に確
報

前年度末
の数値を
翌年度に
速報値を
把握

内閣府（科技
担当）

文部科学省
「学校教員統
計調査」

14,15 1

2020年度までに研究開発型ベン
チャー企業の新規上場数（IPO等）
を2014年度の水準から倍増

研究開発型ベンチャー企業の新
規上場数（IPO等）を2014年度の
水準から倍増。

産学官が一体となって
継続的・効果的に中小・
ベンチャー企業の創出
を促進。

30件（2014年度） 2014年度比2倍
（2020年度）

随時 随時 随時 内閣府（科技
担当）

日本取引所グ
ループ　新規
上場会社情報
を基に作成。

10,11,
12,13,
14,15

2

科学技術政策におけるEBPM化が
図られたことによる成果の創出

大学の特許の実施許諾件数の５
割増加。

産学連携を通じて大学
の特許からのイノベー
ション創出を促進。

年間9,856件
（2013年度）

年間15,000件
（2020年度）

毎年度 翌々年度内 前年度末
の数値を
翌々年度
に把握

内閣府（科技
担当）

文部科学省
「大学等にお
ける産学連携
等実施状況に
ついて」

政策
目標

指標

世界経済フォーラム世界競争力
項目別ランキング「イノベーション
力」の順位の維持・向上

世界経済フォーラム世界競争力項
目別ランキング「イノベーション力」
に係る我が国の順位の維持・向
上。
※評価指標の変更によって、順位
が変動する可能性があることに留
意が必要。

イノベーション・エコシス
テムを構築し、世界最高
水準のイノベーション国
家創造を実現。

6位(2018年度) 「イノベーション
力」の順位の維
持・向上

毎年度 翌々年度内 「イノベー
ション力」
の項目は
複数の指
標で構成さ
れており、
指標毎に
測定時点
が異なる。

内閣府（科技
担当）

World
Economic
Forum「
The Global
Competitivene
ss Report」

政策
目標

指標

被引用回数トップ10％論文数の増
加

内閣府（科技
担当）

2019年の改革
工程表改定ま
でに、CSTI等
での議論を踏
まえ設定。

2019年の改革工程表改定までに、CSTI等での議論を踏まえ設定。
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文教・科学技術分野のＫＰＩ
　２．イノベーション創出による歳出効率化効果等
項目
番号

階層 ＫＰＩ ＫＰＩの定義等
進捗管理、評価・点検

の視点
計画開始時の直近
の数値（時点）

目標(値)
（達成時期）

数値の
更新頻度

数値の
更新時期

速報性 主担当府省庁
ＫＰＩの
把握手段

政策
目標

指標

企業等からの大学・公的研究機関
への投資額

2025年度までに、大学・国立研究
開発法人等への民間研究開発投
資を３倍増。

イノベーション・エコシス
テムを構築し、世界最高
水準のイノベーション国
家創造を実現。

1,151億円（2014年
度）

約3,500億円
（2025年度）

毎年度 毎年12月頃 前年度の
数値を翌
年度に把
握

内閣府（科技
担当）

総務省「科学
技術研究調
査」
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文教・科学技術分野のＫＰＩ
　３．官民一体となったスポーツ・文化の振興
項目
番号

階層 ＫＰＩ ＫＰＩの定義等
進捗管理、評価・点検

の視点
計画開始時の直近
の数値（時点）

目標(値)
（達成時期）

数値の
更新頻度

数値の
更新時期

速報性 主担当府省庁
ＫＰＩの
把握手段

16 1

スポーツ参画人口の拡大 成人の週１回以上のスポーツの実
施率

民間資金も活用した官
民一体となったスポーツ
施策の進捗状況につい
て評価・促進

51.5%　　　　（2017
年11月時点）

65%程度
（2021年）

毎年度 2月～3月頃 前年の11
月～12頃

スポーツ庁 スポーツ庁「ス
ポーツの実施
状況等に関す
る世論調査」

16 1

地域交流拠点としてのスタジア
ム・アリーナ設置数

地域の活性化、持続的成長に寄
与する定期的に数千人、数万人の
人々を集めるスタジアム・アリーナ
の数。
※KPIの対象となるスタジアム・ア
リーナを定める基準について検討
中。

全国のスタジアム・ア
リーナについて、多様な
世代が集う交流拠点とし
て、2017年から2025年
までに20拠点を実現す
る。

- 20拠点
(2025)

基準と併せて
検討

基準と併せて
検討

基準と併
せて検討

スポーツ庁
経済産業省

KPIの対象と
なるスタジア
ム・アリーナを
定める基準に
ついて検討
中。

16 1

地域スポーツコミッション設置数 地方自治体、スポーツ団体、民間
企業等が一体となり、スポーツと
地域資源を掛け合せたまちづくり・
地域活性化に取り組む組織である
「地域スポーツコミッション」の設立
を促進し、スポーツを通じた経済・
地域の活性化を推進するため、基
準値の3倍程度を目標に設定

スポーツによる地域活
性化を推進するために
は、スポーツツーリズム
等に取り組む組織の設
立を促進する必要があ
り、スポーツ庁としてそ
のための支援事業を実
施している。本KPIは、当
該スポーツコミッション設
立の進捗状況を点検す
るものである。

56団体
（2017年1月）

170団体
（2021年度）

毎年度 9～10月頃 調査実施
時点の数
字を数か
月後に把
握

スポーツ庁 都道府県及び
地域スポーツ
コミッションに
調査（スポー
ツ庁にて実
施）

16 1

スポーツ目的の訪日外国人旅行
者数

日本政府観光局公表の訪日外国
人旅行者数に、「訪日外国人消費
動向調査」（観光庁）における「今
回の日本滞在中にしたこと（複数
回答）」のうち「スキー・スノーボー
ド」、「その他スポーツ（ゴルフ
等）」、「スポーツ観戦（相撲・サッ
カー等）」の選択率を乗じて算出し
た値

スポーツによる地域活
性化を推進するために
は、スポーツによる交流
人口を拡大する必要が
あり、スポーツ庁として
スポーツツーリズムの需
要拡大を目指す事業を
実施している。本KPIは、
当該交流人口拡大の進
捗状況を点検するもの
である。

138万人
（2015年度）

250万人
（2021年度）

毎年度 5～6月頃 前年度末
の数値を、
2～3ヶ月
後に把握

スポーツ庁 訪日外国人旅
行者数
（JNTO）、訪
日外国人消費
動向調査（観
光庁）
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文教・科学技術分野のＫＰＩ
　３．官民一体となったスポーツ・文化の振興
項目
番号

階層 ＫＰＩ ＫＰＩの定義等
進捗管理、評価・点検

の視点
計画開始時の直近
の数値（時点）

目標(値)
（達成時期）

数値の
更新頻度

数値の
更新時期

速報性 主担当府省庁
ＫＰＩの
把握手段

16 1

大学スポーツアドミニストレーター
配置大学数

「教育、研究、課外活動及び社会
貢献を含め学内のスポーツ活動に
一定の知識・経験を有しつつ、大
学スポーツの事業開拓とブランド
力の向上を推進する能力を有し、
学内のスポーツ活動の企画立案、
コーディネート、資金調達等を担う
者。例えば、大学のスポーツ施設
の活用を検討する場合には、大学
の仕組み（法制度、学則、３つのポ
リシー（ディプロマ・ポリシー、カリ
キュラムポリシー、アドミッション・
ポリシー）、学事日程等）だけでな
く、スポーツ施設の運営方法や収
益モデルも理解しながら、学内外
を調整して大学スポーツを円滑に
推進する者」を学内に配置してい
る大学数

大学におけるスポーツ
分野の取組を戦略的に
推進するためには、ス
ポーツ分野を一体的に
統括する部局や当該部
局を担う人材の配置を
進める必要があり、ス
ポーツ庁としてそのため
の支援事業を実施して
いる。本KPIは、当該人
材の配置の進捗状況を
点検するものである。

17
（2018年3月末）

100（2021年度） 1年に1回 4月頃 前年度3月
末時点

スポーツ庁 大学スポーツ
の振興に関す
るアンケート
（スポーツ庁
にて実施）

16 2

スポーツツーリズム関連消費額 「旅行・観光消費動向調査」（観光
庁）における旅行消費額のうち、観
光・レクリエーション目的の旅行に
おける「スポーツ施設」、「スキー場
リフト代」、「スポーツ観戦・芸術鑑
賞」に係る消費額を合計して算出
した値

スポーツによる地域活
性化を推進するために
は、スポーツ関連消費
額を増加させる必要が
あり、スポーツ庁として
スポーツツーリズムの需
要拡大を目指す事業を
実施している。本KPIは、
当該関連消費額増加の
進捗状況を点検するも
のである。

2,204億円
（2015年度）

3,800億円
（2021年度）

毎年度 5～6月頃 前年度末
の数値を、
2～3ヶ月
後に把握

スポーツ庁 旅行・観光消
費動向調査
（観光庁）

16 2

スポーツ市場規模 （株）日本政策投資銀行の調査を
基に測定。
※（株）日本政策投資銀行の協力
を得て、スポーツ市場規模を継続
的かつ国際比較可能な形で推計
する手法を検討する。

スポーツ市場規模を
2020年までに10兆円、
2025年までに15兆円に
拡大することを目指す。

5.5兆円
（2012年）

15兆円
（2025年）

推計手法と併
せて検討

推計手法と併
せて検討

推計手法
と併せて検
討

スポーツ庁
経済産業省

（株）日本政策
投資銀行の協
力を得て、ス
ポーツ市場規
模を継続的か
つ国際比較可
能な形で推計
する手法を検
討する。
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文教・科学技術分野のＫＰＩ
　３．官民一体となったスポーツ・文化の振興
項目
番号

階層 ＫＰＩ ＫＰＩの定義等
進捗管理、評価・点検

の視点
計画開始時の直近
の数値（時点）

目標(値)
（達成時期）

数値の
更新頻度

数値の
更新時期

速報性 主担当府省庁
ＫＰＩの
把握手段

17 1

国立美術館・博物館の自己収入
の増加

国立美術館・博物館の自己収入
の増加

国民の文化への関心、
文化活動の状況を評価

（独）国立文化財
機構：2,260百万円
（独）国立美術館：
1,818百万円
（独）国立科学博
物館：874百万円
（いずれも平成29
年度）

前年度実績を
上回る

毎年度 夏頃 前年度の
数値を把
握

文化庁 主務大臣によ
る独立行政法
人の業務実績
評価

17 1

博物館の入場者数・利用者数の
増加

博物館（総合博物館、科学博物
館、歴史博物館、美術博物館、野
外博物館、動物園、植物園、動植
物園、水族館）の入館者総数

国民の文化への関心、
文化活動の状況を評価

約1.3億人（平成26
年）

1.3億人を上回
る（2021年調
査）

3年ごと 2020.3月頃 社会教育
調査中間
報告
（2019.11
月ごろ）

文化庁 社会教育調査

17 1

アート市場規模の拡大 世界のアート市場規模（2017年現
在で637億ドル（約6.75兆円）のう
ち、日本国内のアート市場の占め
る割合

文化に係る市場の活性
化状況を評価

3.6％（2017年） ７％（2021年） 毎年度 3月～4月頃 前年度の
数値を把
握

文化庁 Art Basel and
UBS「The Art
Market」
Report及び一
般社団法人
アート東京「日
本のアート産

17 2

国民の文化活動への寄付活動を
行う割合

チケット代金以外の文化芸術振興
に関わる寄付をしたことがあるか
を尋ね「したことがある」と答えた
者の割合

国民の文化への関心、
文化活動の状況を評価

9.6％（平成28年） 9.6％を上回る 7年ごと 平成28年度調
査は11月公表

前年度の
数値を把
握

文化庁 内閣府「文化
に関する世論
調査」

17 2

国立美術館・博物館の寄付金受
入額

国立美術館・博物館の寄付金受
入額

国民の文化への関心、
文化活動の状況を評価

（独）国立文化財
機構：732百万円
（独）国立美術館：
676百万円
（独）国立科学博
物館：49百万円
（いずれも平成29

前年度実績を
上回る

毎年度 夏頃 前年度の
数値を把
握

文化庁 主務大臣によ
る独立行政法
人の業務実績
評価

17 2

文化の市場規模 国民経済計算を基にした文化芸術
産業の経済規模

文化に係る市場の活性
化状況を評価

8.8兆円（2015年）
※

18兆円（2025
年）※

ユネスコでの
国際的枠組み
に関する議論
の動向を踏ま
えて２０２１年
度をめどに更
新予定

ユネスコでの
国際的枠組み
のに関する議
論の動向を踏
まえて２０２１
年度をめどに
更新予定

ユネスコで
の国際的
枠組みに
関する議
論の動向
を踏まえて
２０２１年度
をめどに更
新予定

文化庁 ※算出方法に
ついてユネス
コ等での議論
を踏まえ検討
中
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文教・科学技術分野のＫＰＩ
　３．官民一体となったスポーツ・文化の振興
項目
番号

階層 ＫＰＩ ＫＰＩの定義等
進捗管理、評価・点検

の視点
計画開始時の直近
の数値（時点）

目標(値)
（達成時期）

数値の
更新頻度

数値の
更新時期

速報性 主担当府省庁
ＫＰＩの
把握手段

政策
目標

指標

企業等から文化機関・スポーツ機
関への投資額

（株）日本政策投資銀行の調査を
基に測定したスポーツ市場規模と
国民経済計算を基にした文化芸術
産業の経済規模の合計

【スポーツ市場規模】
2020年までに10兆円、
2025年までに15兆円に
拡大することを目指す。
【文化の市場規模】
文化に係る市場の活性
化状況を評価

【スポーツ市場規
模】
5.5兆円（2012年）
【文化の市場規
模】
8.8兆円（2015年）

【スポーツ市場
規模】
15兆円（2025
年）
【文化の市場規
模】
18兆円（2025
年）

【スポーツ市
場規模】
推計手法と併
せて検討
【文化の市場
規模】
ユネスコでの
国際的枠組み
に関する議論
の動向を踏ま
えて２０２１年
度をめどに更
新予定

【スポーツ市
場規模】
推計手法と併
せて検討
【文化の市場
規模】
ユネスコでの
国際的枠組み
のに関する議
論の動向を踏
まえて２０２１
年度をめどに
更新予定

【スポーツ
市場規模】
推計手法
と併せて検
討
【文化の市
場規模】
ユネスコで
の国際的
枠組みに
関する議
論の動向
を踏まえて
２０２２年度
をめどに更
新予定

【スポーツ市
場規模】
スポーツ庁
経済産業省
【文化の市場
規模】
文化庁

【スポーツ市
場規模】
（株）日本政策
投資銀行の協
力を得て、ス
ポーツ市場規
模を継続的か
つ国際比較可
能な形で推計
する手法を検
討する。
【文化の市場
規模】
※算出方法に
ついてユネス
コ等での議論
を踏まえ検討
中
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歳出改革等に向けた取組の加速・拡大についてのＫＰＩ

項目
番号

階層 ＫＰＩ ＫＰＩの定義等
進捗管理、評価・点検

の視点
計画開始時の直近
の数値（時点）

目標(値)
（達成時期）

数値の
更新頻度

数値の
更新時期

速報性 主担当府省庁
ＫＰＩの
把握手段

13 1

オンライン調査を導入した統計調
査の数

コスト削減計画期間中（～2020年
度）に、オンライン回答が可能と
なった政府の統計調査の数

官民における統計に関
するコスト削減に向けた
取組を評価

0 増加 年1回程度 毎年６～７月
ごろ

前年度末 総務省 官民の統計コ
スト削減の
フォローアップ

13 1

データベース化を実施した統計の
数

コスト削減計画期間中（～2020年
度）に、データベース化を完了した
政府統計の数

官民における統計に関
するコスト削減に向けた
取組を評価

0 増加 年1回程度 毎年６～７月
ごろ

前年度末 総務省 官民の統計コ
スト削減の
フォローアップ

13 1

記入項目の削減を実施した統計
調査の数

コスト削減計画期間中（～2020年
度）に、記入項目数の削減を実施
した政府の統計調査の数

官民における統計に関
するコスト削減に向けた
取組を評価

0 増加 年1回程度 毎年６～７月
ごろ

前年度末 総務省 官民の統計コ
スト削減の
フォローアップ

13 2

官民における統計に関する作業
時間

政府統計に関する統計の調査実
施者・作成者（政府、自治体等）、
統計調査の報告者（企業、世帯
等）、統計ユーザー、の時間コスト
の合計

官民における統計に関
するコスト削減状況を評
価

－ ２割削減（2020
年度末）

年1回程度 毎年６～７月
ごろ

前年度末 総務省 官民の統計コ
スト削減の
フォローアップ

23 1

支援策を実施した事業の件数 各省において、成果連動型民間委
託契約事業の案件組成に向けて、
地方公共団体及び中間支援団体
に対して支援策を実施した事業の
件数

成果連動型民間委託契
約方式の活用促進に向
けた取組を評価

- 増加 四半期に1回 4月、7月、10
月、1月

前四半期
末

内閣府
法務省
厚生労働省
経済産業省

担当省庁へ照
会

23 1

国庫補助や地方交付税措置の点
検等を行った事業の割合

各省において、成果連動型民間委
託契約事業の案件組成に向けて、
地方公共団体及び中間支援団体
に対して支援策を実施した事業の
うち、その後に国庫補助や地方交
付税措置の点検等を行った事業
の割合

成果連動型民間委託契
約方式の活用促進に向
けた取組を評価

- 増加 四半期に1回 4月、7月、10
月、1月

前四半期
末

内閣府
法務省
厚生労働省
経済産業省

担当省庁へ照
会
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歳出改革等に向けた取組の加速・拡大についてのＫＰＩ

項目
番号

階層 ＫＰＩ ＫＰＩの定義等
進捗管理、評価・点検

の視点
計画開始時の直近
の数値（時点）

目標(値)
（達成時期）

数値の
更新頻度

数値の
更新時期

速報性 主担当府省庁
ＫＰＩの
把握手段

23 2

組成された事業の件数 各省において、地方公共団体及び
中間支援団体に対して支援策を実
施した結果、実際に契約に至った
事業の件数

成果連動型民間委託契
約方式の活用促進に向
けた取組を評価

- 増加 四半期に1回 4月、7月、10
月、1月

前四半期
末

内閣府
法務省
厚生労働省
経済産業省

担当省庁へ照
会

23 2

成果指標を達成した事業の割合 各省において、組成された事業の
うち、成果指標を100％達成した事
業の割合

成果連動型民間委託契
約方式の活用促進に向
けた取組を評価

- 増加 四半期に1回 4月、7月、10
月、1月

前四半期
末

内閣府
法務省
厚生労働省
経済産業省

担当省庁へ照
会

42 1

「経済・財政と暮らしの指標『見え
る化』データベース」における、
・月平均アクセス回数
・月平均データダウンロード回数

①月平均アクセス数
　データベースのシステムにおい
て集計されるアクセスログにより把
握される、一か月間のアクセス件
数の、データベース開設当初から
直近までの平均値。

②月平均データダウンロード回数
　　データベースのシステムにおい
て集計されるアクセスログにより把
握される、一か月間にデータダウ
ンロード操作が行われた回数の、
データベース開設当初から直近ま
での平均値。

データベースの利活用
の状況、利活用促進に
向けた取組の成果を評
価。
特に②ダウンロード回数
では、利用者による分析
への集録データの利活
用の状況を評価。

①292件
（2018年8月）

②集計中

増加 毎月 毎月 前月分の
数値を把
握

内閣府 内閣府HPの
システムより
集計。

42 2

「経済・財政と暮らしの指標『見え
る化』データベース」を活用した、
類似団体間の比較等の分析事例
の件数

・データベースを用いた分析事例
についての内閣府HP上での募集
に対して応募のあった分析事例の
件数
・「経済・財政と暮らしの指標『見え
る化』データベース」の名称を出典
や引用元として記載している公表
資料・論文等の件数

データベースの利活用
の状況、利活用促進に
向けた取組の成果につ
いて、データの閲覧やダ
ウンロードに留まらず、
より実際的な調査研究、
情報発信、政策立案等
への活用状況を評価。

0
（2019年3月）

※2019年4月より
事例の募集及び
集計を開始予定

増加 随時 随時 随時、それ
までの累
計事例数
を把握

内閣府 ・内閣府HP上
に設置した投
稿フォームに
より分析事例
の件数を集
計。
・内閣府にお
いて引用例に
関する情報を
随時収集。
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項目
番号

階層 ＫＰＩ ＫＰＩの定義等
進捗管理、評価・点検

の視点
計画開始時の直近
の数値（時点）

目標(値)
（達成時期）

数値の
更新頻度

数値の
更新時期

速報性 主担当府省庁
ＫＰＩの
把握手段

43 1

行政改革推進本部事務局による
各府省のEBPMの推進に対する
支援の状況（相談・助言対応数）

行政改革推進本部事務局が各府
省に対して行った助言等の対応件
数

各府省に対する行革事
務局による支援状況を
点検

なし
（2018年度に取組
開始）

なし 年1回程度 年度末 調査時点
の数値

内閣官房行
政改革推進
本部事務局

行革事務局調
べ

43 1

行政改革推進本部事務局による
各府省のEBPMの推進に対する
支援の状況（EBPM推進委員会等
関係会議開催数）

行政改革推進本部事務局による
EBPM推進委員会等関係会議の
開催数

各府省に対する行革事
務局による支援状況を
点検

なし
（2018年度に取組
開始）

なし 年1回程度 年度末 調査時点
の数値

内閣官房行
政改革推進
本部事務局

行革事務局調
べ

43 1

行政改革推進本部事務局による
各府省のEBPMの推進に対する
支援の状況（府省横断勉強会等
研修会開催数）

行政改革推進本部事務局による
府省横断勉強会等の研修の開
催・講師派遣数

各府省に対する行革事
務局による支援状況を
点検

なし
（2018年度に取組
開始）

２回
（行革事務局主
催の研修回数：
2019年度）

年1回程度 年度末 調査時点
の数値

内閣官房行
政改革推進
本部事務局

行革事務局調
べ

43 1

行政改革推進本部事務局による
各府省のEBPMの推進に対する
支援の状況（EBPMイントラネット
ホームページアクセス数）

EBPMイントラネットホームページ
へのアクセス数

各府省に対する行革事
務局による支援状況を
点検

なし
（2018年度に取組
開始）

前年度と比較
※前年度と比
較したアクセス
数の変化を基
に、イントラネッ
トの活用状況を
評価

年1回程度 年度末 調査時点
の数値

内閣官房行
政改革推進
本部事務局

行革事務局調
べ
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速報性 主担当府省庁
ＫＰＩの
把握手段

43 2

EBPMの実例創出の報告数 各府省から行政改革推進本部事
務局へのEBPMの実例創出の報
告数

各府省のEBPM推進に
向けた取組状況を評価

なし
（2018年度に取組
開始）

検討中 年1回程度 年度末 調査時点
の数値

内閣官房行
政改革推進
本部事務局

行革事務局調
べ

44 1

統計職員数 国の統計職員数 統計に関するリソース確
保・質の向上の取組を
評価

1,940人 特に目標は設
定していない

年1回程度 毎年６～７月
ごろ

当年４月1
日現在

総務省 統計機構等調
べ

44 1

統計棚卸しの対象となった統計の
数

統計棚卸しの対象となった政府統
計の数

統計に関するリソース確
保・質の向上の取組を
評価

281統計（2018年
度）

約700統計
（2020年度）
政府統計752統
計中、調査周
期の関係で実
施できなかった
もの等を除く）

年1回程度 毎年5～6月頃 前年5～6
月時点

総務省 統計棚卸し

44 1

ＢＰＲ手法を活用した統計棚卸し
による改善事例の共有や、優良な
統計業務プロセスの横展開を行っ
た事例数

統計棚卸しによる改善事例の共有
や、優良な統計業務プロセスの横
展開を行った事例数

統計に関するリソース確
保・質の向上の取組を
評価

-
(統計棚卸し初年
度)

統計棚卸しによ
る改善事例の
共有や、優良な
統計業務プロ
セスの事例の
数がどれくらい
あるか予測不
能なため、設定
しない

年1回程度 毎年4～5月頃 前年5～6
月時点

総務省 統計棚卸し
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項目
番号

階層 ＫＰＩ ＫＰＩの定義等
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速報性 主担当府省庁
ＫＰＩの
把握手段

44 2

統計棚卸し等を踏まえ、見直しを
実施した統計の数

統計棚卸し等を踏まえ、統計業務
プロセスが改善した政府統計の数

統計に関するリソース確
保・質の向上の取組を
評価

－
（2021年度以降、
順次フォローアッ
プ開始）

統計業務プロ
セスが改善した
政府統計数が
全政府統計数
の１割（2022年
度）

年1回程度 毎年4～5月頃 前年8月1
日時点

総務省 統計棚卸し

44 1

統計研修の年間修了者数 統計研究研修所が実施する統計
研修を直近1年（年度）で修了した
者の人数

統計に関するリソース確
保・質の向上の取組を
評価

2,509人
（2017年度）

増加 年1回程度 ３月 当該年度
の全ての
研修が終
了した段階
で把握

総務省 研修の修了者
数を随時把握

45 1

インターネット上のコンテンツへの
アクセス数

統計局ホームページへのアクセス
数

統計に関する国民のリ
テラシー向上の取組を
評価

3907万件（2017年
度）

増加 年1回程度 年度末 前年度末 総務省 アクセス数

45 1

地方統計職員業務研修（中央及
び地方）の開催回数

総務省政策統括官（統計基準担
当）による統計の中央研修と都道
府県統計主管部・課による地方研
修の開催回数（中央研修対象者：
都道府県の統計関係職員、地方
研修対象者：都道府県及び市町村
の統計関係職員）

地方公共団体を含め
た、社会全体の統計リテ
ラシーの向上の取組を
評価

87回
（平成29年度地方
統計職員業務研
修（中央及び地
方）

95回
（2022年度末）

年1回程度 １月頃 前年度に
おける１年
間の累計

総務省 総務省におけ
る実施実績及
び総務省から
都道府県への
照会

45 1

統計分析講習会（中央及び地方）
の開催回数

総務省政策統括官（統計基準担
当）による統計データアナライズセ
ミナー及び都道府県における統計
リテラシー向上に係る講習会の開
催回数（中央対象者：都道府県の
統計関係職員、地方対象者：不特
定）

地方公共団体を含め
た、社会全体の統計リテ
ラシーの向上の取組を
評価

299回
（平成29年度統計
データアナライズ
セミナー、平成29
年度都道府県にお
ける講習会・出前
講座）

330回
（2022年度末）

年1回程度 １月頃 前年度に
おける１年
間の累計

総務省 総務省におけ
る実施実績及
び総務省から
都道府県への
照会
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ＫＰＩの
把握手段

45 2

地方統計職員業務研修（中央及
び地方）の修了者数

中央研修及び地方研修を直近１年
で修了した者の数

地方公共団体を含め
た、社会全体の統計リテ
ラシーの向上の取組を
評価

2,940人
（平成29年度地方
統計職員業務研
修（中央及び地
方））

3,200人
（2022年度末）

年1回程度 １月頃 前年度に
おける１年
間の累計

総務省 総務省におけ
る実施実績及
び総務省から
都道府県への
照会

45 2

統計分析講習会（中央及び地方）
の修了者数

統計データアナライズセミナー及
び都道府県における統計リテラ
シー向上に係る講習会を直近１年
で修了した者の数

地方公共団体を含め
た、社会全体の統計リテ
ラシーの向上の取組を
評価

14,312人
（平成29年度統計
アナライズセミ
ナー、平成29年度
都道府県における
講習会・出前講
座）＜注：都道府
県が行う統計デー
タアナライズ活動
の修了者数は、30
年度から把握開
始＞

18,000人
（2022年度末）

年1回程度 １月頃 前年度に
おける１年
間の累計

総務省 総務省におけ
る実施実績及
び総務省から
都道府県への
照会

57 1

携帯電話サービスエリア外の解消
等、電波利用料対象事業につい
て設定するKPI

エリア外人口解消数等の対象事
業の目標

各年度の事業の実施状
況等

－ － 毎年１回 毎年９月 前年度の
数値を把
握

総務省 総務省調査等

58 1

数値目標・計画策定のファンド数・
割合

累積損失解消のための数値目標・
計画を策定した官民ファンドの数・
割合

累積損失の解消に向け
た取組状況を評価

0ファンド、0%
（2018年12月時
点）

今後検討 随時 2019年4月目
途

調査時点 財務省
官民ファンド
監督官庁

公表資料の確
認

58 2

累積損失解消のファンド数・割合 数値目標・計画を策定した官民
ファンドのうち、累積損失が解消さ
れたファンド数・割合

累積損失の解消状況を
評価

0ファンド、0%
（2018年12月時
点）

今後検討 年1回 各ファンドの
決算確定時

調査時点 財務省
官民ファンド
監督官庁

決算の確認
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62 1

各種取組による装備品取得経費
の縮減

各種取組による装備品取得経費
の縮減

中期防衛力整備計画及
び経済・財政再生計画
を踏まえ、防衛力整備
の着実な推進とともに、
調達改革等を通じ、一層
の効率化・合理化に努
める

平成30年度におい
ては各種の取組に
より1,970億円を縮
減

- 毎年度 予算成立時 予算成立
時に把握

防衛省 防衛省資料

62 1

プロジェクト管理対象装備品等の
品目数

「重点対象装備品等」、「準重点管
理対象装備品等」、「管理対象装
備品等」に選定された装備品の数

防衛予算の一層の効率
化・合理化状況等を評
価

・重点対象装備品
等17品目
・準重点管理対象
装備品等3品目
・管理対象装備品
等12品目
（平成30年4月27
日時点）

増加 毎年度 春頃 更新時期
の品目数
を把握

防衛装備庁 防衛装備庁資
料

62 1

防衛装備・技術移転協定に基づき
締結した細目取極の件数

防衛装備・技術移転協定に基づき
締結した細目取極の件数

防衛装備・技術協力の
一層の推進状況等を評
価

7件（平成26年度
～平成29年度の
累積値）

増加 毎年度 4月頃 前年度ま
での累積
値を把握

防衛装備庁 防衛装備庁資
料

62 1

インセンティブ契約の適用件数 インセンティブ契約の適用件数 調達改革の一層の推進
状況等を評価

21件（平成29年度
実績の値）（平成
30年3月31日時
点）

増加 毎年度 4月頃 前年度の
数値を把
握

防衛装備庁 防衛装備庁資
料

62 2

毎年度の調達の合理化・効率化
による縮減額

毎年度の調達の合理化・効率化に
よる縮減額

中期防衛力整備計画及
び経済・財政再生計画
を踏まえ、防衛力整備
の着実な推進とともに、
調達改革等を通じ、一層
の効率化・合理化に努
める

平成30年度におい
ては各種の取組に
より1,970億円を縮
減

- 毎年度 予算成立時 予算成立
時に把握

防衛省 防衛省資料

62 2

現行基準に対してライフサイクル
コストが低減した装備品数

「重点管理対象装備品等」、「準重
点管理対象装備品等」の現行基
準に対してライフサイクルコストが
低減した装備品の数

防衛予算の一層の効率
化・合理化状況等を評
価

重点対象装備品
等6品目（取得プロ
グラムの分析及び
評価を行った10品
目のうち）（平成29
年8月31日）

増加 毎年度 夏頃 更新時期
の品目数
を把握

防衛装備庁 防衛装備庁資
料
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62 2

防衛装備移転三原則に基づき国
家安全保障会議で移転を認め得
るとされた案件数

防衛装備移転三原則に基づき国
家安全保障会議で移転を認め得
るとされた案件数

防衛装備・技術協力の
一層の推進状況等を評
価

8件（平成26年度
～平成29年度の
累積値）

増加 毎年度 4月頃 前年度ま
での累積
値を把握

防衛装備庁 防衛装備庁資
料等

62 2

インセンティブ契約適用による低
減額

インセンティブ契約適用による低
減額

調達改革の一層の推進
状況等を評価

1.3億円（平成30年
度の値）(平成30年
11月日時点)

増加 毎年度 不定期 前月まで
の数値を
把握

防衛装備庁 防衛装備庁資
料

63 1

「第5期科学技術基本計画」「統合
イノベーション戦略」に沿った科学
技術イノベーション政策の着実な
実施【再掲】

経済財政諮問会議とＣＳＴＩ等の関
係司令塔の連携による基本計画
等の着実な推進。

Society 5.0の実現に向
け統合イノベーション戦
略推進会議等を通じ、関
係省庁・司令塔組織の
横断的かつ実質的な調
整を推進。

－ 統合イノベー
ション戦略を策
定
（毎年度）
第６期科学技
術基本計画を
策定（2020年

- - - 内閣府（科技
担当）

－

63 1

大学等と民間企業との共同研究
件数・受け入れ額【再掲】

文部科学省「大学等における産学
連携等実施状況調査」における大
学等と民間企業との共同研究件
数・受入金額。

大学等と民間企業の間
の本格的な産学連携を
促進。

21,000件、467億円
（2015年度）

2015年度比2倍
（2021年度）

毎年度 翌年度内 前年度末
の数値を
翌年度に
把握

内閣府（科技
担当）

文部科学省
「大学等にお
ける産学連携
等実施状況に
ついて」

63 1

2020年までに40歳未満の大学本
務教員の数を2013年度から1割増
加【再掲】

2020年度までに40歳未満の大学
（国・公・私立を含み、短期大学は
含まない。）本務教員（当該学校に
籍のある常勤教員）の数を2013年
度から1割増加。

統合イノベーション戦略
に盛り込まれた、若手研
究者の活躍できる年齢
構成の実現を図る。

43,763人
（2013年度）

2013年度から1
割増（2020年
度）

3年に1回 調査年の翌年
7月頃に中間
報告

調査年の翌々
年3月頃に確
報

前年度末
の数値を
翌年度に
速報値を
把握

内閣府（科技
担当）

文部科学省
「学校教員統
計調査」

63 1

2020年度までに研究開発型ベン
チャー企業の新規上場（IPO等）を
2014年度から倍増【再掲】

研究開発型ベンチャー企業の新規
上場数（IPO等）を2014年度の水準
から倍増。

産学官が一体となって
継続的・効果的に中小・
ベンチャー企業の創出
を促進。

30件（2014年度） 2014年度比2倍
（2020年度）

随時 随時 随時 内閣府（科技
担当）

日本取引所グ
ループ　新規
上場会社情報
を基に作成。

63 2

科学技術政策におけるEBPM化が
図られたことによる成果の創出
【再掲】

大学の特許の実施許諾件数の５
割増加。

産学連携を通じて大学
の特許からのイノベー
ション創出を促進。

年間9,856件
（2013年度）

年間15,000件
（2020年度）

毎年度 翌々年度内 前年度末
の数値を
翌々年度
に把握

内閣府（科技
担当）

文部科学省
「大学等にお
ける産学連携
等実施状況に
ついて」
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歳出改革等に向けた取組の加速・拡大についてのＫＰＩ

項目
番号

階層 ＫＰＩ ＫＰＩの定義等
進捗管理、評価・点検

の視点
計画開始時の直近
の数値（時点）

目標(値)
（達成時期）

数値の
更新頻度

数値の
更新時期

速報性 主担当府省庁
ＫＰＩの
把握手段

63 1

満足度指標を『経済・財政と暮らし
の指標「見える化ポータルサイ
ト」』に導入

『経済・財政と暮らしの指標「見え
る化ポータルサイト」』への掲載有
無

従来の経済統計を補完
する新たな視点による
評価方法の確立

指標群を構築中
（2018年度構築予
定）

掲載
（2019年度末）

３年に１回程
度（満足度度・
生活の質に関
する調査）

３月頃（満足
度・生活の質
に関する調
査）

当年度 内閣府 満足度・生活
の質に関する
調査

64 2

指標群の精度向上 相関係数及び決定係数の2018年
度比３０％向上

従来の経済統計を補完
する新たな視点による
評価方法の確立

指標群を構築中
（2018年度構築予
定）

2018年度比
30％向上（2021
年度末）

３年に１回程
度（満足度度・
生活の質に関
する調査）

３月頃（満足
度・生活の質
に関する調
査）

当年度 内閣府 満足度・生活
の質に関する
調査
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